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自治体の文化政策における住民合意形成について 

 

 

まえがき 

 筆者は神奈川県藤沢市で市議会議員を務めている。その藤沢市では、『市民オペラ』という「プ

ロフェッショナルの監督およびソリスト」と「市民合唱団・交響楽団」が共演する創造的な催

しがおこなわれている。1973 年の初演から昨年までに 23 回上演し、市を代表する文化芸術イ

ベントとして定着している。こうした取り組みが評価され、藤沢市は一頃「文化都市」という

称号を戴いていた。だが、昨今では往時の輝きが失われつつあるとの指摘があり、多額の費用

が問題視されることもある。また、市民オペラの会場にもなる市の代表的な文化施設の『市民

会館』も建築後 50 年が経過し、老朽化による不具合が目立ってきた。藤沢市の文化政策は曲が

り角を迎えている。文化芸術は、生活に潤いと生きがいをもたらす人間にとって必要不可欠な

ものであり、文化芸術振興を自治体がおこなうことへの住民の期待は大きい。一方で、催しや

施設整備において、厳しさを増す財政という現実の前に積極的に施策展開する事に対して藤沢

市行政は及び腰になっているように見え、かつての「文化都市」は色褪せてきていると感じる。 

 自治体の政策は、住民の理解と協力無しには進めることはできない。住民の理解を得ること、

これには文化芸術の取り組みに対して必ずしも協力的でない住民も含まれる。自治体行政は、

幅広い住民に理解を得るための努力を怠ってはならないのである。筆者は、自治体の文化政策

は、できるだけ広く・深い住民参加により実施されることが望ましいと思っており、その際に

問われるのは住民合意形成のプロセスだと考える。とはいえ、経済成長は過去の物となり税収

増も見込めない一方、少子超高齢化対策など扶助費は増大の一途で自治体財政に余裕はない。

また、成熟社会になり価値観が多様化し、文化政策を進める上での行政内部や社会・住民の合

意形成は簡単ではなさそうだ。 

 こうした状況下にあって、成果を上げている自治体もある。その際、行政の構想力およびマ

ネジメント能力と住民の参加意識が問われると考えるが、成果を上げている自治体はどのよう

な背景から政策を立案し、どのように住民との合意形成をはかったのか。 

 このような背景から、「自治体の文化政策における住民合意形成」ついて先行研究を学び事例

を検討することによって明らかにし、「自治体の文化政策における望ましい住民合意形成」を藤

沢市に提言することを本稿の目標としたい。 

 本稿は、まず序章で文化政策と住民合意形成との関連について述べる。 

 第１章では、合意形成について、文献調査により３つの先行研究の概略を紹介する。まず、
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ローレンス・E・サスカインドの「コンセンサス・ビルディング」の理論の中心的な部分につい

て述べる。続いて環境アセスメントの分野で国際的に活動した原科幸彦の理論と、環境政策・

環境経済学を専門とする倉坂秀史の理論について、両氏が関わった事例とともに理論の特徴的

な部分を取り上げる。 

 第２章では、第１節で三者の理論の、特徴と相違点の比較から要素を抽出して文化政策に資

する合意形成プロセスの３つの仮説を提示する。 

「仮説１」は文化政策の合意形成プロセスの「９つの要素」である。これはサスカインド式の

プロセスを元に、会議体の要素を抽出したものである。 

「仮説２」は、倉坂論にある「ネオ円卓会議」という、専門家と市民とで二つの会議体を構成

し、相互に応答するプロセスを下敷きにしたものである。 

「仮説３」は、政策一般と文化政策との違いを踏まえた合意形成プロセスに必要な「５つの要

件」をあげる。 

 第 2 節では自治体の文化政策における合意形成の二つの事例を分析する。最初は逗子市の『文

化振興条例』制定について、二つ目は小田原市の『文化ホール整備計画』について、それぞれ

で行われた住民合意形成プロセスの概略から、第 2 章第 1 節で提示した３つの仮説に当てはめ

る形で分析する。 

 第 3 章では、自治体の文化政策における合意形成の望ましいプロセスについて、述べる。第 2

章第 2節の事例について、合意形成プロセスの効果を検証する。また、第 2章第 1節の仮説に

ついて再検討し、望ましいプロセスの要件を明らかにする。 

 終章で、藤沢市の文化政策について、提言する。 

 おわりに、全体の議論を概括し、本稿の残された課題と今後の展望について述べる。 
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̶目次̶ 

序章 自治体の文化政策と住民合意形成 

 １節 文化政策とは 

（１）文化の定義 

（２）文化政策の根拠は「文化権」 

 2 節 自治体の文化政策における住民合意形成の目標とは 

（１）住民自治の視点 

（２）団体自治の視点 

 小括 

 

１章 合意形成理論の先行研究 

 1節 ローレンス・E・サスカインドの理論の概略 

    ～コンセンサス・ビルディング～ 

 はじめに 

  （１） 「６つの原則」 

  （２） 『コンセンサス・ビルディング』手法 

   （２）-ⅰ「招集」ステップ 

   （２）-ⅱ 参加者の役割と責任の分担について 

   （２）-ⅲ ファシリテーション 

 

 ２節 原科幸彦の理論の概略 

    ～ハイブリッド・モデル～ 

 はじめに 

 （１）代表者の話し合いによる合意形成  

   （１）-ⅰ『ハイブリッド・モデル』 

 （２）原科の実践 

  （２）-ⅰ 長野県中信地方における廃棄物処理施設整備計画の事例 

  （２）-ⅱ 政策各段階での合意形成 

 

 ３節 倉阪秀史の理論の概略 

    ～ネオ円卓会議～ 

 はじめに 

  （１）合意形成の要件  
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   （１）-ⅰ マルチ・ステークホルダー・プロセス 

 （１）-ⅱ 望ましいプロセスの要件 

  （２）倉阪の実践 

  （２）-ⅰ 千葉県柏市の事例 

  （２）-ⅱ 千葉県（東京湾）三番瀬の事例 

  （３）『ネオ円卓会議』を提唱 

 小括 

 

２章 自治体の文化政策における住民合意形成とは 

 １節 自治体の文化政策における住民合意形成プロセスの要素 

  （１）三者の理論の共通点と特徴 

  （１）-ⅰ サスカインド論 

   （１）-ⅱ 倉阪論と原科論 

   （１）-ⅲ 倉阪・原科・サスカインドの参加者の特定方法の違い 

   （１）-ⅳ 進行役・ファシリテーターの位置付け 

  （２）参加者の選定方法とファシリテーションが相違点 

 

 ２節 三者を踏まえた文化政策の合意形成の仮説を提示 

  （１）「９つの要素」……仮説１ 

  （２）『ネオ円卓会議』を元に……仮説２ 

   （２）-ⅰ アーツアドミニストレーションの担い手 

   （２）-ⅱ 広聴について 

  （３）望ましいプロセスの５つの要件……仮説３ 

     

 ３節 自治体の文化政策における住民合意形成の事例 

（１）	神奈川県逗子市の事例 

～『逗子市文化振興条例（仮称）検討委員会』における住民合意形成について～ 

   （１）-ⅰ 経緯と背景 

   （１）-ⅱ 本事例を取り上げた理由「研究者による条例案の評価」 

   （１）-ⅲ 会議の経過 

     （１）-ⅲ-（a）会議プロセスの確認 

     （１）-ⅲ-（b）序盤 

     （１）-ⅲ-（c）中盤 
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     （１）-ⅲ-（ｄ）終盤 

     （１）-ⅲ-（ｅ）最終確認 

   （１）-ⅳ 望ましいプロセスの要件にかなっていたか 

     （１）-ⅳ-（ａ）プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

     （１）-ⅳ-（ｂ）政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の選定について 

     （１）-ⅳ-（ｃ）住民参加のあり方について 

     （１）-ⅳ-（ｄ）合意形成プロセスの広報の実施について 

     （１）-ⅳ-（ｅ）住民意見の広聴の実施について 

   （１）-ⅴ まとめ 

 

  （２）神奈川県小田原市の事例 

     ～『市民ホール整備事業』における住民合意形成について～ 

    （２）-ⅰ 経緯と背景 

    （２）-ⅱ 本事例を取り上げた理由 

    （２）-ⅲ 会議の経過 

      （２）-ⅲ-（ａ）『市民ホール建設準備会』 

      （２）-ⅲ-（ｂ）『市民ホール基本計画検討委員会』 

               専門家と市民委員による会議の併存 

    （２）-ⅳ 望ましいプロセスの要件にかなっていたか 

      （２）-ⅳ-（ａ）プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

      （２）-ⅳ-（ｂ）政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の 

選定について 

      （２）-ⅳ-（ｃ）住民参加のあり方について 

      （２）-ⅳ-（ｄ）合意形成プロセスの広報の実施について 

      （２）-ⅳ-（ｅ）住民意見の広聴の実施について 

    （２）-ⅴ まとめ 

 

第３章 自治体の文化政策における住民合意形成の望ましいプロセスについて 

 1 節 自治体の文化政策における住民合意形成プロセスの効果 

 2 節 ２章１節の仮説を再検討する 

  （１）仮説１「参加者情報の公開が必要」を加える 
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  （２）仮説２「専門家・ステークホルダー会議に足りないものを市民会議で補う」 

  （３）仮説３『５つの要件』について 

  （４）２つの事例から見えるもの～育成型の合意形成プロセス～ 

 小括 

  

終章 藤沢市への提言 

 1 節 藤沢市の文化芸術振興の現状 

 ２節 藤沢市民オペラにみる「市民参加」の政策 

 ３節 ２つの会議の提言 

  （１）『藤沢市文化芸術検討会』の提言 

  （２）『藤沢市文化芸術振興計画等検討委員会』の提言に対する評価 

 ４節 ４つの提言 

  （１）筆者の提言① 『文化芸術振興条例（仮）』の制定 

  （２）筆者の提言② 市民会館の建て替えについて 

  （３）筆者の提言③ 南図書館の建て替えについて 

    （３）-ⅰ 南図書館の建て替え問題 

    （３）-ⅱ 伊万里市に学ぶ市民参加と「全庁的」な取り組み 

    （３）-ⅲ 提言③まとめ 

  （４）筆者の提言④ 『政策研究室』の復活 

 

あとがき 

 

 

 

  



序章 

１節 文化政策とは 

（１）文化の定義 

 『文化』とは何か。文化という言葉に含まれる内容はあまりに広い。国でも『文化芸術基本

法』においては、音楽、美術、演劇等を「芸術」、能楽、歌舞伎等を「伝統芸能」、華道、茶

道、書道、食文化等を「生活文化」、「出版物・レコード」、「文化財」などを「文化芸術」

としているものの、すべてを包含して規定することは困難として、定義規定を置いていない。 

 一方で、自治体の条例においては、定義規定を置いているところも見られる。本稿の第 2 章

で取り上げる逗子市では、『逗子市文化振興条例』の策定にかかわった小林真理の提案によっ

て「文化とは、多様な芸術及び人間の感性を豊かにする知的な活動をいう」と定義されていお

り、筆者もこの定義を援用する。 

 

（２）文化政策の根拠は「文化権」 

 文化政策の根拠について、小林真理は人々の権利としての「文化権」をあげ、「自由権的基本

権」と「社会権的基本権」の両面の「文化権」がある、とする。 

 前者については、文化を「人間の精神活動の総体」ととらえ、日本国憲法の第 13 条『幸福追

求権』、19 条『思想及び良心の自由』、21 条『表現の自由』、23 条『学問の自由』といった精

神的自由権が憲法で保障されている自由権的基本権としての文化権である、とする。 

 もう一つの「社会権的基本権」については、憲法 25 条「生存権＝健康で文化的な最低限度の

生活を営む権利」という国民の権利の保障について、国に努力義務を課している。国際的には、

日本も批准している『国際人権規約』やユネスコの『人権としての文化的権利』声明などによ

り、「政策によって人々の文化的必要を満たす」ことが打ち出されている。こうしたことが、社

会権的基本権としての文化権である。 

 小林は、この二つの基本権は前者を後者が保障するという関係で、「国民が文化的活動を自由

に行い、他人の文化的活動の成果や文化的遺産を享受し継承し、文化性豊かな環境の下で生活

する権利ないし利益1」と二つの基本権を表現し、文化政策の根拠としている。 

 一方で自治体の文化政策の現状について、小林は「文化や芸術は余剰財源（カネ）と余剰時

間（ヒマ）の産物であり、不要不急のものである」という固定観念が作用しているところでは、

経済情勢が厳しくなると「予算削減対象でしかない2」という。 

 自治体の文化政策の場面において、小林は「文化」という概念の多義性（＝なんでも文化に

なる）によって、政策の目標が「浮遊化」しているのではないか、という。まちづくり・むら

                                            
1小林真理『文化権の確立に向けて』勁草書房 2004〔51 頁〕	
2小林真理・片山泰輔監修・編『アーツ・マネジメント概論』水曜社 2009〔92 頁〕 
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おこしというコンセプトのもとに産業経済行政や観光行政と連結した文化行政、オーソライズ

されたプロの芸術家と連携して芸術文化情報の発信に重点を置くケース、社会教育型生涯学習

＝文化行政、など、何を基本とし、何に責務を持っているのか不鮮明な状態になっていないか

点検する必要があると指摘している。 

  

２節 自治体の文化政策における住民合意形成の目標とは 

 上記の小林の議論から、文化政策の根拠と自治体文化政策は住民と「へだたった」ものであ

ってはならない、ことを踏まえ、合意形成の「目標」について述べる。 

（１）	住民自治の視点 

 地方自治は「民主主義の学校＝民主主義の要石」とされ、日本国憲法で地方自治は保障され

ている。その民主主義の精神を体現する地方自治であるが、国民の地方自治・地方政治に対す

る意識が高いとは必ずしも言えない。地方議会は何をやっているのか・何の役に立っているの

かと批判される一方で、地方政治に対する無関心からか、藤沢市では地方選挙の低投票率が常

態化しつつある3。また、自治会や PTA などの地域団体への参加について、住民が消極的になっ

ていると指摘されて久しい。 

 とはいえ、中央集権行政の行き詰まりが明らかな中で、少子超高齢化の進展による行政ニー

ズの高まりと反比例して財源は細っていく。否が応でも住民は単なる自治体行政サービスの受

け手ではなく、主体的な『市民＝Citizen』としてまちづくりに参画することが求められる時代

になってきているのも確かだ。そこで、前述の『市民オペラ』に見るように文化は住民の主体

性を促す手段としても有効であろう。長嶋由紀子は自治体の文化政策について、マタラッソと

ランドリーの「政策策定のプロセスそのものが市民社会をつくる重要な要素であり、なかでも

文化政策は、市民が責任を引き受ける主体となることを促す分野」で、その理由は「ほとんど

の人が文化について自分の意見をもっており、適切な環境や状況があれば意見表明はされやす

い4」という議論を紹介し、文化政策は主体的な市民参加と親和性が高い領域である、とする。 

 そして、このような住民参加の政策については、自治体行政と住民との合意形成が不可欠で

ある。政策の発案に始まり、計画の策定→事業の実施、という政策の各段階において、住民が

合意形成プロセスに参加し、意思決定の主体として「まちづくり」に関わることが求められて

いると考える。ここで合意形成とは、自治体行政とステークホルダーとの合意形成、さらには

地域社会全体との合意形成と位置付ける。政策実施の際に、行政と住民との合意形成について

は、理論の研究および各地での実践があり、知見が蓄積されてきている。そのような理論や事

                                            
3藤沢市における市政選挙の投票率	 2016 年市長選 27.81％、2015 年市議選	38.73％ 
4長嶋由紀子「自治体文化政策策定プロセスにおける文化デモクラシー」小林真理編『文化政策の現在３』東京大学出版

会 2018〔75 頁〕	
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例は都市計画や環境政策の分野によるものが多く見られるが、文化政策においても重要な論点

になると考える。 

 

（２）	団体自治の視点  

 もう一つ、自治体の大きな目標として「魅力ある自立した都市」像が挙げられる。その目標

に達するために、文化政策は有力な手段となり得る。鬼木和浩は文化政策の目的について、 

・	 「国や自治体固有の文化を生みだし、その文化によって国民・市民のアイデンティティを形

成することによる統合・融和ないしは自治意識の浸透」 

・	 「文化権の視点からは、国民・市民の文化権を保障することによって、豊かな文化を誰もが

自ら自由に創造し、享受できる社会を作り出す」 

・	 「近年ではこれらに加え、文化による様々な効用を経済活性化、産業振興、社会的包摂等へ

活用すること」 

をあげている。そして、市場原理に任せていては実現できない部分を担うのが文化行政＝アー

ツアドミニストレーションである5、と述べている。 

 昨今、都市間競争が叫ばれ、自治体は他と差別化するために、自らのまちのアイデンティテ

ィを確立することが求められている。そうした中で、成熟社会に相応しい都市の在り方として、

『創造都市』が脚光を浴びている。創造都市とは「各種の文化活動が都市の経済、社会的機能

の不可欠な要素となっているような複合都市」で、「発祥地のヨーロッパの創造都市論では、社

会包摂の視点が組み込まれた地域再生の文脈で語らえることが多い6」ものとされ、製造業の衰

退による失業問題の解決策として創造都市が脚光を浴びた。日本でも文化庁が『文化芸術創造

都市』事業をおこない自治体の取り組みを後押ししている。 

 文化芸術は地域再生・産業振興・都市計画、そしてイメージ向上などまちづくり全般に有効

だと考えられ、高齢者のみならずあらゆる住民を対象にした「地域包括ケア」が唱えられる昨

今の流れにも創造都市の考え方は合致しており、自治体の文化芸術振興を考える上で重要な概

念になると思われる。 

 

小括 

 自治体の文化政策は、人々の生活から遊離したもの＝「カネとヒマ」があるからやる、では

行き詰まる。文化は人々にとってなくてはならないものであり、自治体の文化政策は、「文化権」

が根拠となる。文化権とは、「国民が文化的活動を自由に行い、他人の文化的活動の成果や文化

的遺産を享受し継承し、文化性豊かな環境の下で生活する権利ないし利益」である。そして、

                                            
5鬼木和浩「アーツアドミニストレーション」小林真理編著『文化政策の現在 1』東京大学出版会 2018〔291 頁〕	
6平竹耕三『自治体文化政策	 まち創生の現場から』学芸出版社 2016〔255 頁〕	
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自治体の文化政策は、自治体アイデンティティの形成と「その根底となる市民文化の活性化を

本来の目標とすべき7」である。 

 よって、自治体の文化政策における合意形成の目標は 

ⅰ自治体住民の求める文化政策→文化権の保障 

ⅱ自治体のまちづくり「手段」としての文化政策→創造都市、自治体アイデンティティの創造 

とする。 

 

  

                                            
7小林・片山前掲注（２）〔94 頁〕 
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第 1章 合意形成理論の先行研究 

1 節 ローレンス・E・サスカインドの理論の概略～コンセンサス・ビルディング～ 

 

はじめに 

 合意形成の理論について、最初にローレンス・E・サスカインドの理論を概観する。サスカイ

ンドは都市計画や環境政策の研究者で、合意形成の実践と理論の成果を『コンセンサス・ビル

ディング入門』という概要書に著している。同書については、訳者あとがきに「本書は、世界

10 カ国以上で翻訳が予定されており、公共政策に関する交渉と合意形成に携わる世界中の実務

家や研究者の多くが本書を手にすることだろう8」とあるように、後述する原科幸彦や倉阪秀史

もサスカインドの理論を引用しており、合意形成論を検討する上で指針の一つに位置づけられ

るものだと考える。 

 同書の原題は“Breaking Robert’s Rules”で、訳すと「ロバートの（議事）規則をやっつけろ」

となるだろうか。『ロバートの議事規則』とはアメリカでよく知られた汎用的な会議ルールで、

公式の会議ではロバートの議事規則に従って会議を進めることが多い。その規則を、サスカイ

ンドは問題視するのである。まず、規則が非常に複雑で、そのことは規則に詳しい者が自らに

とって有利になるよう議論を進行してしまう危険につながる、という。また、会議の進行が硬

直的になり、参加者の一人が創造的な解決策をおもいついたとしても、実質的に会議の場で共

有することを禁止されてしまうことである9。そして何より、同規則にもとづく会議は多数決に

よる決定が前提となっている。これについてサスカインドは「多数決ルールはわれわれの民主

主義の根幹ではないか。アメリカのやり方ではないのか」「その疑問に Yes か No かで答えろ

と言われば、答えは Yes であろう。もし投票で 51％を確保できれば、少なくともその時点では

支配する権利を得られる。しかし、私たちの民主主義は、その生い立ちからして少数派を保護

することも重視してきた。そして、ここ数十年、弁護士や積極主義の立場に立つ裁判官や積極

的なマスメディアの急増などにより、少数派が対抗する方法としてたくさんの選択肢が出てき

た。端的に言えば、不幸な少数派に対して何かを強制することが以前にも増して難しくなって

きている、ということである10」と、多数決によらない意思決定の必要性を説き、集団の意思決

定の手法として『コンセンサス・ビルディング』を提唱している。 

 ここで「コンセンサス」とは、全員一致を追求しつつも「大多数の合意」と定義し、それは

参加者が十分な情報を得た（インフォームド）な状態での合意を意味し、①どのような約束を

得たのか明確に理解して、②どのような約束を相手にしたのかきちんと理解しているような状

                                            
8ローレンス・Ｅ・サスカインド/ジェフリー・L・クルックシャンク『コンセンサス・ビルディング入門』有斐閣 2008	

「訳者あとがき」〔235 頁〕	
9城山英明・松浦正浩「日本語版のための終章」	 サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔197 頁〕	
10サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔16 頁〕 
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態になるよう話合うこと＝『インフォームド・コンセンサス』である11としている。 

 

（１）「６つの原則」 

 次に「理論的土台」として、６つの原則を上げている。 

１．「グループや組織として意思決定する場合、話合いの場にいる人たちは、自分が代弁・代表

している人たちに対する責任関係を明確にしておくことが重要である」 

２．「自分たちに与えられた責任を明確にして、話合う（あるいは話合わない）議題（アジェン

ダ）を決め、それから話合いの進め方を整理したグラウンド・ルールを決めるまでは、具体的

な話合いに入ってはならない」 

 １．は意思決定プロセスの信用性について、２．はプロセスの生産性に関わり、またリーダ

ーの心得として、リーダー自身の関心事に気を取られず全体の利益増進を心がける、というこ

とに関わる。 

３．「グループとして意思決定する前に必ず、共同事実確認（Join Fact Finding）を行う」 

 基本的な情報について意見が対立していると「十分な情報にもとづく」合意にいたることは

まずない、としている。そこで、誰もが信頼できる情報を一元的に収集し、共有する。 

４．「合意しない場合を想定したうえで、合意することによってグループの誰かの置かれた状況

が、合意しない場合よりもさらに悪くなることがないような合意条件にするよう努力する」 

 サスカインドは、「多くの人は、話し合いを始める時点から、投票で議決して過半数の意見が

実現されると想像しがちである。そのような場では“相互利益の最大化”を想定していないので、

理論的には実現可能な“より望ましい結論”にいたることなく妥協してしまう」が、「投票が必要

なことは稀である。本気で大事に思っていることを、そう簡単に妥協する必要はない」として、

メディエーション12など、問題解決への誘導を説く。 

５．「グループに参加している人たちは、おのおの自分が代表している組織のところへ合意文書

の草案を、責任を持って持ち帰る」 

 グループとして意思決定する前に、合意の草案を「世の中へ」持ち出して外部の意見を聞く

ことで、社会的正統性が高まり・懸念やニーズに応答的になり・将来の合意実現の段階で起こ

るかもしれない問題への備えになる、としている。 

６．「決定事項や合意の実現に向けて、“うまくいかない”場合をつねに考えておく」 

 “いつか起こるかもしれない大事件や、実施途中での変更などをつねに予想し“頑強な合意条件

を設計するよう努力する、と説く。その理由として、①予想外の事態は実際よく起こるし②グ

                                            
11サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔25 頁〕	
12交渉当事者でない人が不偏不党な立場から交渉を支援し、相互利益をもたらす合意へと導くこと。サスカインド/クル

ックシャンク前掲注（８）〔26 頁〕	
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ループ解散後に再度集まって合意条件を見直すことはみな嫌がるから13、と述べている。 

 

（２）『コンセンサス・ビルディング』手法 

 このような「理論的土台」に基づき、サスカインドは 

  １．招集 

  ２．役割と責任の分担 

  ３．集団問題解決のファシリテーション 

  ４．合意の達成 

  ５．約束の実行 

という「５つのステップ」で段階的に進行していく方法論を展開している。その中から、理論

の骨格となる、１．の「招集」ステップと、２．「役割と責任の分担」、３．「集団問題解決のフ

ァシリテーション」について説明したいと思う。 

 

（２）-ⅰ 「招集」ステップ 

 「招集」とはコンセンサス・ビルディングのプロセスに参加するステークホルダーを招くこ

とに他ならならず、招集者とは首長など「具体的な行動を起こす権限を持っている人14」である。 

 そして、この招集者になる人に、集団意思決定の方法としてコンセンサス・ビルディングの

手法を使うことを理解してもらうのが、「一番最初の、しかし非常に重要なステップ」と強調し

ている。招集者に興味を持ってもらえたら、「アセスメントを開始する」に移る。 

 ここでは、コンセンサス・ビルディングの際にファシリテーターとなる人がアセスメントを

することが想定される。マトリクスは、景観条例のコンセンサス・ビルディングの際のステー

クホルダーを招集する段階でおこなったアセスメントの例である。「招集」について、サスカイ

ンドは「多様な関係者の『輪』が広がっていくように、段階的におこなわれる15」と説明し、第

1 の「輪」は参加することが自明な人たち、第 2 は第 1 グループに「ほかに、誰に話を聞いた

方がいいでしょうか」と訪ねて得られた人、第 3 は「直接的影響は受けないけれども、課題を

うまく解決するうえで役に立つかもしれない人たち」と分類している。このように参加者を想

定し、各グループの代表者に参加してもらうように働き掛けることになる。その際、参加者に

はプロセスを規定する「グラウンド・ルール」を提案する。これは、会議の頻度、場所、スケ

ジュール案等とともに「参加者の行動（心得）」に関するものと「意思決定のため」のものがあ

る。 

                                            
13サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔27 頁〕	
14サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔172 頁〕	
15サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔56 頁〕 
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 そして、参加候補者の利害関心等が記されたアセスメント結果を文書にして招集者に示し、

コンセンサス・ビルディングをおこなうかどうかを問い、「『実施すべき』であれば話し合いに

招いたほうがよい人々のリスト、作業計画、予算、グラウンド・ルールの案などを招集者に示

す16」といった招集プロセスである。 

 

（２）-ⅱ 参加者役割と責任の分担について 

 コンセンサス・ビルディングのプロセスへの参加者は、前述の①問題解決プロセスを規定す

る「グラウンド・ルール」に同意し、②それぞれが受け持つことのできる責任の分担を定める

ことになる。ファシリテーターは誰か、たたき台の作成は誰が行うか、記録係は誰か。このよ

うなグループにおける責任分担と、個人がどのような立場で・何を代表してプロセスに参加し

ているのか、という役割分担もある。これらを参加者全員が納得する、ということが前提とな

る。 

 

 （２）-ⅲ ファシリテーション 

 コンセンサス・ビルディングの手法の目的は、望ましい状況へと導く「パッケージ案」「提案」

「アイディア」を生み出すことであり、手順としては①発散（懸念の表明）、②利害や大事に思

っていることについて意見を述べ、③アイディア出し、と進む。その際、ファシリテーターの

役割は、対話の進行に注力して対策案を出してグループに検討してもらう、ということもある。 

「何か不満があるのなら、自分が受け入れられない提案から、自分が受け入れられ、グループ

のほかのメンバー全員も受け入れられる提案へと改良する方法を考えなければならない17」。 

                                            
16サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔37 頁〕	
17サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔60 頁〕 

例：景観条例アセスメントのマトリクス 

 主な課題 

商業発展 景 観 不動産の価値 税 収 安心・安全 

主

要

関

係

者 

地元商店（非住民） ✓✓✓✓✓ ✓✓ ✓ ✓ ✓ 

地元商店（住民） ✓✓✓✓✓ ✓✓✓✓ ✓✓✓ ✓✓ ✓ 

住 民（非商店） ✓✓ ✓✓✓✓✓ ✓✓✓✓✓ ✓✓✓ ✓ 

議 員 ✓✓✓ ✓✓✓ ✓✓✓ ✓✓✓✓ ✓✓✓ 

不動産事業者 ✓✓✓ ✓✓✓ ✓✓✓✓✓ ✓ ✓ 

警 察 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓✓✓✓✓ 

※各ステークホルダーの利害関心の強さを✓印で示している  前掲注（８）55頁の表より作成 
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ここで再びマトリクスを見る。景観条例を例にした説明である。  

※例 景観条例に関する市民集会 ・同条例は商店の看板を規制する 

 →検討委員会の委員の大多数が町の弁護士や地元商店主で構成、多くが委員長案に賛成。 

 →しかし、商店街の隣接地区に住む女性が懸念を表明 

女性 ：「（看板設置の許可・不許可を出す）5名の評価委員が、地元の商店関係者で占められて

しまうのではないでしょうか？」 

委員長：「では、あなたの懸念を解消するには、どのように修正すればいいですか」 

女性 ：「委員のうち 1名を建築家かグラフィックデザイナーにしてくれれば、不満も解消され

ます」このように、アイディアと利害を話し合いの場に持ち出し、これらについて討論した後

で「グループ・リーダーやファシリテーターが、その場にいる全員の利害をできる満足させら

れるようなパッケージ案を用意する18」という手順で進められる。 

 

 ファシリテーションについて、サスカインドは、「コンセンサス・ビルディング型の審議事例

には８つの共通点が見られる」として、①批判させずに審議を進める、②「アイディア出し」

と「約束」を分離する、③必要に応じて部会を設置し専門家の意見を聞く、④単一文書手続き

を用いる、⑤必要に応じて課題とグラウンド・ルールを修正する、⑥審議を絶対に終える期限

を定める、⑦人間関係の改善に努める、⑧相互利益を強調する19、をあげている。 

 ①批判させずに審議を進める 

 については、まず「（相手を）聴くことと（自分を）聴いてもらうこと」である。そして、「立

場」と「利害」を区別することだ。「立場」とは「絶対に妥協できないという要求」で、「利害」

とはその信念の背後にある理由のことである。本当に大切なことと、それほどではないことを

明らかにすることにより、相互理解を促進し誰もが得をするような解決策に向かう、とする。

そして、個々人と利害を切り離し、複数の利害を一つにまとめることをめざす。 

 ②「アイディア出し」と「約束」を分離する 

 アイディアは多ければ多いほどよい。原則として「アイディアの中からどれを選ぶか」とい

うことは、できるかぎり先延ばしにして、まずアイディア出しを続ける。アイディア出しは「安

全」なプロセス、と参加者に認識してもらい（自分が必ずしも望まないアイディア、自分を送

り込んだ組織が反対するようなアイディアも）自由に提案できるような環境になるようにファ

シリテーターが導いていく。これは、一般的には「ブレインストーミング」として知られる。 

 ③必要に応じて部会を設置し専門家の意見を聞く 

 専門家については、「鑑定人」と「専門家アドバイザー」がおり、前者は何か特定の主張の根

                                            
18サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔38頁〕 
19サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔95頁〕 
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拠として呼び出され、後者は話し合いの場にいる人たちすべてを支援するために存在する、と

いう違いがある。コンセンサス・ビルディング手法では、後者の専門家アドバイザーが参加す

る部会を設ける、とする。 

 まず、第１ステップとして「共同事実確認の段取りをつける20」ことがあげられる。 

○	 どのような事実情報が必要か 

○	 皆が納得して事実確認を依頼できる人は誰か 

○	 みなが納得できる事実確認の方法はどういうものか 

○	 事実確認をおこなった後でもデータに「幅」や不確実性が残ってしまった場合、どういう

対処をすればよいか 

といった点について、検討する。例として、北大西洋漁業の論争をあげる。環境派は魚類の生

息数が減少していると主張し、漁師は生計を維持したい。ここでベースラインデータ（予測な

どの基本情報）が必要不可欠である。しかし方法や時期について合意したとしても、では誰が

行うのか、環境要因の変化（嵐で水の濁度が変化し、局地的に生態系バランスが崩れるなど）

にどう対応するか、漁師自身によるサンプリングも認めるか。結果は誰が解釈するのか、など

の問題が残る。こういう場合は、異なる複数の解釈をとりまとめることもありうるし、包含的

な解釈にすることもある。 

 ④単一文書手続きを用いる 

 これは、ファシリテーターが、さまざまな意見を１つの文書に集約することで、いわば「叩

き台」である。手順としては、ファシリテーターが個別の支持母体と打ち合わせをして「理想

のパッケージ案」を把握し、まずグループ Aにしめし、つぎにグループ Bにしめして、修正が

あれば修正し、つぎにグループ Cへ、となる。この際、だれが提案したか分からないようにす

ることである。「グループ Aが提案したのなら（Aと関係がよくない）Bが反対する」という事

を避けるためである。この単一文書は、大多数の関係者が望むような形になっているはずだが、

賛成しない人がいる場合、例えば「晴天を想定してプログラムをつくったけれども、大雨が降

ったらどうなるの」といった時の対応として、「条件付き選択肢」を含める方法がある。「もし

○○が起きた場合には、XXをすることに私たちは同意する」としておく。 

 ⑤必要に応じて課題とグラウンド・ルールを修正する 

 当初予想していなかった懸念に対応するために、検討対象が広げたほうがよければそうする。

また、途中参加者が出る可能性もある。その場合、一からやりなすことはないとしても、柔軟

に対応し、途中参加者の考えも盛り込む手法を検討する必要がある。 

 ⑥審議を絶対に終える期限を定める 

                                            
20サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔102 頁〕	
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 これには絶対的な基準はないが、事前に「何をもって完了とするのか」を決めておくと便利

といえる。 

 ⑦人間関係の改善に努める 

 コンセンサス・ビルディングに入る前に、すでに人間関係ができていることが多い。グルー

プ Aと Bに信頼関係ができていれば、ファシリテーターはそれを最大限活用する。この際、グ

ループ Cと Dが「置いてきぼり」にならないよう注意しなくてはならない。また、プロセスが

終わった時点で、例えばグループ Aと Bはこの先何か協力しなければならない、と分かってい

れば、ファシリテーターはそれを見越した運営をおこなう。 

 ⑧相互利益を強調する 

 「コンセンサス・ビルディング手法とは、グループのすべてのメンバーにとってよりよい解

決策を、グループ自身の創造性によって見出そうという取り組みである21」 

 サスカインドは、1992 年の「環境と開発に関するリオデジャネイロ・サミット」を例にあげ、

「参加者自身が、誰もが得をするような機会を設けつつも、自分の利害を追求することに邁進

したから条約が完成した」と、「コンセンサス・ビルディング」の有効性を唱えている。 

 

 この他、サスカインドは「議論が軌道に乗ってきたら、より幅広い支持母体へとコミュニケ

ーションする手段が必要になってくる」と、コンセンサス・ビルディングのプロセス＝会議に

参加していない人への情報提供について触れている。方法としては、まず、会議録を整理し参

加者に配り自らの支持母体に説明できるようにすること、Web サイトの活用などにより「もっ

と幅広い人たちの意見を得る」こと、をあげている。 

 以上、サスカインドの理論を概観した。 

 

 

 

  

                                            
21サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔116 頁〕	
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２節 原科幸彦の理論 

   ～ハイブリッド・モデル～ 

はじめに 

 次に、原科幸彦の理論を概観する。原科は、環境計画・環境政策、環境アセスメント、住民

参加、合意形成理論を専門とし、環境アセスメントでは国際的に活動する研究者である。 

 原科は、最大得票者 1 名だけが選ばれる首長選挙や国政での小選挙区制は多様な意見を反映

するようになっておらず、住民投票にも限界がある、とする。住民投票では、イエス・ノー形

式の判断がもとめられるが、賛否を明確に分けられる問題ではない「分配紛争」の解決は住民

投票では難しい22と述べ、民意を反映する手段として「公共空間」での議論の必要性を唱えてい

る。紛争の規模が大きくなると関係者の数が多くなるので「代表者による話し合い」になるが、

個人間の紛争と異なり、社会的な紛争解決のプロセスには透明性が求められる、という。 

 

（１）代表者の話し合いによる合意形成 

 プロセスの透明化のため、話し合いは公開となり、実質的な議論を行うためには人数は制限

される。会議の人数は少ない方が話し合いはしやすいが、あまり少ないと多様性を欠くことと

なる。そこで原科は「我が国の経験則から 20 名程度であれば、効果的な議論ができることが示

されている23」としている。 

 とはいえ、代表者を選ぶのは容易ではないので、公開の場での話し合いは誰もが議論を聞け、

意見を出すことで参加できる場が必要だという。このような透明な議論の場はハーバーマスの

「公共圏」という概念であるが、原科は環境計画や都市計画等の問題は特定の地域において起

こるのが通常なので「特定の地域空間と密接な概念として『公共空間（public space）』と名づ

け24」て、だれもがアクセスできる議論の場と定義している。 

 そして、そうした場への「参加の保証」が必要であるとし、その保証は制度上のものとは限

らず、首長などの保証でも可能としている。 

 「よい合意形成」については、①合理的で②公正な判断がされた時で、政策のプランニング

においては、将来予測が関わるので科学的な分析の重要性が増すので、合理性（rationality）の

判断には科学的な検証が必要で、客観的・科学的な判断が示されれば、合意形成へと大きく進

む、とする。また、それが正しくなされたものかどうか関係者が納得するには検証の手続が必

要で、そのプロセスの透明性が不可欠と述べている。 

 一方で、科学でわかることには限界がある。それは、予測の前提条件の設定は人によるから

                                            
22原科幸彦編著『市民参加と合意形成』学芸出版社 2005〔14 頁〕	
23原科幸彦「プランニングにおける合意形成」猪原健弘編『合意形成学』勁草書房 2011〔69 頁〕	
24原科・猪原前掲注（23）〔70 頁〕 
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である。予測に必要なデータやパラメーターの設定も人による。物事は科学性だけで判断する

ことは出来ず、科学性の他に景観・歴史文化等の人々の「価値判断」にも依存する。そこで、

当該地域をよく知る地元の利害関係者の参加も重要になる。こうした合意形成の場では、プロ

セスにおいて関係者が皆、公正に扱われたと認識できるような公正性（fairness）、できるだけ

早期に、費用もあまりかからずに解決・結論を出すという効率性（efficiency）、そして後にも

め事が再発しないように紛争解決後の安定性を保つ安定性（stability）の確保が重要である。 

 合意形成の方法について、原科は「場」については、会議ベースと文書ベースを提示する。

会議の場が本来の公共空間での議論で、文書ベースの場は環境アセスメントなどの際に用いら

れる。これは多数の人々への情報提供と参加が可能になるという利点がある。多数に情報を提

供し、多数からの情報のフィードバックができ、自治体でも条例や行動計画策定の際に「パブ

リックコメント」制度として一般化している方法である。 

 会議による議論については、どのように会議の参加者を選定するのかが問われる。原科は政

策段階など意思決定の上流段階ほど問題の抽象度が高く、利害関係者があまり細分化されてい

ないので、代表者を選べる可能性が高いと述べている。 

  

 この際、参加者同士が「共同の問題解決」という考え方で臨む必要がある。そして、参加者

のあり方について①「科学性」と「民主政」の 2 つを満たすように参加者を選定し、②多くて

20 名程度で議論は公開とする。そして、③参加者には「十分な情報公開」という 3条件が必要
25としている。 

 

                                            
25原科・猪原前掲注（23）〔72 頁〕	

プランニングとは 

ポリシープランニング 

PolicyPlanning   

計画の上位、方針を示す政策 

 

プロジェクトプランニング 

ProjectPlanning  

計画のつぎの段階、具体的な個別事業 

 

問題 

政策（policy） 

計画（plan, 

事業（project） 

実行 

戦略的な思考 

具体的な行動 

上流 

下流 原科・猪原前掲注（23）61 頁の図より作成 
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（１）̶ⅰ 『ハイブリッド・モデル」 

 会議ベースの参加ではメンバー構成が非常に重要になる。原科は、代表者を選ぶ場合は主要

なステークホルダーが限られている場合には可能とする。具体的な「事業」よりも上流である

「政策段階」「計画段階」の意思決定段階ではこのような状況がうまれうる、と述べている。 

 そして、適切な代表者が選べる状況ならば、合理的・公正な判断が行えるよう、科学性と民

主性が担保されるような進め方が必要になり、科学性を専門家参加で担保、民主性を多様なス

テークホルダーが参加することで充たす、とする。このような両者混成（Hybrid）の場を形成

するというのが原科理論の特徴である。この場で重要なのは会議の司会者の選択で、ファシリ

テーター（Facilitator）として、中立的な立場で議事を進行する26。 

 

（２） 原科の実践 

（２）-ⅰ 長野県中信地方における廃棄物処理施

設整備計画の事例 

 原科は長野県の廃棄物処理施設整備に際し、自ら

の理論にもとづき合意形成プロセスの総合的な運

営の指揮をとった。以下はその概要である。 

 「長野県では 1993 年に県廃棄物処理事業団が

設立され、松本市の北に隣接する豊科町での立地計

画が進められ、環境アセスメントも行われた。 

 しかし、この間、地域住民には廃棄物受け入れ計

画の妥当性、処分場の必要性、立地選定プロセスの

経緯などの情報はほとんど提供されなかったとい

う。また、処分場立地による環境影響についても、従来型の事業実施の直前に行う環境アセス

結果のみで、肝心の有害物質による影響は考慮されなかった。このような状況に地域住民の一

部は反発し、豊科町内の地区内で施設立地の是非を問う住民投票が行われた。その結果、4地区

のうち 1 地区で反対が多数を占めたため町長は事業に反対し、施設立地は暗礁に乗り上げた。

そこで、2000 年に就任した田中康夫知事は筆者（＝原科）に問題解決を依頼し、基本的な運営

方針をすべて任せることとなった27」 

 このように、県知事のリーダーシップにより、住民合意形成プロセスの設置が決定した。2001

年 5 月に第一回の会議が行われ、以降 2 週～月一回のペースで開かれ、2003 年 3 月まで 33

回の委員会と 10 回の説明会、3回の現地調査、一般廃棄物の組成調査をおこなった。 

                                            
26原科・猪原前掲注（23）〔74 頁〕	
27原科・猪原前掲注（23）〔76 頁〕	

ファシリテーター 
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専門家（E） 
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原科・猪原前掲注（23）61 頁の図より作成 
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 参加者は「ハイブリッド・モデル」である。学識経験者が 7 名で、この学識者が「公募委員

選考会」を構成し、公募委員の選定をおこなった。主婦、環境団体関係者、対象地域の自治体

首長、企業関係者、大学教員、学生など幅広いメンバーが委員となった。 

 委員会の事務局は実績のある民間コンサルタントとし、審議の過程と提供情報は原則公開と

した。会議は CATV で放映、資料・議事録はインターネットで公開し、公募委員を編集委員と

するニュースレターを数ヶ月に一度発行した。 

 並行して、一廃減量指針の検討、産廃の減量目標の検討に地元学識者や公募委員、委員外の

環境団体などで構成されるワーキンググループが活動し、さらに選外となった公募への応募者

の意見表明の機会を設け、その他様々な関係者から意見を聞く機会を設けた。 

 

（２）-ⅱ 政策各段階での合意形成 

 会議に加えて、検討プロセスの主要な項目ごとに報告書を作成、県民に配布するとともに県

website でも公開、広く情報を提供した。文書は４点で、 

①『中間報告』 

一廃および産廃の現状を示し、削減目標を提示した。これは施設規模等に関わる。 

②『中間報告その２』 

上記削減目標の達成のため諸施策の体系を整理した。これは「基本計画段階」の成果物である。 

③『立地ルール報告書』 

 これは、整備「計画」段階のもので、立地判定の評価項目を整理し、施設候補地の絞り込み

手順を示す。これは通常の環境アセスメントの手続きと同様に、この文書の公開とともに、各

地区で説明会を設けた上で地域住民の意見を聴取した。 

 これを踏まえ、公開の検討委員会で立地可能地域の選定をおこなった。会議体→住民→会議

体、という応答の関係となっている。 

④「検討委員会報告書」 

 検討委員会の最終報告である。上記の検討結果に加え、施設整備方針・立地選定のための戦

略的環境アセスメントの進め方を記載、2003 年 3 月に公表した。 

 ③「立地ルール報告書」と④「検討委員会報告書」については、広く県民から意見を求めた。

電子メールや紙媒体の文書によりパブリックコメントを募集し、「立地ルール報告書」では、中

信地区内 5 カ所で住民と意見交換、市町村担当者との意見交換会も開始して会議形式による情

報交流に努めた、という事である。このように、段階に応じて報告書を提出していった。原科

は、合意形成において、政策（policy）、計画（plan）、プログラム（program）と政策段階毎に

分けて合意形成の在り方を論じていることは前述した。 

 最初の「政策段階」については、「検討委員会は、最初から処分場立地の是非について議論す
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るのではなく、まず問題の上流にある廃棄物の発生状況を把握したうえで、施設の必要性を議

論した28」と政策判断の前提となる廃棄物の実態調査を行い、委員の間で現状と問題点を共有し、

当面実現可能性を考慮した代替案を複数あげた後に目標が決定され、削減目標計画を県に提言

し、施設自体の必要性について合意がなされた（2002 年 1 月）。 

 次の「計画段階」については、廃棄物処理施設の体系と推進方策の合意（2002 年 3 月）を

経て、具体的事業と施設の立地の検討について、「立地ルール」により候補地選定プロセスの明

確化、スクリーニングの実施で合意した（2002 年 9 月）。 

 検討委員会は、最後に「プログラム」の合意として、立地の絞り込みをおこなった（2003 年

3 月合意、ただし具体的な候補地の決定・「事業」段階での合意形成まではおこなっていない）。 

 このように、３つの P（policy、plan、program）を段階的で合意を積み重ねていった。 

 

 原科は、この長野県の実践を踏まえ、以下のように述べている。 

 「海外でも、廃棄物処理施設の立地に関しては、少し前までは主として DAD（Decide、

Announce and Defend、）と呼ばれる行政主導の意思決定プロセスが取られてきた。ご存じの

ように、Dad とはお父さんのことである。行政が主体となって基本的な決定や意思決定を行い

（Decide）、その内容は地域住民に伝え（Announce）、さまざまな質問や意見を受けながらも

当初の決めたことを守る（Defend）というスタイルである29」 

 これは住民にとっては「形だけの参加」で、行政が父親のように住民に同意を求める手法で

あった。しかし、最近では「意味のある応答」にするため、政策・計画レベルから民主的なプ

ロセスで進める方向になっており、十分な情報提供が重要、としている。 

 長野県では、当時の田中康夫知事が住民参加の意思決定の重要性について理解を示し、丁寧

な合意形成プロセスが実現した。その知事が退任した後に大きく方向転換し事業化はされなか

ったものの30、合意形成プロセスを経て、合意の結果が尊重されたことにより地域住民と行政の

溝は浅くなった、と総括している。 

 以上が原科論の概略である。 

 
 
 
 

 

                                            
28原科・猪原前掲注（23）〔80 頁〕	
29原科・猪原前掲注（23）〔82 頁〕	
30実際に用地を決定する後継検討会に引き継がれた後に、政治決定で一転し、予定されていた事業は中止された。この

経緯については、土屋雄一郎『環境紛争と合意の社会学』に詳しく説明されている。	
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３節 倉阪秀史の理論 

   ～ネオ円卓会議～ 

はじめに 

 環境経済学（エコロジカル経済学）・環境政策を専門とする倉阪秀史は、合意形成の理論を研

究する理由として、従来の経済学は、対策の費用と対策の便益を比較して、前者が後者を上回

らない点まで対策を講ずるべきだと考え、意思決定を行うために「環境の価値を守るためにあ

なたはどれだけ支払うか」などアンケートで聞いたりして対策の便益を測る。これに対して、 

 「エコロジカル経済学では、市場への参加者は十分な環境情報を保有していないこと、将来

世代に影響する問題について十分に考慮されないことなどから、対策の便益を貨幣価値で測っ

て比較することは困難であるし、適切でもないと考えます。アンケートで環境対策の便益を把

握しようとしても、そもそも十分に環境情報が行き渡っていないし、将来世代にアンケートす

ることもできないのです31」 

 と述べ、従来の経済学は、経済学の範疇で環境問題を処理しようとして対策の費用と便益を

比較する考え方にすがったが、環境保全目標の設定にあたっては、自然科学的な知見を十分に

踏まえた上で社会的に合意形成を行うという作業が欠かない。 

 よって、政策形成・合意形成論がないと理論が完結しないため合意形成の理論も研究対象と

した、という。 

 

（１）合意形成の要件 

（１）-ⅰ マルチ・ステークホルダー・プロセス 

 倉阪は、（住民）参加型合意形成プロセスの役割は「参加者の意識が変わる」ことであり、

内閣府による社会的課題の解決に向けた「マルチ・ステークホルダー・プロセス（MSP）」の定

義を紹介している。このプロセスを実施することにより、ⅰ対話や情報共有等を通じて、参加

主体間に一定の信頼関係が醸成されるとともに、相互にとって最善の解決策を探ろうという姿

勢（win-win attitude）が創出し、ⅱ広範なステークホルダーが参画することによって、対話

の成果である決定や合意等への幅広い正統性が得られる。ⅲ各ステークホルダーが主体的に参

画することにより、それぞれの主体的な取り組みが促される。ⅳ単独の取り組みもしくは二者

間の対話のみでは解決できない、もしくは十分な効果が得られない問題が、三主体以上の関与

によって解決可能になる、ⅴ各ステークホルダーが自己利益のみをめざして行動した場合、結

果として各主体の利益が損なわれるという“囚人のジレンマ”的な状況にある問題が解決可能に

                                            
31倉阪秀史『政策・合意形成入門』勁草書房 2012〔263頁〕 
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なる、という効果がある。 

 そして、こうしたプロセスに参加する関係者は、情報を完全に把握しているわけではなく、

上記のようなプロセスの中で考え方を変える可能性がある。このように「意思決定構造が変わ

る可能性のある関係者を想定してはじめて合意形成プロセスに意味がでてくる32」とする。 

 合意形成に至る道筋としては、まず「関係者の課題設定の視野が揃う」ことをあげている。 

これは、「時間的視野」と「空間的視野」に分けられる。時間的視野とは、「どの程度将来のこ

とまで考えて意思決定を行なうか」である。例えば、エネルギー供給についていえば「今年の

夏をどう乗り切るか」という主体と「100 年以上持続できるエネルギー供給を考える」主体と

は議論がかみ合わないだろう。空間的視野とは、「どの程度の他者のことまで考えて意思決定す

るか」ということで、「震災がれきの処理」でいうと「自分の生活空間のことのみ考える主体」

と「被災地復興を自ら関わって解決すべき社会的課題と認識する主体」のような場合である。

これらの視野が異なっている主体同士が、おなじ視野から話し合う場につくことで、近視眼的

だった主体は視野が広がる、理想論に偏っていた主体は足下の状況を認識することになり「課

題設定のフレームが揃う」ことにより議論がかみ合う。 

 二点目として、「課題解決に関する判断基準が変化する」とする。これは、「どのような状態

であれば課題が解決されたことになるのか」という判断基準は、関係者の各々の価値観によっ

て主観的に決められるが、関係者の価値観は公開されたコミュニケーションの中で変化し、依

拠すべき判断基準が育てられる、とする。 

 三点目として、課題解決に関する情報を共有する、をあげる。意思決定の場で問われている

政策が合理的なものかどうか、を判断する際には基準が必要となる。合理性を評価する 7 つの

軸として 

１課題適合性→関連する社会的課題の内容に関する情報 

２技術的実行性→関連する技術的情報 

３社会的受容可能性→関係者の利害の状況に関する情報 

４制度整合性→関係法規制など制度的情報 

５費用効率性→費用や便益に関する経済的情報 

６反作用の防止→骨抜きにされないかどうか 

７副作用の防止→他の悪影響を生じさせないかどうか 

をあげている。 

 

 

                                            
32倉阪前掲注（31）〔151 頁〕	
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（１）-ⅱ 「望ましいプロセスの要件」 

 このような情報を共有できれば、具体的な政策の内容についての合意形成が進む33と述べてい

る。そして倉阪は、「望ましい合意形成プロセスの要件34」については、ⅰプロセスに誰が参加

すべきなのか、ⅱどのような情報が与えられるべきか、ⅲプロセスの進め方はどうあるべきか

の三点をあげている。 

 一点目の「ステークホルダー」と「偏りのない一般市民」について、ステークホルダーとは、

当該政策によって私的な利害に影響が及ぶ主体である。合意形成プロセスの参加者として、真

っ先にあがる人々である。その人が暮らす地域の物理的環境は、そこで育ち、生活する人間の

アイデンティティの源泉で、そのような地域の実情を合意形成プロセスの場にもたらす。この

他、事業者や研究者なども、当該事業の利害関係者という立場でもあり、当事者として参加で

きるようにする。「偏りのない一般市民」とは、年齢・生別・居住地域などの偏りを排除して無

作為に抽出された市民である。裁判員制度のような考え方で、このような制度は市民の公共的

意識を涵養する。また、利害を離れた良識ある判断を期待する。 

 二点目の「どのような情報が与えられるべきか」については、前述の政策内容の合理性を評

価する 7 つの軸の、１解決すべき社会的課題の内容に関する情報、２関連する技術的情報、３

関係者の利害の状況に関する情報、４関係法規制など制度的情報、５費用や便益に関する経済

的情報、６反作用可能性に関する情報、７副作用の防止、である。 

 これらの情報は、専門家やステークホルダーから提供を受ける必要がある。このため、情報

提供者として誰をプロセスに参画させるかという点においても重要な判断事項と言える。 

 最後の「プロセスの進め方」については、１透明性の確保、２時間と費用の妥当性、３議論

の手続ルールの明確化、４議論の結果の関係者による尊重、をあげている。１は記録と公開、

２はそのままの意、３の留意点として、参加者が自由に意見を表明できるよう確保すること、

４はプロセスを実施する当然の前提である。 

 このように、倉阪は合意形成の「役割・効果」と、望ましい合意形成プロセスについて「参

加者」「情報」「進行」とそれぞれに焦点をあてて論じている。 

 

（２）倉阪の実践 

 倉阪は、自身が委員として参加した千葉県柏市における『柏市環境基本条例』の原案策定の

ために設置された『柏市環境市民会議』と、千葉県浦安市・市川市・船橋市にまたがる東京湾

の江戸川河口域の『三番瀬再生計画』における合意形成プロセスについて振り返っている。 

                                            
33倉阪前掲注（31）〔152 頁〕	
34倉阪前掲注（31）〔155 頁〕 
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（２）-ⅰ 千葉県柏市の事例 

 柏市の市民会議は 2000 年 10 月に設置され、公募市民 10 名、学識経験者 2名、事業者団体

委員 3 名の計 15 名の構成で、倉阪は学識者委員として参加した。第 2 回ではワークショップ

形式の会議が開催されるなど、翌 3月まで 11 回の会議が開催され、条例の原案が完成し市へ提

言した。この柏市の事例について、倉阪は、①参加者（属性のバランス）、②プロセスに与えら

れた情報、③進め方、④議論の結果の尊重、といった「望ましいプロセスの要件」について、

概して良い評価を与えており、中でも市民参加を重視して市が実施したことを評価している。 

 課題については、市民委員が 10 名にとどまったこと、傍聴者も少なく、一般市民の関心を高

められなかった点をあげている35。この対策として、CATV 放映や、それと連動したアンケート

の実施といった広報の充実をあげている。 

 

（２）-ⅱ 千葉県（東京湾）三番瀬の事例 

 三番瀬の事例は、2002 年から約 8年間と長期にわたり検討が進められたものである。まず、

2002 年 1 月に『三番瀬再生計画検討会議（通称：円卓会議）』が設置され、倉阪は委員として

参加した。この円卓会議は、会長の他に 8名の専門家、環境 NGO4 名、漁業関係者 4名、地元

自治会 3名、地元産業界 1名、一般公募 3名が委員として参加し、国、県、地元市がオブザー

バーとして参加した。専門家は、全体会とは別に専門家会議を設け、また 3 つの小委員会が設

置された。この円卓会議は 2004 年 1 月まで 2 年間の間に 21 回の会議が開かれたが、その他

小委員会が開かれ、さらに小委員会のもとにワーキンググループも設けられて、これら全てで

141 回もの会議がひらかれた。この会議では、三番瀬の再生にあたり、海に手を入れるのか入

れないのか等について議論がなされ、具体的な整備についてまとめた計画案が県に提出された。 

 この円卓会議の後継組織として、『再生会議』が 2004 年 12 に月に設立された。県が策定し

た計画案を修正し答申を行うもので、2010 年 12 月までの間に 32 回開催された。並行して専

門家による評価委員会も設置され、また、参加した委員が自主的にワーキンググループをつく

り検討する動きも見られた。 

 三番瀬の２つの会議について、倉阪は、最初に設置された『円卓会議』の評価として、①参

加者について、地権者という重要なステークホルダーが不参加、地元自治体もオブザーバー参

加にとどまり、途中で NGOの一部と漁業者が離れていったとして、主要ステークホルダーの不

参加を指摘している。また、会長・専門家の発言が過半を占めた原因として、議論のルールが

不明確でファシリテーターのような進行役がいなかったので、このような場に不慣れな参加者

                                            
35倉阪前掲注（31）〔175頁〕 
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の発言を促すことができなかったと指摘している。 

 ②プロセスの進め方については、ⅰ透明性、ⅱ時間と費用の妥当性、ⅲ手続きルールの明確

化、ⅳ議論の結果の尊重という視点から評価している。 

 ⅰ透明性では、情報提供の在り方について、委員から要求されてから当局が揃えるという形

をとったため、そのための議論が必要になり時間を取られたこと、ⅱについては、前述の通り

延べ 141 回もの会議が開催され、参加者の負担が大きかった。ⅲについては、会議の目的・委

員の役割・進行方法などの確認が最初になされなかった、ⅳについても不十分としている。 

 プロセスの在り方を最初に設計していなかったのは、当時の堂本知事の「県庁が誘導するの

ではなく、白紙の段階から市民のみなさんがどう考えているのか話してほしい36」 

という考え方で進めた結果ということだが、倉阪は委員の負担が過大になってしまったと批判

的である。当初から必要な情報を委員に提供すること、議事進行のイメージについて、委員任

せにせず最初に提示すること、ファシリテーターを導入すべきだったこと、などを挙げている。

後継組織である再生会議については、倉阪は県の原案の諮問を受けるという従来の審議会型の

組織となり、自主的なワーキンググループなどの活動が見られたものの全体としてルーティン

化し、成果が乏しかったという評価をしている37。 

 このように、三番瀬の再生計画は知事の公約により始まり、途中で知事が交替し会議体の形

も変わるという経過をたどったが、堂本知事時代の 2006 年に策定された『三番瀬再生計画』

にもとづき、「生物多様性の回復」「海と陸の連続性の回復」「環境の持続及び回復力の確保」「漁

場の生産力の回復」「人と自然とのふれあいの確保」という５つの目標による事業が行われ、3

次にわたる改定を経て2016年度をもって終了した。今後は三番瀬に特化した取組みではなく、

漁場改善、下水道整備、条例の制定など各分野の施策として継続していく。また、地元住民や

漁業関係者から意見を聞く場として『三番瀬ミーティング』は継続していくことになっている。 

 

（３）『ネオ円卓会議』を提唱 

 倉阪は、自身が参加した二つの取組みから、柏市では「深い市民参加」は実現したが「広い

市民参加」が課題となり、三番瀬においては、委員の負担が過大となったことを挙げ、両方に

共通する点として、専門家委員の発言のウェイトが大きくなったと指摘38している。 

 そこで、倉阪は「広い市民参加」と「深い市民参加」の両立と、参加型合意形成の意義を発

揮するために、プロセスをあらかじめデザインする必要性を唱え、具体例としてデンマーク発

祥の「コンセンサス会議」、ドイツで行われている「プラーヌンクスツェレ（計画細胞）」、「市

                                            
36倉阪前掲注（31）〔200 頁〕	
37倉阪前掲注（31）〔203 頁〕	
38倉阪前掲注（31）〔205 頁〕 
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民討議会」、「討論型世論調査（デリバレーティブポール）などを説明している。これらは、「利

害関係のない一般市民の集まりを構築し、十分な情報を提供して、議論してもらう」というも

ので「ミニ・パブリックス」と呼ばれる。これらミニ・パブリックスは合意形成をめざすもの

というよりも、無作為抽出で集められた「偏りのない一般市民による検討」を重視したもので、

合意形成・意思決定の「参考」にするものと言える。 

 これを踏まえ、倉阪は、この「偏りのない一般市民による検討」というミニ・パブリックス

の特徴を活かした『ネオ円卓会議』を提唱している39。円卓会議はステークホルダー間の対等な

話合いであるのに対して、『ネオ円卓会議』は、ステークホルダー＝利害関係者に加えて、利害

関係のない一般市民が「社会の構成員として立場」から参加し、こうした一般市民からなる「市

民パネル」をステークホルダーの会議の中に設け、ステークホルダーから市民パネルへの説明・

情報提供を行う。 

 手順としては 

フェイズⅰ……市民パネルが質問項目をとりまとめる 

フェイズⅱ……市民パネルがステークホルダーに質問し、市民パネルだけで議論して問題点を

整理してステークホルダーへ提言をする 

フェイズⅲ……市民パネルの提言を受けてステークホルダー間で議論する 

という経過をたどる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
39倉阪前掲注（31）〔218 頁〕	
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 『ネオ円卓会議』の運営としては、独立・中立的な運営委員会を設け、運営委員会がファシ

リテーターの選出、市民パネルの選出、ステークホルダーの選定を行う。また、運営委員会は、

参加者が課題を理解できるように、ネオ円卓会議のねらい、委員の役割、期待されるスケジュ

ールと成果物のイメージ、基礎的なデータ集などを揃える。関係資料は前もって各委員に送り、

目を通してもらう。この運営委員会にはファシリテーターも参加し、会議録は公開とする40。 

                                            
40倉阪前掲注（31）〔219 頁〕	

１）問題に関わる利害関係者をもれなく人選、

学識経験者は公平にバランス良く人選 

２）報酬を支給 

１）無作為抽出で選定 

２）報酬を支給 

３）特定の主張を行うための応募は避けてもらう 

小グループに分かれて議論 

市民パネル 

情報提供・立場の説明 

質問事項の作成 

質問への回答 

市民パネルの提言の作成 

ステークホルダー 

市民パネルの提言を

受けて合意形成のた

めの討議を行う 

１）会議テーマの決定、２）市民パネルの選出、３）専門家の選出 

４）ファシリテーターの選出、５）会議が公正・円滑に行われているか立ち会い 

６）最終成果物の取扱フォロー 

１）ネオ円卓会議の司会、進行、議論の活発化への支援 

２）運営委員会に参画し、市民、専門家の要望等を伝える 
ファシリテーター 

運営委員会 

『ネオ円卓会議』の構造案 

出典：倉阪前掲注（31）〔219 頁〕より 
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 プロセスの進め方は、 

①	 会議の目的と目標、各委員の役割の認識。 

②	 ステークホルダー・学識委員から市民パネルに対し、情報提供とともに各位の考え方の開陳 

→対立点があれば、明確に示すこと 

③	 市民パネル内の合意形成を図り、提言をとりまとめること 

  →論点が多岐に渡る場合には、メンバーを入れ替えて議論を重ねることもあり 

④	 市民パネルの提言を、ステークホルダー・学識委員に発表する 

→両論併記もあり 

⑤	 市民パネルの提言を受け、ステークホルダー間の合意形成を行う 

である。倉阪は、この手法は「複雑で、広範な論点があり、意見が対立する課題」に適用する

ことが望ましいとしている。留意点として、無作為抽出に実際に参加に応じるのは比較的時間

のある高齢の男性が多い、という抽出バイアスが指摘される。これを避けるために、裁判員制

度のような参加への補償の制度化が必要である、と述べている41。 

 以上が、倉阪秀史の合意形成論の概略である。 

 

小括 

『９つの要素』 

 これまで見てきた三者の理論から、合意形成プロセスについて、９つの要素を抽出してまと

めたのが表１である。なお、この表は、サスカインドの理論を抜粋し、原科と倉阪の理論につ

いてはサスカインドと比較して特徴的な点について記載したもので、必ずしも理論の枠組みの

違いを表したものではない。 

  

                                            
41倉阪前掲注（31）〔220頁〕 
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表１ 三者の合意形成論と９つの要素（筆者作成） 

 ローレンス・E・サスカインド 原科幸彦 倉阪秀史 

①招集者 権限者（首長、実行委員長等） 政策主体の権限者 同左 

②合意形成とは インフォームド・コンセンサス 代表者による公共空間での議論 熟議のプロセス 

③合意形成の目標 望ましい状況への「パッケージ案」

「提案」「アイディア」を生み出す 

賛否を明確に分けられる問題ではな

い「分配紛争」の解決 

社会的課題の解決 

④主な効果 ①会議規則に通じた人が有利になる

ことを防ぐ→ロバート議事規則 

②（可能な限り）全員が満足できる

アイディアを生み出す 

①住民の「形だけの参加」ではなく

「意味のある応答」 

→地域住民と行政との信頼構築 

②合理的な意思決定 

①相互の信頼関係の創出 

②決定の正統性確保 

③参加者の主体性醸成 

④単独、二者間で解決出来ないこと

が三主体以上の関与で解決可能に 

⑤「囚人のジレンマ」の解消 

⑤プロセスの在り方 プロセスの各段階について 

①アセスメント後、参加者を招集 

②各位の役割・責任分担を明確に 

③集団問題解決のファシリテーショ

ン 

④合意の達成 

⑤約束の実行 

よいプロセスの要件について 

①結果を反映することの保証 

→首長のリーダーシップ 

②議論の公開 

③理解を高めるための情報提供 

よいプロセスの要件について 

①透明性の確保 

②時間と費用の妥当性 

③手続きルールの明確化 

④結果の尊重 

⑥参加者 参加が自明な人びとから波及→招集

者とファシリテーターが決めるが多

様性を想定 

ハイブリッド・モデル 

（専門家＝科学性、ステークホルダ

ー＝民主制） 

マルチ・ステークホルダー・プロセ

ス（専門家、ステークホルダー、一

般公募） 

⑦ファシリテーター 

 

必ずしも中立的第三者でなくても

可。委員長等が行うこともある 

中立な会議の進行役 

専門性が要求される 

同左 

⑧合意への道筋 ①たくさんのアイディアと利害を話

し合いの場に持ち出す。 

②アイディアと利害について討論 

③部会を設置、専門家の意見を聞く 

④ファシリテーターが、その場の全

員の利害を満足させられるようなパ

ッケージ案を用意する 

①合理的で（科学性） 

公正な判断（民主性） 

に資する情報を元にする。 

②意思決定の上流段階ほど問題の抽

象度が高く、利害関係者が細分化さ

れていないので、代表者を選びやす

く合意形成が進む 

①課題設定の視野が揃う 

②判断基準が変化する 

③情報を共有する 

ⅰ課題適合性、ⅱ技術的実行性 

ⅲ社会的受容可能性 

ⅳ制度整合性、ⅴ費用効率性 

ⅵ反作用の防止、ⅶ副作用の防止 

⑨会議の広報と広聴 ①会議録を整理し参加者に配り自ら

の支持母体に説明できるようにする 

②Web サイトの活用等 

「もっと幅広い人たちの意見を得

る」 

①会議は CATVで放映 

②資料会議録はインターネット公開 

③公募委員を編集委員とするニュー

スレターを数ヶ月に一度発行 

④最終報告書の他３回の中間報告書 

①CATV 放映など 

②上と連動したアンケートの実施な

ど 
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第２章 自治体の文化政策における住民合意形成とは 

1 節 自治体の文化政策における住民合意形成プロセスの要素 

 

（１）三者の理論の共通点と特徴 

 まず、合意形成については「多数決ではなく話し合いによる意思決定」ということ、多様な

参加者による話し合いで起こる「変化」により解を創造していく、という事は共有されている。

そして、合意形成に至る過程と「情報の公開・共有」「透明性」「ルールの明確化」「会議に参加

しない住民とのコミュニケーションの必要性」というプロセスの在り方の大枠において大きな

違いはないと考える。以下、比較していく。 

 

（１）-ⅰ サスカインド論 

 サスカインドの理論は、普遍的な合意形成手法＝コンセンサス・ビルディングを体系化した

もので、公的な場面に限らず企業などグループ内部での会合も想定している汎用性が高いもの

と言える。 

 まずコンセンサス・ビルディングのプロセスをおこなうか否か、という事から立論されてい

る。プロセスの進行役（ファシリテーター）が、コンセンサス・ビルディング手法の必要性に

ついてアセスメントをおこない、招集者に判断材料を提供する。招集の段階で、ファシリテー

ターが状況を調査し「アセスメント」を作成してステークホルダーの代表者を特定する42プロセ

スである。つまり、ステークホルダー・参加者の選定については招集者とファシリテーターが

ケースバイケースで行い、参加者についてあらかじめ要件はない。 

 

（１）-ⅱ 倉阪論と原科論 

 それに対して、倉阪と原科のどちらも、公式な政策の意思決定をする会議における合意形成

を想定して方法論を展開している。 

 倉阪は①参加者（マルチステークホルダー）、②場で必要な情報（７つの情報）、③進め方に

不可欠な要素（透明性、時間と費用の妥当性、ルールの明確化、結果の尊重）と大別し理論を

展開している。「意思決定構造が変わる可能性のある関係者を想定」することを前提とし、利害

や立場が異なる参加者が、情報の共有によって当該問題に対する理解や、互いの利害関心と立

場に理解を深めていき、判断の基準が決まっていくとする。 

 原科は、プランニングの際の将来予測について科学的分析のウェイトが大きいとして、判断

の基準にまず合理性を重視する。そして、科学の限界を補完するものとして公正性が重要であ

                                            
42 城山英昭・松浦正浩「日本語版のための終章	 日本における公共政策の交渉と合意形成」 
	 サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔202頁〕 
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り、参加者が公正に扱われる必要があるとしている。また、原科論では「政策・計画・事業」

という、公共政策の各段階での合意形成が意識されている。 

「政策・計画段階の合意は総論賛成で、事業段階の合意は各論賛成である。各論賛成にいたる

ためには、まず総論賛成が必要であり、戦略的な意思決定段階からの合意の積み重ねが、安定

した合意形成にいたる道である43」と説明し、「科学性」と「民主性」を満たす「ハイブリッド

モデル」によるプロセスが示されている。 

 倉阪・原科の理論的立場に大きな違いはないと考えられるが、合意形成にいたる道筋で、倉

阪は参加者の視野が揃うことを、原科は合理性=客観的・科学的な分析を原点としている点が特

徴的である。 

 

（１）-ⅲ 倉阪・原科・サスカインドの参加者の特定方法の違い 

 倉阪が参加者としてマルチステークホルダー・プロセス（MSP）を取り上げて専門家もステ

ークホルダーの一員としているのに対し、原科は専門家とステークホルダーの属性を分けてハ

イブリッドモデルを提唱している。両者を比較すると、どちらかと言えば倉阪は「民主」ある

いは参加者の多様性を重視、原科は「科学」性を重視している、と分けられる。 

 一方、サスカインドは専門家が合意形成プロセスの参加者になることは前提にはしていない。

前述の通り、参加者の属性は自明のものではなく、権限者・招集者が参加者を選ぶ方法論であ

る。招集者の手助け役としてファシリテーターを位置付け、参加者の選び方について、権限者・

招集者の意向を重視していると言える。 

  

（１）-ⅳ 進行役・ファシリテーターの位置付け 

 サスカインドが想定する進行役は招集者に依頼され招集者の立場を踏まえるという想定で、

ファシリテーターの位置づけは雇い主たる招集者の片腕ともいえるが、中立な進行は求められ

る。また、サスカインドはファシリテーターの必要性を唱えるものの委員長などがそのまま務

めることは否定しない。これは、倉阪・原科はファシリテーターを置くことを原則とし中立性

を求めていることと異なる。 

 

（２） 参加者の選定方法とファシリテーションが相違点 

 以上、参加者と進行・ファシリテーションについて三者の相違が見られた。 

 参加者については「多様性」、進行・ファシリテーションについては「中立・公平公正」とい

う原則部分では同様だが、サスカインドは企業等の会議を含めた汎用性が高い合意形成プロセ

                                            
43 原科幸彦・小泉秀樹編著『都市・地域の持続可能性アセスメント』学芸出版社 2015〔236頁〕 
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スを、倉阪は環境政策に軸足をおきつつも公共政策一般を念頭においているのに対し、原科は

都市計画や環境アセスメントといった科学性が重視される場面での合意形成プロセスを想定し

ていることによる相違と考えられる。 

 

２節 三者を踏まえた文化政策の合意形成の仮説を提示 

（１）「9つの要素」……仮説１． 

 本稿の主題である文化政策の合意形成においては、利害の調整や多様な価値観を整理するよ

うな合意形成が主になると考えられる。また、文化芸術振興においては、合理性もさることな

がら、住民の感性に訴えることが重要で、首長など発信力のある権限者の文化芸術振興に対す

る考え方や意気込みを合意形成プロセスに反映させることが必要だと考える。 

 そこで、「自治体の文化政策における住民合意形成」に求められるプロセスについて検討する。 

 

①	 招集者  

 自治体の文化政策なので招集者は権限者＝首長等、とする。 

 法的な意思決定権者は「最大級の利害関係者」でもある。条例制定の場合、意思決定権者

は議会（議員）となるが、提案者の市長が実質的な権限者と言える。ただ、議員提案条例も

あり、議員が合意形成プロセスを招集する可能性は有る。 

  

②	 合意形成とは 

 集団による合意形成は、公共政策のみならず社会の様々な場面で行われている。 

 合意形成とは、「多数決ではなく話し合いによる意思決定」で、多様な参加者による話し

合いで起こる「変化」を前提とし、最終的にプロセスの参加者全員が「ほぼ満足」する状態

をめざすことである。 

    

③	 文化政策における合意形成の目標 

 三者で共有するのは参加者の意識の「変化」による新たな解の創造、である。 

 文化政策の根拠については序章で述べたとおり、 

 ⅰ自治体住民の求める文化政策→文化権の保障 

 ⅱ自治体のまちづくりの「手段」としての文化政策→創造都市、都市間競争を意識した自

治体アイデンティティの創造 

で、この二つを兼ね備えた文化政策の実現に向け、多様な参加者の意見を集約し、新たな民

意を創造することをめざしたい。そして、民意にもとづいた政策は、主体的な住民の参加に

よって実施されることが理想である。 
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 以上から、民意の創造と主体的な住民参加を目標とする。 

 

④	 合意形成の効果 

   倉阪は合意形成の効果について、表１の④『主な効果』であげたものの他、 

ⅰ多様な参加者からもたらされる情報により、個々人の知識が増えて当該政策が合理的であ

るか否か判断ができるようになる 

 このⅰを文化政策にあてはめると「文化芸術振興の費用対効果に対して懐疑的な参加者が、

文化芸術振興の役割や外部性を理解する」で、「反対に、文化芸術の担い手・理解者が市の

財政状況等を知り、費用対効果を意識する」と言える。 

 これについては、異なる意見をまとめる過程を通じて、参加者のコミュニケーション能力

（異なる立場・批判的な意見に対して改善策を提示し、一致点を模索する力）が向上するこ

と、また、参加者同士の信頼関係が生まれるという効果も期待される 

ⅱ様々な主体がアイディアを出し合うことで、全く新しい提案が生まれる可能性がある 

ⅲ合意形成プロセスを通じて参加者の自主性・当事者意識が高まり、政策への責任感が増す

とともに「政策（事業や施設）」に対する愛着が生じて、政策の継続への意識が強まる 

ⅳ事業決定前に話合うことで、利害が明らかになり、事前に手を打つことができる 

ⅴ多様な意見を政策に反映することができ、行政の意思決定の民主性が高まる。また、密室

の政策決定ではなくオープンな場で話合うことで透明性が増し、住民の信頼が高まる 

  とまとめている。 

 そして、事業実施の際に合意形成の結果が尊重されているかどうか事後に検証することを

想定しておくと、地域や当事者の実情に沿った検証が行える。後述する逗子市のように、計

画通りになっているか毎年検証することが望ましい。このように、政策の立案Planから実施

Do、検証Check、継続Actionといった政策のPDCAサイクルの各段階において住民合意形

成による意思決定が行われることにより、政策の持続可能性が高まると考える。 

 これらのことは文化政策に限らず市民参加で行われる政策一般に当てはまる効果であろ

う。 

 

⑤	 プロセスのあり方 

 サスカインド論では、まず想定される参加者の考え・立場についてアセスメントを実施し

て「コンセンサス・ビルディング」型のプロセスを導入するか否かを決定する、という手法

である。ここでは、「コンセンサス・ビルディング」型のプロセスを導入することが前提で

あるので、実施の可否を決める意味でのアセスメントは行わない。 
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 倉阪論にある４つの項目については、大枠で三氏共通で、ファシリテーションの重要性も

三氏共通である。会議の参加人数について、原科は「会議は 20 人程度まで」としている。

経験上、ということだが、住民参加による文化政策の実施の際に行われるワークショップ形

式の合意形成は多人数で行うことも想定されるので、参加人数についての数字はひとまず留

保する。 

 これらから、「ファシリテーションにより集団間の問題を解決して合意に導く」ことがプ

ロセス全体のあり方を表し、プロセスに必要な各要素は、ⅰ透明性の確保、ⅱ時間と費用の

妥当性、ⅲ手続きとルールの明確化、ⅳ結果の尊重、とする。 

 これに、文化政策における合意形成の目標の一つである「主体的な住民参加」に資する設

計および運営を加えて、プロセスのあり方とする。 

 

⑥	 参加者  

 合意形成プロセスの要素の中で、最も重要であり各論者の違いが現れるのがプロセス参加

者の選定である。倉阪はプロセスの参加者について、まず想定されるステークホルダーとと

もに「当該分野の専門家・研究者」もステーホルダーとして位置付け、「偏りのない一般市

民」により構成されるマルチ・ステークホルダー・プロセスを提唱している。 

 この「偏りのない一般市民」とは「年齢・生別・居住地域などの偏りを排除して無作為に

抽出された市民」をさす。このような無作為抽出による選抜は市民の公共的意識を涵養する

とともに、こうして選ばれた人に利害を離れた良識ある判断を期待する、と述べている。た

だし、「偏りのない市民」を選ぶには無作為抽出が最適かもしれないし、公共的意識の涵養

も期待できるところであるが、自治体の文化政策の立案といった場面では、裁判員制度のよ

うな参加補償があったとしても義務化することは住民の理解を得るのは難しいと感じる。 

 また、当該分野の専門家・研究者については、例えば、その人の勤務先の大学が立地する

自治体の文化政策を立案する際の合意形成プロセスにおいてはステークホルダーと位置付

けることができるだろうが、当該自治体と直接の関わりがない研究者はステークホルダーと

して招集すべき対象とは思われない。 

 一方、原科の「ハイブリッド・モデル」は、環境アセスメントや広域ごみ処理施設の立地

など広範囲かつ多数の人による多角的な検証に耐えるために科学性が前面に出てくるよう

な場面を想定したものと言える。このような科学性を文化政策にあてはめた場合、例えば、

表現の自由や著作権といった全国民に関わる「権利」が焦点になるような合意形成が想定さ

れる。このような場面では、憲法や個別法、哲学・美学など専門家や研究者による多角的・

多層的な検討が求められ、高度な専門性が要求されると思われるが、自治体の文化政策にお

いてはそれらと同等の水準での検討は要請されないと考える。 
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 そこで、サスカインドの権限者（招集者）が参加者を選ぶ方法論を想定したい。参加者の

選び方は、合意形成の目標に応じてファシリテーターがアセスメントをして選定していく方

法論であった。 

 まず政策の権限者について考えたい。自治体の意思決定は議会が行うが、提案は首長が行

うことが圧倒的に多いので、ここでは首長を「権限者」とし、そうなると首長の意を汲む職

員が参加することになる。具体的には、文化芸術の担当課である。……参加者① 

 この担当課は、合意形成プロセスへの参加とともに事務局を担うことが想定される。ファ

シリテーターを置かない場合は、事務局の会議補佐機能がより重要となるだろう。また、自

治体の総合計画や財政計画を司る部門からの参加者が首長の意を汲む者とも言えるので、企

画部門の担当者も加える。……参加者② 

 続いて、当該自治体の文化政策の顧問など関わりがある専門家が参画することが考えられ

る。文化政策は感性に関わる分野とはいえ、文化芸術の評価や政策立案には専門性が求めら

れるのは他の政策分野と同様であろう。……参加者③ 

 次に、音楽家などの当事者団体が考えられる。……参加者④ 

 このような人々が、合意形成プロセスに欠かせない第一グループと考える。 

 

 以下、その周縁へと波及するようにステークホルダーの特定を行う。例えば、 

ⅰ「我がまちらしい文化とは何か」 

という文化の大枠を考えるような場合は、必ずしも文化政策の専門家の参加を前提にする必

要はないかもしれない。では、具体的な政策立案の場合はどうか。 

ⅱ「市民オペラの演目や招聘するプロフェッショナルの人選」 

このような意思決定には高い専門性が求められるだろう。 

ⅰのような意思決定はステークホルダーや住民中心、ⅱについては専門家とステークホルダ

ー中心で、といった参加者構成が妥当だと思われる。 

ⅲ「文化芸術振興条例の検討」 

 これは、全住民が対象となる政策である。専門的な見地と住民感覚の双方が必要になるだ

ろう。上に上げたⅰ・ⅱグループの混成がⅲのような場に適していると考える。 

 この他、文化芸術振興を都市のブランド力を高める手段としても位置付けるならば、地元

経済団体もステークホルダーとしてプロセスに代表者を出すことになるだろう。 

 このように、ステークホルダーの特定は、どのような政策をめざすのかにより変化してく

るはずである。そのために、権限者・招集者およびファシリテーター・事務局などの進行役

は、合意形成プロセスをおこなう以前に、政策目標を見定め行政として共通認識を持つこと
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が非常に重要だ。「誰のための政策か」「何のための合意形成か」ということを明確にするこ

とで、ステークホルダー・参加者は自ずと収斂されていくと考える。 

 その意味では、招集者とファシリテーターとで参加者・ステークホルダーを選定していく

サスカインド理論の参加者選定方法が自治体の文化政策の合意形成プロセスに即している

と考える。また、サスカインドのいう「貢献できると信じているボランティア」のような人

は、「公募委員」に応募してくるような人を想定するのが現実的だろう。プロセスの民主性

という意味で、また予定調和的にならないためにも公募委員の参加が必要だ。これは、ステ

ークホルダーだけで政策が決められ、一般的な住民からは不透明だと不信感を持たれること

を避けるという意味で、透明性の向上にも資する。それに、そもそも公募に応募するという

ことは、文化政策に関わろうという意欲がある「主体的な」住民であると考えられるので、

文化政策の目標にもかなう。 

 以上のような理由から、公募参加の枠を設けることを住民合意形成プロセスの要件とする

ことで、意思決定の正統性が高まると考える。参加者を選定する際の留意点として、「住民

合意形成＝集団意思決定」という、事の性質に関わる問題をあげたい。集団意思決定44は、

大は国会から、小は趣味のサークルまで様々な場面で行われており、その理由として 

ⅰ民主的な民意を反映した決定を行えること 

ⅱ個人で判断するよりも的確な判断が行えること 

ⅲ個人で考えるよりも創造的なアイディアを思いつきやすくなること 

が上げられる。 

 一方で、「グループシンク」という危険もあると指摘されており、これはベトナム戦争を

泥沼化へ導いた介入拡大への意思決定など歴史上の重要政策の失敗から導かれた概念であ

る。これには「集団極化」が影響している。集団極化は、集団成員の合議による決定が、成

員個々の態度の平均よりも挑戦的で過激化しリスクテークに積極的になる・反対に過度に慎

重になるなど、極端なものになるという現象だ。これを防ぐには、類似した態度を持つ者が

最初から多数派を占めるのを避け、正反対を含む多様な態度を持つ者で合議を行うことが大

切である、と説明されている。 

 以上から、年齢性別の他、経営者・勤労者・学生・リタイア・主婦など、属性が偏らない

ことが望ましい。付け加えると、上記の第 1グループの企画財政部門のような、事業課と異

なる視点から政策を判断する（慎重な）立場の人が参加することにより、会議の結論の信頼

性も高まることも期待される。これらをサスカインド論から「参加が自明な人びとから波及」

を上記にあてはめると 

                                            
44 山口裕幸『最新	 心理学事典』平凡社 2013〔332頁〕 
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第１グループ……市の担当課と企画財政部門、文化芸術政策の顧問等、文化団体等、施設の

立地自治会等→直接の利害関係者 

第 2 グループ 商工会などの各種団体→市の政策決定に際し、一般的に諮問される団体等 

第 3 グループ→公募市民、となる。 

 

⑦	 進行役（ファシリテーター）について 

 上述したような多様な参加者がいる会議体において合意をめざすのに大きな役割を果た

すのがファシリテーターである。サスカインドのファシリテーションのプロセスは、参加者

の意見を出し尽くすことに焦点が置かれている。これは、専門家による解説等の前に参加者

がどう考えているかを先行させる、主体性が高いプロセスと言える。 

 ただし、進行については、自治体の現場では担当課が事務局となって会議全体をサポート

する役割を担うという手法が一般化している。できればファシリテーターは採用するべきだ

が、事業全体の規模・予算次第ではファシリテーターを置かずに、事務局がプロセス進行役

を務めることも想定される。この場合は合意文書作成を始め、プロセス主催者が設置する「会

議の事務局」の果たす役割が大きくなる。そこで、事務局に求められることについて考える。 

 

＊プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

  １）政策の全体像を把握する 

 事務局には、まず政策の全体像を把握していることが求められる。 

 この「全体像」については、例えば藤沢市議会の場合、新規施策を市が提案する際には 

①施策等を必要とする背景、②提案に至るまでの経緯、③市民参加の実施の有無とその内容、

④市の策定する計画や条例との整合性、⑤財源措置、⑥将来にわたる効果及び費用、という

６つの点について説明を求めることになっている。 

  

  ２）権限者の意向把握と行政内部の合意形成に留意する 

 議会の意向は、定例会などの機会に経過を報告し意見を聴取することで知ることができる。 

 首長および幹部職員の意向把握と庁内の合意形成については、藤沢市の場合は『政策会議』

という部長級以上の幹部による定例会議(隔週開催)がある。こうした庁議を通じて、幹部の

意向把握と庁内の合意形成をおこなう。 

 

３）参加者の利害関心を把握する 

 権限者の意向を汲みつつも、参加者の利害関心を把握しプロセスの意思を尊重することが

事務局には求められる。合意形成プロセスの過程で、行政内部の考えとプロセス参加者の意
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見が異なることが出てきた時は、合意形成プロセスの意見を的確に庁議で伝え、プロセスの

結果を尊重するよう説得する役回りも想定される。 

 

⑧	 合意への道筋 

 サスカインドは、合意形成の５つのステップとして 

１．招集、２．役割と責任の分担、３．集団問題解決のファシリテーション、４．合意の達

成、５．約束の実行 

という段階について論じていた。原科、倉坂の理論も、大枠ではこのような進行に相違はな

いと言えるだろう。 

 そして、サスカインドは３．のファシリテーションのステップの進行について、「コンセ

ンサス・ビルディング型の審議事例には８つの共通点が見られる」として、ⅰ批判させずに

審議を進める、ⅱ「アイディア出し」と「約束」を分離する、ⅲ必要に応じて部会を設置し、

専門家の意見を聞く、ⅳ単一文書手続きを用いる、ⅴ必要に応じて、課題とグラウンド・ル

ールを修正する、ⅵ審議を絶対に終える期限を定める、ⅶ人間関係の改善に努める、ⅷ相互

利益を強調する45、をあげていた。この８項目のうち 

ⅰ批判させずに審議を進める 

ⅱ「アイディア出し」と「約束」を分離する 

ⅲ必要に応じて部会を設置し、専門家の意見を聞く 

ⅳ単一文書手続きを用いる 

が核心的なプロセスである。 

 ⅰは文字通りである。ⅱは「ブレインストーミング」として知られ、実現可能性や影響な

どの結果を気にせず自由に話すことでアイディアを出していく手法である。ⅲ専門家の意見

聴取の方法については、資料およびその説明のほかに、講演・講義、ワークショップ、現地

視察が考えられる。ⅳ合意形成文書・成果物の「原案」あるいは「叩き台」となるもので、

ファシリテーターあるいは事務局が作成するケースが考えられる。 

 後述する逗子市での事例から、プロセスの進行度合いに応じて大まかに分けると、 

当初 ルール、スケジュールの確認、会議議長・委員長等の決定 

序盤 参加者各位の利害関心、アイディアを出す（ブレインストーミング的な議論） 

中盤 市民意見の広聴 

終盤 事務局による原案提示→修正 

といった進行と言える。専門家の意見については、逗子市では、小林真理ほか専門家が委員

                                            
45サスカインド/クルックシャンク前掲注（８）〔95 頁〕	
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として参加しており、他の委員は随時専門的な意見を聞くことができる状態であった。 

 招集ステップを除くと、概ねサスカインドの５つのステップと重なっており、文化政策に

おいても同様の進行を想定して差し支えないと考える。 

 

⑨	 会議の広報と広聴 

 これについては、三者とも、合意形成プロセスに参加しない人々の意見聴取や意見表明に

ついて意識されており、原科は「公共空間」という概念を提案していて、文化政策に限らず

政策全般に当てはまることである。三者の合意形成の理論では、政策の説明責任や合意結果

の説明責任、合意形成プロセスの公開による透明性確保、あるいは原科の「参加の保証」、

すなわち意見を言いたい人の機会の保証という点に焦点があったと思われる。これは文化政

策だからといって違いはないが、文化政策の中で中心的な分野である芸術文化振興について

は、ごみ処理などと異なり必需的ではなく、自治体にとって優先度が高いと言えない面があ

るのは否めない。政策の実行にあたっては、住民の理解を得るための工夫が必要になると考

える。 

 芸術文化振興においては、「アーツマネジメント」という概念が提唱されている。伊藤裕

夫によれば、アーツマネジメントは「芸術の公共性」を前提にしたもので、芸術の社会性の

獲得の経営戦略と位置づけられている46。芸術は営利を目的としたものではなく社会的に有

為なものだが、収益基盤が脆弱で支援が必要であり、そのために芸術文化の意義について社

会の理解を得るために芸術文化の有効性と効率性を拡大する仕事がアーツマネジメント、と

される。芸術文化振興では、美術館・博物館・劇場音楽堂など、建設や維持管理、運営に巨

費を要するものがある。それらに対する納税者や住民の理解、つまり施設を利用しない人も

含めていた社会的理解を求める取り組みが必要であると考える。そこで、文化政策について、

合意形成プロセスを通して「住民の間で気運を高める」取り組みを行うこととしたい。すな

わち、「文化政策における合意形成プロセス自体を広報する」ことである。そこで、以下の

点を文化政策の合意形成の特徴として、位置付けることとする。 

 

⑨-１ 広報について  

 いずれにせよ、自治体の文化政策における合意形成プロセスに参加できるのは、全体から

見るとごく限られた住民に過ぎない。広く住民に理解を得るために、政策過程を広報し、住

民の間で文化政策に対する気運を高めていくことが必要である。マスコミへの情報提供のほ

か、自治体の広報紙の活用や、ニュースレターの発行などがある。 

                                            
46伊藤裕夫「アーツ・マネジメントを学ぶこととは」	 小林・片山前掲注（２）〔15頁〕 
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⑨-２ 広聴について 

 また、意見交換会やシンポジウムを行い、ステークホルダー以外の住民の生の声を聞くこ

とで、プロセス参加者が見落としている事柄が政策に反映されることが期待できる。このこ

とはプロセス参加者の代表性においても限界があり、意見交換会などによって多くの住民に

声をあげる機会を保証し、限られた代表性を補完する機能もあるので活用するべきである。 

 パブリックコメントの実施も一般化してきているが、実施されている事が知れ渡っておわ

らず形骸化していると指摘されている。そこで、インターネット中継やシンポジウムや広報

紙などと連携したパブリックコメントを実施することとする。また、広報紙や市Web サイ

ト、マスコミへの情報提供をはじめパブリックコメントの実施自体を十分に周知することが

必要だと考える。 

 

 以上、自治体の文化政策における合意形成のプロセスについて、文化政策の目標を踏まえた

「（仮）文化政策における住民合意形成プロセス」について９つの要素を表にまとめた。 

  

 これは、基本的にサスカインドのコンセンサス・ビルディングを原型とした単一の会議体を

設置したプロセスの場合である。これを仮説１とする。 

 これまでの考察では、「参加者」の選定と「広報・広聴」が文化政策の合意形成プロセスの要

件ということができる。前述したように、「③合意形成の目標」は「住民自治と団体自治に資す

る文化政策についての『民意』を創造するとともに、主体的な住民による政策参加をめざす」

であった。そのためには、どのような参加者選定が文化政策における合意形成プロセスに資す

るか、そして、会議体に参加しない住民に対してどのように文化政策の意義を伝え、また合意

形成プロセスの意義を伝えるのか、ということが、目的のための「手段」として基本的な部分

であると考える。プロセスを十分広報すること自体が、合意形成プロセスの透明性向上に資す

ることになるし、広報の結果、関心を持つ人が増え、そのことで広聴が充実するという好循環

が生ずることが期待できる。 

 そこで、上記の 9 つの要素のうち、文化政策の合意形成に資する「⑥参加者」と、住民の間

で文化政策の気運を高め理解を得ることにつながる「⑨広報・広聴」について重点を置き、検

討することとする。 
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表２-１ 文化政策における合意形成プロセスの要素（筆者作成）  

 文化政策における住民合意形成プロセス 

①招集者 首長などの権限者 

②合意形成とは 参加者の全員が「ほぼ満足」する結果 

③合意形成の目標 住民自治と団体自治に資する文化政策についての「民意」を創造すること 

④主な効果 ⅰ当事者や専門家により多くの情報がもたらされ、参加者の判断力が向上し、政策決定の合理性が増す 

ⅱ多様な参加者により多様なアイディアが出されて、新たな価値が創造される 

ⅲ参加者の主体性が醸成される 

ⅳ決定前に利害関係者の懸念が明らかになることで、事後の紛争の予防につながる 

ⅴ政策立案・形成の過程に市民が加わることで、民主性と透明性が増し、政策への信頼が高まる 

⑤プロセスのあり方 主体的な住民参加につながるように、ファシリテーションにより集団間の問題を解決して合意に導く 

ⅰ透明性の確保、ⅱ時間と費用の妥当性、ⅲ手続きとルールの明確化、ⅳ結果の尊重 

⑥参加者 

 

参加が自明な人びとから波及  

第１→文化政策の担当・顧問、行政の中枢部門、直接の利害関係者（行政、文化芸術関係団体、当該地

域の町内会等） 

第２→通常諮問される団体等（商工会議所、地域団体等） 

第 3→公募 ※年齢性別、属性、などのバランスを考慮。できれば懐疑的な人も加わってもらう 

⑦進行役 合意形成の専門スキルを持つファシリテーターをおくのが望ましい。会議の規模・予算で判断すること。

必ずしも第三者でなくても可。委員長等が行うこともあり 

⑧合意への道筋 

 

 

 

 

まず、何についての合意形成で、何を・どこまで決めるのか、参加者全員で共有することが前提 

 当初 会議のルール、スケジュールの確認、会議議長・委員長等の決定 

 序盤 参加者各位の利害関心、アイディアを出す（ブレインストーミング的な議論） 

 中盤 市民意見の広聴→確認、修正 

 終盤 事務局による原案提示→確認、修正→合意 

⑨会議の広報と広聴 ・	 会議の実施を住民に広報することにより、当該政策の実施への気運を高める 

・	 会議に参加しない・できない住民の声を取り入れる機会を設ける 
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（２） 『ネオ円卓会議』を元に……仮説２ 

（２）-ⅰ アーツアドミニストレーションの担い手 

 序章であげた、「アーツアドミニストレーション」の担い手については、まず、第一に自治体

職員があげられ、次に文化協会・文化分野別協会といった住民による組織、そして財団等の自

治体の外郭団体が挙げられている。  

 なかでも、財団等の自治体の外郭団体については、「外部期間として「民の力」が期待され、

効率性や柔軟性、機動力等に加え、文化に関する専門家集団としての役割がある47」として、鬼

木和浩は財団に期待される専門性として以下の四点をあげている。 

①	 芸術創造に関するプロフェッショナルなスタッフ育成 

②	 芸術創造団体やアーティストとの信頼関係 

③	 長期的な準備を擁する企画立案 

④	 文化芸術の力を最大限に伸ばす 

 こうした財団等は、アーツアドミニストレーションの中核を担う存在と位置付けられている。

自治体は、文化芸術の分野に限らず各政策領域で外郭団体を設立しているので、文化政策に固

有とは言えないものの特徴と言える。そこで、文化政策の住民合意形成プロセスにおいて、当

事者＝ステークホルダーとしての参加が考えられるし、あるいは事務局を担うことも考えられ

る。この他、文化芸術分野の NPOなどが「アーツアドミニストレーション」の担い手として位

置付けられるだろう。 

 

（２）-ⅱ 広聴について  

 これまで、単一の会議体による合意形成プロセスについて検討してきたが、原科の実践例や

倉坂の実践と、それを踏まえて提案された『ネオ円卓会議』では、複数の会議が併存して実施

されるプロセスである。原科は、公開の場での話し合いは誰もが議論を聞け、意見を出すこと

で参加できる場が必要だとして、「公共空間」という誰もがアクセスできる議論の場、という概

念を示していた。また、自ら携わった長野県での廃棄物処理施設でのプロセスで、「立地ルール

報告書」をまとめた手順を説明している。施設候補地の絞り込みの際、この文書の公開と同時

に各地区で説明会を設けた上で地域住民の意見を聴取→住民意見を踏まえて公開の検討委員会

で立地可能地域の選定、というものだった。「会議体→住民→会議体」と「応答の関係」となっ

ている、ことは前述した。 

 一方、倉坂は「ネオ円卓会議」を提唱した。「広い市民参加」と「深い市民参加」の両立と、

参加型合意形成の意義を発揮することをめざしたものである。プロセスの進め方は、 

                                            
47鬼木・小林前掲注（７）〔291 頁〕	
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①	 会議の目的と目標、各委員の役割の認識 

②	 ステークホルダー・学識委員から市民パネルに対し、情報提供とともに各位の考え方の開陳 

③	 市民パネル内の合意形成を図り、提言をとりまとめること 

④	 市民パネルの提言を、ステークホルダー・学識委員に発表する 

⑤	 市民パネルの提言を受け、ステークホルダー間の合意形成を行う 

となる。ステークホルダー・専門家→市民→ステークホルダー・専門家、という原科と同様に

応答性があるプロセスである。 

 倉阪は、この手法は「複雑で、広範な論点があり、意見が対立する課題」に適用することが

望ましいとしており、原科が携わった広域廃棄物処理や倉阪が関わった三番瀬のような広域の

環境保護計画などを想定していると考えられるが、文化政策においても、倉阪論の「深い市民

参加」と「広い市民参加」の両立をめざすという観点から、『ネオ円卓会議』のような応答的プ

ロセスが求められる可能性はあるだろう。 

 先に、筆者は無作為抽出や裁判員制度のような補償制度を自治体の文化政策の場面で想定す

ることは難しいのではないか、と述べたが、無作為抽出を公募市民に置き換えたとしても応答

性があるプロセスという意味ではネオ円卓会議の骨格は維持できると考える。 

 また、『ネオ円卓会議』の運営は独立・中立的な運営委員会を設ける、ということであった。

理想的にはそうなるだろうが、自治体の文化政策の場面では官民問わずファシリテーションの

経験が不足していることが考えられるので、外部のコンサルタント等に委託することが想定さ

れる。そこで、行政とファシリテーターが中心となった事務局を想定したい。参加者への報酬

については、「市民パネル」は公募＝意欲的な住民の参加を想定するため、報酬というよりも実

費換算の日当的なものがふさわしいのではないか。ステークホルダーも同様で、招集された専

門家に対しては報酬が支払われると考える。これらは「無作為抽出」や「参加の補償」ではな

いためケースバイケースとする。その他は倉阪論を踏襲し『自治体の文化政策におけるネオ円

卓会議』のプロセスの仮説２を提示する。以下はその図である。 
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（３） 望ましいプロセスの５つの要件……仮説３ 

 これまでの検討から「自治体の文化政策における住民合意形成」とは、「ⅰ自治体行政と専門

家・ステークホルダー間の合意形成」と、「ⅱ専門家・ステークホルダーと（一般的な）住民と

の合意形成」という二つの構図があるということが分かってきた。 

 「ⅰ」が中心になるような政策過程においては、会議を中心に部分的に広聴をおこない、「ⅱ」

を重視するような場合には、「ネオ円卓会議」のようにステークホルダー・専門家会議と別に「市

民パネル」のような会議体が設置すると、より合意形成の目的に近づけることができるのでは

ないか。これらを踏まえ、９つの要素の「④期待される５つの効果」が生じるような、自治体

の文化政策における住民合意形成の望ましいプロセスの要件をあげる。 

 

・ 問題に関わる利害関係者をもれなく人選、

学識経験者は公平にバランス良く人選 

・ 報酬はケースバイケース 

・ 公募 

・ 報酬はケースバイケース 

・ 特定の主張を行うための応募は避けてもらう 

小グループに分かれて議論 

市民パネル 

情報提供・立場の説明 

質問事項の作成 

質問への回答 

市民パネルの提言の作成 

ステークホルダー 

市民パネルの提言を

受けて合意形成のた

めの討議を行う 

１）プロセスの設計、２）会議テーマの決定、３）市民パネルの選出、４）専門家の選出、

５）ファシリテーターの選出、６）会議が公正・円滑に行われているか立ち会い 

７）最終成果物の取扱フォロー 

１）プロセスの設計（支援） 

２）ネオ円卓会議の司会、進行、議論の活発化への支援 

３）事務局に参画し、市民、専門家の要望等を伝える 

ファシリテーター 

事務局 

行政を中心に構成 

図１ 『文化政策におけるネオ円卓会議』の仮説 

出典：倉阪案を一部修正、下線部が変更箇所 
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１．プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

 １）政策の全体像を把握する 

 ２）権限者の意向把握と行政内部の合意形成に留意する 

 ３）参加者の利害関心を把握する 

といった事が、行政側に求められると考える。 

 

２．政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の選定について 

 参加者については所与の要件があるというよりも、合意形成の前提の政策目標次第で参加者

の構成は決まると考える。ただし、自治体の文化政策における住民合意形成プロセスにおいて

は、上記の「アーツアドミニストレーション」の担い手となる、「行政」「文化芸術の住民組織」

「外郭団体」の参加は前提とし、行政については、文化担当課と企画財政部門が加わっている

こととする。 

 

３．住民参加のあり方について 

 一般論として、自治体の住民構成を反映した幅広い層が参加することが望ましい。そして、

参考意見を述べるにとどまらず、政策の意思決定への参加により住民の主体性が醸成され、事

業の実施の段階でも主体的に参加するようになる事を想定して、プロセスが設計・運営されて

いることが望ましいと考える。 

 

４．合意形成プロセスの広報の実施のあり方について 

 文化振興について、住民の気運を高め、住民の理解を深めるために合意形成プロセスを実施

していることについて広報すること。 

 

５．住民意見の広聴の実施のあり方について 

 プロセスに参加できない人の意見を聞く機会を設けることで、プロセス参加者の見落としを

補完するとともに、意見表明の機会の確保によって民主的かつ透明なプロセスになると考える。

そのような広聴の機会をつくること。 

 

 この５点が、目標に近づく「手段」と考える。そこで次章において、この５点に焦点をあて

て事例にあげた合意形成プロセスについて検討する。また、表「⑤プロセスのあり方」にある

ⅰ透明性の確保、ⅱ時間と費用の妥当性、ⅲ手続きとルールの明確化、ⅳ結果の尊重、という

視点から概観することとする。  
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３節 自治体文化政策における住民合意形成の事例 

（１）神奈川県逗子市の事例 

   ～『逗子市文化振興条例（仮称）検討委員会』における住民合意形成について～ 

 

（１）-ⅰ 経緯と背景 

 2005 年 11 月 15 日、第 1回目の文化振興条例（仮称）検討委員会が開催された。開催に際

し教育長は挨拶で、 

① 文化振興条例は第 2次逗子市経営戦略ブック、逗子市文化・教育ゾーン管理運営検討協議会

においても早急な制定、施行が求められている。 

② 全国的には 2001 年 12 月に文化芸術振興基本法が制定、それぞれの自治体で積極的な取り

組みを期待されている 

③ 今年（2005 年）6月、逗子市文化プラザホールが開館し多くの市民が活用している。ハー

ドとしての文化活動の拠点が整備されてきた 

事をあげ、今後は、ソフトとしての文化活動自体の活性化をめざす。それには条例に拠るとこ

ろが大きいと考える、といった趣旨の事を述べている。そして 12 回にわたり会議が開催され、

2006 年 12 月に条例案の報告書を市長に提出し、2007 年 2～３月にパブリックコメントを実

施した。この間、2006 年 12 月に市長が交替したこと、機構改革等により 2年余り空白があき、

2009 年 10 月に逗子市文化振興条例が成立した。 

 

（１）-ⅱ 本事例を取り上げた理由 「研究者による条例案の評価」 

 吉田隆之は、文化政策に関する条例制定の過程はどのようなものか研究し、専門家の果たす

役割の重要性について論じている。そして、吉田は文化法の基本原則について、小林真理の議

論を引き 

①	 文化・芸術の自由の原則 

②	 地域主義・地方分権の原則 

③	 文化的多様性・民主主義の原則 

④	 参加の原則 

を挙げ、文化条例を制定する意味として、国法に欠けているものを補うこととし、以下の 4 つ

の独自性を示した48。 

ⅰ定義規定を置くこと、もしくは、対象領域の明示があること 

ⅱ文化法の基本原則の明示があること 

                                            
48吉田勝光・吉田隆之『文化条例政策とスポーツ条例政策』成文堂 2017〔48 頁〕	
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 ⅱ-１文化権について社会権的性格への配慮 

 ⅱ-２行政の文化内容への不介入、又は不干渉の規定 

ⅲ推進体制について、財政的措置の努力義務・審議会の設置に止まらない工夫があること 

ⅳ産業政策を始めとした他分野への活用、もしくは、都市政策の視点を、前文・条項で明確に

有すること（総合行政） 

の４つを挙げ、このすべてを満たす文化条例は見つけられなかったが、静岡県（2006 年）、小

金井市（2006 年）、奈良市（2006 年）、逗子市（2009 年）、さいたま市（2011 年）の５つの

文化条例が三つの独自性を有していたと評価している。 

 そこで、本稿の目的は「藤沢市への提言」でもあるので県は除くこととし、この４つの市の

中で先にあげた文化法の４つの原則を提唱した小林真理が条例案の検討委員となった逗子市の

例をとりあげる。吉田は会議の進行にそって分析しており、筆者もそれにならいつつ、合意形

成に重点を置いて見ていく。 

 

（1）-ⅲ 会議の経過 

（１）-ⅲ-（a）会議プロセスの確認 

 第 1 回会議は顔合わせと正副委員長の選任と会議のスケジュールの確認、話し合う内容およ

び範囲について、確認した。参加者は、小林真理のほか専門家として間瀬勝一、市民委員と行

政側担当者である。 

 

（１）-ⅲ-（b）序盤 

 第 2・３回はフリートーキング形式で「文化とは何か」「逗子の文化とは何か」「条例の役割は

何か」について意見を出し合う。ここまでが「序盤」といえる。会議の参加者が、共通の認識

に立つためのプロセスである。第 4 回は、主に条例の理念について話合われた。3 回の会議を

踏まえ、条例の「柱立て」が示された。目的と基本理念を 5本の柱とし、基本方針が 15、その

他５、計 20 に分類された。この時、柱にスポーツや青少年育成が入っていたが削られ、「文化」

とは何か絞られていた。条例の名称についても、「誰が」文化を「振興する」のか、分かるよう

なタイトルにしたい、と市側委員から意見が出される。 

 そして、委員から「市民は条例に関心がない。また、在住のプロもいるだろうから、ここだ

けで議論していいのか」との意見がでる。他の委員から「公益は市民では難しい。私益になる

のではないか」、副委員長は「公募市民では難しいのではないか。協会に任せてくれたら文化祭

はできる」という意見がでる。また、副委員長から「学校をいれると、もっと（学校の先生等）

意見を聞かなければならない」という発言があり、それに対して「学校は難しい」「学校教育は

閉鎖的」などの意見が出ていた。 



 44 

 また、この回から、シンポジウムの話が出てきた。小林は「この場（会議）にいても、市民

の代表という責任は持てない気がする。いろいろな人の意見を聞いてみたい」と述べている。

そして、ワークショップ形式の討論を行うことを提案した。小林は「行政にどんなことを求め

るか、どう困っているかなどをざっくばらんに話してもらう。今まで議論してきたことの確認、

あるいは新しい意見が得られるはず。従来の形のシンポジウムだと意見を言うひとはごくごく

限られてしまう」と述べ、当日は小林門下の大学院生も手伝うこととなった。 

 

（１）-ⅲ-（ｃ）中盤 

 第 5 回から 7回までは、シンポジウムの構成について話合われた。 

副委員長から、「文化協会主体と思われたくない。なぜこういうメンバーなのかと言われそう」 

「文化協会としてどうしても条例が欲しいという気持ちはない。文化協会は保守が中心、文化

協会が文化を発信しようとしているととられると困る」と、困惑気味の発言があった。 

 大学院生からは、地元 TV局・地元紙への働きかけや、ホームページを作って自由に意見を書

いてもらう、シンポジウムの結果をホームページ上で公表すること、当日の雰囲気づくり、コ

ーヒーやお菓子を用意してリラックスした雰囲気になるように、といった提案があった。 

 そして、シンポジウムについて 

①	 チラシ、ポスター 

②	 当日レジュメ案、当日の流れ 

③	 ワークショップにおけるちいさなアイディア集 

④	 検討委員会の会議の経過 

⑤	 検討委員会の会議に出された意見 

⑥	 逗子市の抱えている課題と特徴（第 1回会議に配布したものと同じ） 

⑦	 文化関連事業予算 

⑧	 逗子市文化振興条例の柱立て案（第 5回会議の資料に前文案をつけたもの） 

などが決められ、当日話合う内容として「文化とは」「市民の役割」「行政の役割」「逗子の文化

とは」「支援・助成のイメージ（施設含む）」の５つ、と決まった。 

 この他、参加資格は市内在住者に限らず、周知方法については、市広報、ダイレクトメール、

チラシ、fax、FM、プレスリリースなど、お茶の用意。（市職員も）ノーネクタイ 

傍聴だけの人は NG、議員が来ても一般参加者と同様に扱う、なども決まった。リラックスした

雰囲気で自由に話し合う、という点が意識された。 

 なお、『逗子の文化フォーラム』（６月１８日実施）については、後述する。 

 第 8 回会議では、フォーラムの振り返りをおこなった。 

①	 グループ討議でいただいたご意見（ポストイットに書いたものをまとめたもの） 
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②	 フォーラムに出席できなかった人の意見 

③	 これまでの話合いとワークショップの結果のまとめ 

 このシンポジウムの開催については、参加した委員にとって「市民からの意見は想定の範囲

内だった」との事である。これは裏返せば「委員会がこれまで議論してきた方向性は正しかっ

た」ということでもあり、委員会としてこれまでの議論に自信を深めることとなった。 

 フォーラムの評価は行政側委員も含めて委員からは好評で、素案提出の際にももう一度開催

してもよいのではないか、という意見が複数出ていた（結果的に、この一回のみであった）。 

 また小林は「この条例は市長が作ろうということではじまったのかどうか」と再度たずねた。

この条例に GO サインを出した市長が次期市長選に不出馬と伝えられたことを受けての確認で

あった。これについては、間瀬から、文化プラザを整備した際の「文化教育ゾーン管理運営検

討委員会」の報告書の中で条例の必要性を言っているので、それに基づいているとの説明があ

り、市の理事からは「プラザを作るときに市民が望んだことを、市長が認めた。条例は市長が

作りたいから作るのではない。市民の要望で、継続性の担保のため」との説明があり、この件

は「市民が望んだ」ことで決着した。小林は「市民参加はワークショップで形はとってきてい

る」と判断し、理念や宣言的なものだけの条例では機能せず「仕組み」が必要と述べ、大学院

生が「ずし文化機関」を提案する。これについては、小林は既に逗子市で取り組まれていた「フ

ィルムコミッション」の文化版を考えている、と説明している。 

 

（１）-ⅲ-（ｄ）終盤 

 第 9 回では、条例要綱案（小林案）が提出された。要綱案の中身について、理事から「文化

への不介入、不干渉は何を想定しているのか。（議会で問われた時に）事務方が質問に答えられ

ないという状況はやめてほしい」と注文がついた。 

 第 10 回で、事務局案が提出された。 

 事務局の部長から、「法令審査で直しが入ることを諒解していただき、事務局でチェック、再

度出す、という事でいいか」と確認される。また、前回会議で問題となった「文化への不介入、

不干渉については、間瀬から「不介入・不干渉は必要。『聞けわだつみの声』の朗読会がブレー

キをかけられつぶされた例がある。こわさを感じる」との意見が出て、それに対して事務局か

ら「（カルトなどが心配されるので）不介入、不干渉はあまり強い言葉でないほうがいい」と抵

抗感が示されるが、間瀬は「言論の自由、表現の自由は守りたい」と譲らず、条文に盛り込ま

れることとなった。 

 

（１）-ⅲ-（e）最終確認 

 第 11 回で、事務局作成の条例案と中間報告書案が出され、2006 年 12 月 11 日に第 12 回
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（最終回）会議が開かれた。議題は『逗子市文化振興条例（案）』及び中間報告書（案）の事務

局案についての最終確認→承認、である。 

 条例にもとづく「基本計画」を評価する機関として、市から独立した評価組織を盛り込むこ

とが小林ら委員から提案されていたが、市側は「『文化機関』が逗子の文化を総合的に推進して

いく、という方向性は理解できるが」 

①	 文化プラザの委員会 

②	 文化教育ゾーンの委員会 

③	 「まちづくり」の関係 

④	 各文化団体 

⑤	 その他、市民、既存の事業主体等 

「これら①から⑤がある中で、条例で文化機関を決めるのは難しい。決めると、既存の団体の

存在を否定することになりかねない」という考えを示し、基本計画を策定する中で、再度検討

するという方向性だけを条例に入れる、と提案された。これに対し、小林や間瀬が 

「指定管理者が施設を運営することも想定し、指定管理者を専門的立場、市民の立場から評価

する組織が必要」と主張した。委員長と市の担当理事も続いた。 

 事務局はなおも「推進のための組織であり、推進が目的」と渋るが、理事が必要だと説得す

るような発言をしている。最終的には、条例の第 5～7条に「基本計画の策定」、「基本計画の推

進」、「調査、評価組織の設置」と盛り込まれることになった49。 

 その中で、副委員長は「基本計画に基づく事業、施策、というと、現在公民館等で行われて

いる事業が基本計画で認められる保障はない。市民と組織をつくる、というと、当該事業をよ

く思わない人が計画策定委員に入ると、反対すると懸念する。自分たちと違うジャンルについ

ては協力しない、とか。市民協働組織、よりも市がやる、という方がよい」と発言している。 

 これに対して、間瀬は「予算が切られる可能性は常にある。市の担当・施設の館長が、気に

入らない事業の予算をつけない、という可能性もある。行政にそういうことをしないように、

というものが条例の基本」と述べ、市参事は「まっとうな豊かな文化事業が排斥されるはずは

ない」と続き、市民委員も「今、自分たちがやっていることの意義を評価してもらう絶好の機
                                            
49（基本計画の策定）	

第 5 条	 市は（略）文化振興施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以下「基本計画」という。）を策定しなけ

ればならない。	

（基本計画の推進）	

第 6 条	 市は、基本計画に基づく施策、事業等の実施について、市民との共同の組織により、効果的に推進できるよう

努めなければならない。	

（調査、評価組織の設置）	

第 7 条	 市は、基本計画の推進に当たって、基本計画に基づく施策、事業等が的確に実施されているかどうか等につい

て、調査、評価等を行う組織を設置するものとする。	

２	 前項の組織は、基本計画の内容及び基本計画に基づく施策、事業等の評価、見直し等について調査、検討を行い、

その結果に基づき市に提言するものとする。	
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会。条例に期待している」と発言した。 

 副委員長はなおも「施策を決めるときに協働、というが、やはり市長が決めるのではないか。

市民の意見を取り入れる、ということはあっても。条例に『組織』と入れると、ではどういう

組織か、と問われてまとまらないのでは」 

「市民との協働の組織、というと、何でもそこを通さないといけなくなるのでは無いか。そう

ではなく、個別の主体が、それぞれアイディアを出し、それを市長が認めるということでよい

のでは」と納得していない様子である。 

 これに対して、小林は「基本計画をきちんと作って、それを推進していく組織がないと誰が

実施していくか、分からなくなる。「文化機関」を考えたとき、政治家に左右されることなく市

民の文化振興っていうものを担保し、見て、市民の文化活動が最もよく行われるようにする機

関を想定した。市長が決めるものであるなら、あえて条例・計画をつくって、それを推進する

組織も不要」と説明した。 

 市参事は「例えばバカな市長がいても、この組織が防波堤になるということ」「条例の目的は、

あくまで逗子の文化の中心は市民、その理念を書いている」と述べ、文化担当課よりも企画部

参事の方が条例推進派としての発言が目立つ。このように最後まで副委員長は条例に懐疑的で

あったが、出身母体の意向に沿う発言であったと推察される。その他の委員は市側委員も含め

て条例に前向きで、事務局が折れた、と見える。 

 最後に、「素案を作成するまでが、本会の役目」で、最終的な条例案は市側が作成することが

確認された。市側の最終案を委員に配布することとなり、検討会は終了となった。 

 以上が、逗子市の文化振興条例（仮称）検討委員会の会議概要である。 

 

（１）-ⅳ 望ましいプロセスの要件にかなっていたか 

 仮説３であげた、「望ましいプロセスの５つの要件」に沿って、見ていく。 

 

（１）-ⅳ-（a） プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

  １）政策の全体像を把握する 

  ２）権限者の意向把握と行政内部の合意形成に留意する 

  ３）参加者の利害関心を把握する 

 

 行政の取り組みとしては、２）については、会議の事務局である行政組織内での意思統一が

不可欠で、その意味では、検討委員会に企画部門の幹部職員が委員として参加していたことは、

全庁的な意思統一にも資するものであった。１）のうち理念・目的については、検討委員会の
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開催に先立ち、小林が講師として『文化振興条例を制定する意義』という職員研修会を開催し、

職員の条例に対する知識と意識を高める上で有効だったと評価できる。 

 

（１）-ⅳ-（ｂ） 政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の選定について 

 政策目標は「市民の文化振興」で、合意形成プロセスの役割はそのための「市民の役割・市

の役割を整理した上で、逗子市が市民の文化芸術活動を支援するための施策また施策実施のた

めの財源の確保等々といった条例の中身を検討すること」（第 1 回会議の教育長挨拶より抜粋）

となる。 

 そのための委員構成として、まず学識者として小林真理（東大助教授、肩書きは当時）があ

げられる。そして、小林の教え子である大学院生 3名がオブザーバーで加わっている。 

 もう一人の専門家として、間瀬勝一委員（文化ゾーン検討委員・文化ゾーンコーディネータ

ー、肩書きは当時）がいる。間瀬は逗子市の顧問的存在と言える。この他、委員長は大学教授

で、学識者の位置付けだが文化政策の専門家ではない。 

 副委員長の肩書きは「逗子市文化協会会長」で、もう一人文化協会枠に合唱団体連盟会長が

参加した。残る委員は「ずし楽習塾推進の会」からで、これは生涯学習の団体である。この 3

名が市民代表で、行政側の委員は文化プラザ担当部長と企画部の参事の 2名である。 

 このように、委員は計 8 名という構成である。事務局は教育部・生涯学習課で、毎回出席し

ているのは課長、副主幹、担当 2名であった。 

 学識者は３名で、うち文化政策全般に通じる小林と、施設運営の専門家である間瀬が文化政

策＝文化行政の専門家である。市民委員 3 名は団体枠でステークホルダーとしての参加と言え

る。行政側は文化担当の理事と企画部参事、という市の幹部が出席している。このプロセスは、

条例をつくるという一点に絞られている。条例は確かに全住民を対象とするが、この条例は計

画の策定、文化芸術に関する組織を設置するなど「行政を縛る」という性格のものである。そ

の意味では、利害関係の一番の当事者と言える市行政の幹部職員が委員として加わっており目

的にかなった人選といってよいのではないか。 

 付け加えると、副委員長は当初から条例に懐疑的で、最終回でも条例に対して後ろ向きな発

言が目に付いたが、会議録を読んでいると懸念も一理ある、と感じた。市民の文化活動の前線

にいる身として各団体間の軋轢なども目にしているのだろうか、市民主体の組織体より市の方

が公平に判断するのでは、というのは肌感覚ではないだろうか。 

 いずれにせよ、懐疑的な人の参加は、「グループシンク」を避ける、という意味で、また予定

調和的な話合いにならず所与のものと思われる点についても確認していくということは、小さ

くない意味があったと考える。 
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（１）-ⅳ-（ｃ） 住民参加のあり方について 

 この事例では、公募の市民が参加していない。 

 また、現役世代の参加もなく、自治体の住民構成を反映しているとは言えない委員構成であ

った。政策の意思決定への参加という点では、委員として一年近く参加し、「深い参加」は実現

していると言える。ただし、プロセス後の取り組みに参加することは念頭に置いていない。 

  

（１）-ⅳ-（ｄ）合意形成プロセスの広報の実施について 

 フォーラム際して、広報をおこなっている。そして、条例制定前にも、シンポジウムをおこ

ない、文化振興条例制定の周知に努めている。そのほか、プレスリリースや市の広報紙も活用

されている。 

 

（１）-ⅳ-（e） 住民意見の広聴の実施について 

 委員に一般的な住民の参加はなかったが、ワークショップ形式のフォーラムを開催したこと

で、一定担保されたと考える。フォーラムは 

『逗子の文化フォーラム みんなで話そう“逗子の文化”』 

という題名であった。これは、大学院生のアイディアで、「かたくないタイトルがよい」という

意見が取り入れられた結果だ。対象は逗子市在住・在勤・在学者で、定員は 40 名とされた。 

 内容は、小林から『文化振興条例とは』、間瀬から『なぜ逗子に条例か』、副委員長からは『検

討委員会の現状』という講話がなされ、その後にグループ討議『みんなで話そう“逗子の文化”』

として、10 名程度のグループに分かれ、意見を出し合い思いを話し合う、というものであった。

前述した通り、委員の評価は上々であり、高校生の参加があったことも委員会を活気づける要

因となった。 

 また、条例を議会に提案する直前の2009年8月に「まちづくりトーク」という市主催のシン

ポジウムを開催した。条例制定の経緯と条例の意義・役割、検討委員会の全委員が紹介され検

討委員会での議論のあらましが委員長から説明された。そして、小林が講演をおこなった後に、

会場から質疑をうけ応答する、というものであった。 

 これらのフォーラムのほかは、一般的なパブリックコメントの実施に止まった。 

（１）-ⅴ まとめ 

 以上、『文化振興条例』制定という、自治体の文化政策の骨格となる政策過程を概観した。前

出の吉田は、逗子市の条例の独自性について 

①「文化」「文化活動」の定義規定（2条） 
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②文化権（3条 1項）や行政の文化内容に不介入の規定（3条 2項） 

③基本計画を策定する組織（5条）、推進する組織（6条）、調査・評価する組織（7条）の三つ

を置いたこと 

「定義」「文化法の基本原則」「推進体制」の三つの独自性があるとし、専門家である小林が参

画したことで、このような成果を挙げていると評価している。その効果と課題としては 

 効果 

・	 推進体制に関する規定を置いたことで、文化基本計画を策定し市に文化振興課設置がされた。

文化条例に基づき文化基本計画を評価する組織を設置し、専門家を委員として全国でも希有

な評価の実践をおこなっていること 

 課題 

・	 審議機関が設置されなかったことで、市民の声を味方にして文化計画を推進していくことが

困難となっていること 

を挙げている。いずれにせよ、小林真理という文化政策の専門の研究者が条例制定プロセスの

委員となったことで、「良い条例」になった、という評価である。会議録を見ると、吉田の指摘

の通り、条例の意義や効果について小林が議論をリードし、市民委員の理解が深まってく様子

が分かる。行政職員と市民委員だけでは、文化法を踏まえた条例はつくれなかったと思われる。 

 それでは、合意形成プロセスとしてはどうだったか。 

 検討会議では、それぞれ文化活動をおこなっている市民委員の参加により、まちの文化の実

情に即した話し合いが持たれた。また、プロセスの中間段階でフォーラム・市民ワークショッ

プを開催したことで、市民の意見の反映と策定過程の透明性はある程度確保されたと言える。 

 また、議会への条例提案直前に、小林らの講演を中心としたシンポジウムを開催したことも

評価できる。市長が交替したのち組織改正などをはさみ、報告書提出から３年近くの月日が経

ってしまったが、シンポジウムを開催したことは、説明責任を果たすとともに文化振興の気運

を高める上で有効であったと考える。 

 条例制定後に文化政策の評価を市民参加で行うという組織を構築している点を吉田は評価し

ているが、条例検討委員が条例制定後もそのまま評価委員として関わるなど、条例制定時の合

意形成プロセスの時点から、制定後の市民参加の取り組みを意識するとより深い市民参加にな

ったのではないだろうか。合意形成プロセスの参加者は、プロセスに関わることで、知識と意

識が高まっている。その意識がプロセス終了と同時に消えてしまったらもったいない。合意形

成プロセス修了後も引き続き市の施策に関与できると、より深い住民参加の取り組みとなる。

行政には、そのような制度設計が求められると考える。もう一つ、検討委員会の開催に先立ち、

小林が講師として「文化振興条例を制定する意義」という職員研修会を開催し、市および職員

の条例に対する知識と意識を高める上で有効だったと評価できる。 
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 やや残念なのは、①公募市民の参加が無かったことと、②学校教員の参加が無かったこと、

である。①については、住民参加による政策立案が当たり前になっている自治体の現場では、

委員の選考枠に誰でも・資格問わず参加できる公募枠を設けるのが一般的になっている。市民

の声の反映、プロセスが恣意的に・予定調和的に進められる事に対する牽制という意味からも、

公募の枠を確保する必要があった。もっとも、副委員長が最初から最後まで条例に懐疑的であ

ったので、予定調和的な進行ではなかったと言える。 

 ②については、文化に限らないが、自治体の政策を検討する際には必ず「次代を担う子ども

達への取り組み」が言及される。子どもの頃から文化の大切さ・文化に親しむ環境をつくって

いくことが重要という事自体に異論はないだろうが、その際によく言われるのが学校の閉鎖性

＝非協力姿勢」である。このプロセスでも第 4回会議で委員からそのような声があがっていた。 

 しかし、学校教育の現場は過密とも言うべきスケジュールで、定められたカリキュラムをこ

なすのに精一杯なのが現状で、中学での部活動の指導員不足と併せて教員の多忙化が社会問題

化しているほどである。また、学校の外部に大勢の児童生徒が揃って移動するのも現場の負担

となる。そのような中で、文化振興において学校と連携をすることをめざすのであれば、学校

現場の実情を反映するために、例えば市内学校の校長会から委員を選出し現場の声を取り入れ

るようにしなければならないと考える。 

 最後に、専門家の関わり方について考えたい。専門家の小林が、知見をもたらすだけでなく、

委員として市民や行政と同等の立場で参加していたことに意味があったと考える。ただし、倉

坂も指摘していたが専門家の発言は他の委員よりも重視される面は否めない。以上まとめると、 

①	 小林真理という文化政策専門家が条例制定の合意形成プロセスに関わったことが、全国的に

も評価されるような条例に仕上がった大きな要因となった。会議のアドバイザーとしてでは

なく、市民と同じ立場の「委員」として参加していたことに意味があった。ただし会議全体

が小林ペースとなった。 

②	 委員の選定は課題はあるが概ね妥当であった。プロセス終了後の事は考慮されていなかった。 

③	 フォーラム、シンポジウムの開催により、市民への広報と広聴に一定の成果があった 

④	 行政の姿勢について、目標である条例策定に対して一貫性があった 

⑤	 ⅰ透明性の確保、については会議の公開・会議録の作成・公開、委員への適切な資料提供、

市民に向けでは広報紙の活用のほか、フォーラム・シンポジウムの開催で概ね満たしている 

ⅱ時間と費用の妥当性、については、1年間に 12 回の会議は妥当だったと言える 

ⅲ手続きとルールの明確化、も問題はなかった 

ⅳ結果の尊重、は、素案がほぼ活かされた条例案が策定されたので満たしている 

 これらを仮説 1の表に当てはめたものを提示する。以上、逗子市の事例の考察である。 
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参考：逗子市文化振興条例（仮称）検討委員会報告書【資料集】 2006 年 12 月 

表２-2 逗子市の事例  

 『逗子市文化振興条例（仮称）』における住民合意形成プロセス 

①招集者 教育長、市長 

②合意形成とは 参加者の全員が「ほぼ満足」する結果→12回にわたり議論を尽くした結果、概ね合意に達した 

③合意形成の目標 住民自治と団体自治に資する文化政策についての「民意」を創造すること→特色ある条例制定に 

④主な効果 ⅰ当事者や専門家により多くの情報がもたらされ、参加者の判断力が向上し、政策決定の合理性が増す 

ⅱ多様な参加者により多様なアイディアが出されて、新たな価値が創造される 

ⅲ参加者の主体性が醸成される 

ⅳ決定前に利害関係者の懸念が明らかになることで、事後の紛争の予防につながる 

ⅴ政策立案・形成の過程に市民が加わることで、民主性と透明性が増し、政策への信頼が高まる 

→ⅱについては目立った成果はなかった、他は当てはまると言える 

⑤プロセスのあり方 主体的な住民参加につながるように、ファシリテーションにより集団間の問題を解決して合意に導く 

→委員長と小林真理が議論をリードした。ワークショップ形式のフォーラムも小林が主導 

ⅰ透明性の確保、ⅱ時間と費用の妥当性、ⅲ手続きとルールの明確化、ⅳ結果の尊重 

→概ね達成 

⑥参加者 

 

参加が自明な人びとから波及  

第１→文化政策の担当・顧問、直接の利害関係者（行政、文化芸術関係団体、当該地域の町内会等） 

第２→通常諮問される団体等（商工会議所、地域団体等） 

第 3→公募 ※年齢性別、属性、などのバランスを考慮。できれば懐疑的な人も加わってもらう 

→第 1グループのみの参加。懐疑的な参加者はいた 

⑦進行役 合意形成の専門スキルを持つファシリテーターをおくのが望ましい。会議の規模・予算で判断すること。

必ずしも第三者でなくても可。委員長等が行うこともあり 

→ファシリテーターは置かず。委員長が進行し、市側事務局が補佐をした。 

⑧合意への道筋 まず、何についての合意形成で、何を・どこまで決めるのか参加者全員で共有することが前提 

→出来ていた 

 当初 会議のルール、スケジュールの確認、会議議長・委員長等の決定 

 序盤 参加者各位の利害関心、アイディアを出す（ブレインストーミング的な議論） 

 中盤 市民意見の広聴→確認、修正 

 終盤 事務局による原案提示→確認、修正→合意 

⑨会議の広報と広聴 ・	 会議の実施を住民に広報することにより、当該政策の実施への気運を高める 

・	 会議に参加しない・できない住民の声を取り入れる機会を設ける 

→中間と条例提案前と 2度のフォーラムを開催。パブリックコメントを実施 
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（２）神奈川県小田原市の事例 

    ～『市民ホール整備事業』における住民合意形成について～ 

 

（２）-ⅰ 経緯と背景 

 小田原市では、『市民会館』が老朽化し、1986 年 9 月に総合計画「おだわら 21 世紀プラン」

に建て替えが言及され、1990 年３月、現計画地に移転する『小田原市本町周辺地区活力あるま

ちづくり促進調査報告書』が提出される。 

 その後、2005 年 6 月『城下町ホール構想』策定、同 12 月に設計が決まったが、外観と使い

勝手について市民から異論が出て、市民参加が不十分ということで市長選挙の争点に発展。

2008 年に市長が交替し、設計からやり直すことになる。同年 8 月に新たな基本方針を打ち出

し、2009 年『市民ホール建設準備会』が発足し、2010 年に中間報告を行い 2011 年 3 月に『市

民ホール基本構想』が策定された。 

 2012 年 4 月に「基本計画」を策定、費用 55 億～60 億円と見積もる。翌年、設計者が決定、

基本設計の段階では 65 億円となる。名称が『芸術文化創造センター』になり、2014 年には「管

理運営計画」が策定された。 

 2015 年、実施設計が作成され、予算は 73 億円に増額される。同年 7月、入札額が 94 億円

と 20 億円以上の大幅増額となり、工事の入札が不調となる。 

 2016 年 11 月、設計を見直し規模を縮小し名称は『市民ホール』に戻り、63 億円の予算で

再設計することになった。2017 年、あらたな事業者が決定、設計案がまとまり公表され、2021

年の完成をめざして計画が進められている。 

 

（２）-ⅱ 本事例を取り上げた理由 

 文化政策において、まちのシンボルとなる公共ホールの建設事業ほど、住民の関心を集める

ものはないのではないか。催しの内容によっては自治体外からも集客することが可能で、根強

い「ハコモノ批判」の一方で、地域の活性化に資する施設として地元の期待は高い。とはいえ、

当然ながら自治体ホールには公平性が要請され、結果、従来は「貸し館中心」の運営がなされ

るケースが多く、確固たる運営方針がないと指摘されていた。 

 図書館や博物館と異なり、公共ホールについては法的基盤がなく施設としての理念や専門職

員が不在で「医者がいない病院、教師がいない学校のようなもの」との指摘もあった。そこで、

2012 年、「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」が制定され、公共ホールが法的に「舞台芸

術施設」として位置付けられたことにより、そうした課題の解消が期待されるところである。 

 また、自治体ホールは高度経済成長期に建てられたものが多く、現在各地で建て替え計画が

進んでおり藤沢市でも『市民会館』の建て替えが検討されている。その際は、これまで欠けて



 54 

いたとされるホールの理念と地域に見合った運営方針が求められ、それは市民とともに作り上

げていくことになると考える。 

 そこで、公共ホール整備に際する住民合意形成プロセスに注目し、直近の事例として小田原

市の『市民ホール整備事業』の自治体と住民との合意形成プロセスを見ていく。 

 

（２）-ⅲ 会議の経過 

（２）-ⅲ-（a）『市民ホール建設準備会』  

 小田原市の市民ホール整備計画は、2008 年から検討が始まり、翌 2009 年 12 月『市民ホー

ル建設準備会』が設置された。この準備会には、学識者や文化関係団体の代表の他、公募市民

が加わり、10 名の委員で構成された。準備会は約 1 年にわたり 12 回の会議が開かれ、2010

年 11 月に市長に対して『市民ホール基本構想（案）』が提出された。 

 これは、会議による合意形成プロセスで、事務局を担当課が担い、ファシリテーターは置か

ない通常見られる会議体の形式であった。この案を受け、議会への報告、パブリックコメント、

2回の市民説明会を経て、『市民ホール基本構想』が市によって策定された。 

 

（２）-ⅲ-（ｂ） 『市民ホール基本計画検討委員会』専門家と市民委員による会議の併存 

 翌年の 2011 年、『市民ホール基本計画検討委員会』が設置された。これは、有識者からなる

「基本計画策定専門委員会」とともに、「市民検討委員会」を公募委員により設置したもので、

専門家による委員会と市民による委員会が併存する形式である。 

 まず、「市民ホール基本計画」とは、基本構想を受け、「運営計画（ソフト）」と「施設計画（ハ

ード）」の両面について内容を深め具体化していくものである。この基本計画を策定するにあた

り、市民の声を反映するために、市民検討委員会を設置することとなった。 

 第 1 回の市民検討委員会で委員に配布された資料では、 

 「基本計画の策定には、市民の意見を頂くことが欠かせません。『市民検討委員会』は、市民

同士で意見を出し合いながら、様々な立場からの市民の声を集約していく場と考えています。

それらの市民からの意見を、文化施設や文化活動などに関する専門家からなる『専門家委員会』

が、基本計画（案）として実現性のあるものにとりまとめていきます。基本構想に提示されて

いる整備に向けての考え方を理解していただき、市民の生の声として『専門委員会』に届ける

ことが役割です50」 

と、専門家委員会と市民検討委員会の役割について説明されている。市民検討会の開始に先立

ち、専門委員会の委員を中心とした講師によるレクチャー研修会を 6 月に 2 回おこない、市民

                                            
50 市民ホール基本計画検討委員会第 1回会議資料より 
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委員は会議に臨む前に「基本構想」についての知識を深めることができた。その後、7月に第 1

回のワークショップが開かれた後に現市民会館の見学、先進事例の視察を行い、計 6 回にわた

りワークショップ形式の市民検討委員会が開催された。2011 年度の「市民検討委員会」の内容

は次の通りである。 

第 1 回会議 7 月 17 日 

 「オリエンテーション＋基本構想のふりかえり」※7月 31 日に現市民会館の見学会を実施 

先進事例視察 8 月 8 日 

 富士見市民会館キラリ☆ふじみ 

第 2 回会議 8 月 21 日 

 「市民ホールに期待される事業・活動を考える！」 

第 3 回会議 9 月 19 日 

 「市民ホール・どんな機能が必要か（１）」 

第 4 回会議 10 月 9 日 

 「市民ホール・どんな機能が必要か（２）」 

第 5 回会議 10 月 23 日 

 「市民ホール・どんな機能が必要か（３）」 

第 6 回会議 11 月 6 日 

 「市民ホール・運営や組織を考える！＋取りまとめ」 

 

 このような内容について、ワークショップ形式で市民検討委員会は実施された。第１回目の

参加者は市民委員 41 名、市の事務局スタッフ 12 名とその他事務局 5名、専門委員が 2名の合

計 60 名の参加者となった。以降、毎回、専門委員 2名によるミニレクチャーがおこなわれ、そ

れぞれのテーマについて共通認識に立った上で意見交換をおこなった。  

 市民検討委員会は、当初は５回の予定だったが、6 回に増やされ、年が明けた 2012 年 1 月

に、集大成として「市民ホール基本計画『意見交換会』」という専門委員会の委員と意見交換会

をもって市民検討委員会は閉じられた。 

 この専門委員会と市民委員会が併存する形式は、倉阪の『ネオ市民会議』のプロセスに類似

している。 
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 市民検討会議と並行して『基本計画策定専門
、、
委員会』が開催されており、第 6 回会議で事務

局案が示され 2012 年 2 月にパブリックコメントを実施し、3 月にシンポジウムを開催、第 7

回会議で最終確認され、4月に『市民ホール基本計画』が策定された。 

 

 小田原市の文化ホール整備計画においては、先に見たように、2009 年からスタートし、まず

2011 年 3 月に「基本構想」が策定され、つづく 2011 年 7 月に『基本計画市民検討委員会』

が設置されて専門家会議と市民会議が併存する形式となり、施設の検討と管理運営について、

それぞれ専門家会議と市民会議が並立し検討が進められてきた。その後、2012 年から施設建設

と管理運営に分かれて委員会が設置されて、ほぼ一年毎に事業の進捗に合わせて専門家と市民

との会議が併設され、この形式は 2014 年度まで実施された。 

 そこで、この中から、最初に『市民計画検討委員会』が設置された 2011 年度の取り組みに

絞り、合意形成プロセスのあり方について、文化政策における合意形成の５つの要件とともに

倉阪モデルを元にした仮説 2に照らして検討する。 

 

（２）-ⅳ 望ましいプロセスの要件にかなっていたか 

（２）-ⅳ-（a）プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

  １）政策の全体像を把握する 

  ２）権限者の意向把握と行政内部の合意形成に留意する 

  ３）参加者の利害関心を把握する 

市民意見 作成 提言 

市民検討委員会 

【主な検討課題】 

●事業・活動について 

●ホール及びその他

の機能について 

●運営組織（特に市民

協働）について 

専門委員会 市 基
本
計
画
案 

管理運営計画策定 

第 1 回市民検討会議資料より抜粋 

市民ホール基本計画検討委員会 
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についてである。倉阪は、プロセスの進行を委員任せにせず、主催側が事前にデザインするこ

との必要性を唱えていた。このプロセスのデザインについては、上記の３点のうち、１）・２）

が前提になるだろう。小田原市のプロセスは専門委員会と市民検討委員会が併存する方式で、

市に委託されたコンサルタントが設計し、ファシリテーターも引き受けている。 

 まず、市民検討委員会に先立って専門委員会の第 1回目が開かれた。市民の委員会に専門委

員会の委員が講師として 10～15 分程度の「ミニ・レクチャー」を行うというプロセス設計の

ため、まず専門委員がプロセスの全体像を共有する必要があるためであろう。プロセスの全体

像は、前出の図のような構造で、具体的には下の表のようになる。 

 

３）参加者の利害関心を的確に把握すること、については、専門委員については事前に把握す

ることが可能かと思われるが、市民委員についてはプロセスの進行により明らかになると考え

る。 

 なお、事務局の構成は 

                                            
51 当初予定では会議は 6回開催の予定だったが、１回増えて 7回開催した。 

 スケジュールと各回の検討課題（案）  第 1 回市民検討委員会配付資料より抜粋 

 時 期 テーマ 内 容（案） 

第１回  ５月 25 日 進め方の確認等 

建設用地見学会 

委嘱式 

委員会の進め方 

第２回  ８月 26 日 事業について 
市民検討委員会での検討事項 

を参照して方向性をまとめる 

第３回 10 月 21 日 施設機能 
市民検討委員会での検討事項 

を参照して方向性をまとめる 

第４回 11 月（予定） 運営について 
事業・施設についての検討も 

（取り残し課題続き） 

（市民検討委員と専門委員の意見交換会）（12月／予定） 

第５回 12 月（予定） とりまとめ 事業・施設・運営についての検討のまとめ 

第６回51  1 月（予定） 全体とりまとめ 基本計画のとりまとめ 

（基本計画策定報告シンポジウム）（3月／予定） 

第 1・２回市民検討委員会の報告 

第 3・4回市民検討委員会の報告 

第５回市民検討委員会の報告 
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市職員 9名……文化部長、文化部副部長、文化政策課長、文化芸術担当課長、市民ホール建設

係 3名、文化政策係 2名 

市委託コンサルタント……『有限会社 空間創造研究所』3名 

となっている。特に問題はなく評価できると考える。 

 

（２）-ⅳ-（ｂ） 政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の選定について 

 市民ホールの基本的な考え方（市民ホール基本計画より） 

 「市民ホールは単にハードを整備するのではなく、社会や文化との関わりをもち、文化によ

る社会開発を行う機関（インスティテュート）として、芸術文化創造拠点を整備するものです」 

７つの事業の基本方針 

 １育てる  育成普及    地域文化の足腰を強くする 

 ２楽しむ  質の高い催し  創造性を刺激する 

 ３つくる  市民参加    創造の輪を広げる 

 ４つたえる 地域特性の発信 小田原の魅力を伝える 

 ５出会う  交流促進    共感のよろこび 

 ６にぎわう にぎわい創出  催し物がなくても立ち寄れる 

 ７ひろげる 利用促進    稼働率の高い施設 

 仮説では、「行政」「文化芸術の住民組織」「外郭団体」の参加を前提としていたが、外郭団体

の参加はなかった。小田原市には一般財団の「事業協会」があり市民会館の受付業務を受託し

ているものの、文化芸術振興を主に担う団体ではなかったためである。また、行政の企画財政

部門の参加もないが、これは計画が具体的になってきて予算や立地について大枠が決まってき

ているためと考えられる。 

 専門委員については、文化政策の専門家が委員長となり、他に建築学の大学教授、舞台技術

の専門家、県音楽堂の館長、ホールの支配人、横浜市民ギャラリーの館長、が委員として参加

しており、新ホールが想定する複合施設を検討するために相応しい陣容と考える。 

 市民委員については、一般公募の参加を 40 名程度と想定しており、それを４つのグループに

わけ、それぞれファシリテーターを配置するという計画である。実際に第 1回会議では 41 名（女

性 16、男性 25 名）の参加があり、「市民ホールかわら版」というニュースレターによると「会

社員や主婦の方からご高齢の方まで、活動ジャンルもさまざまな皆さんが、市民検討委員とし

て集まってくださいました52」とあり、公募委員の参加人数および構成についても評価できるの

ではないか。  

                                            
52 ワークショップかわら版	 平成 23年 8月 21日号 
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（２）-ⅳ-（ｃ）住民参加のあり方について 

 住民の属性については資料で確認できなかったが、ニュースレターにあるとおりとする。住

民の主体性の醸成という点について、プロセスの流れを見てみる。 

 

ワーキングの進め方（案） 第 1 回市民検討委員会配布資料より抜粋 

  時間（目安） 内  容 

１ 受付・資料配付  
受付時に、前回分の「市民検討委員会通信（仮称）、レクチャー資料

等を配布 

２ 前回の内容確認 5 分 「市民検討委員会通信（仮称）を利用して、前回内容のふりかえり 

３ ミニ・レクチャー 10～15 分 
検討課題に沿って 10人程度でグループディスカッション 

＊ミニ・レクチャーの講師：専門委員／各回１～2名 

４ 検 討 45～60 分 

各回のテーマに沿って 10人程度でグループディスカッション 

＊各グループにファシリテーター1名がつく 

＊専門委員には、オブザーバーとしてグループをまわっていただく 

５ 発 表 各班３分 
各グループの発表、コメント・意見、質疑応答など最終的にグルー

プごとに検討結果を取りまとめ（Ｂ全程度の模造紙に整理）、発表 

６ まとめ 3 分 
ゲスト（専門委員）からのコメント 

ファシリテーター（空間創造研究所）から、総括と次回課題の説明 

７ 閉 会  「ひとことアンケート」の記入（参加者）・回収 

 このように、専門委員のミニ・レクチャーと提供資料により市民委員が共通認識に立ったう

えで、市民委員同士の話し合いの時間を多く取っている。市民委員の主体性を高めるプロセス

と言える。また、最後にアンケートを配り記入してもらうことで、話し合いの中で出なかった

意見やアイディアが出ることも期待できる。 

 そして、半年以上に及んだ会議の最終回が終了したのち、市民検討委員会の委員と専門委員

との意見公開を実施し、市民検討委員の意見が基本計画に反映されるような応答性が高いプロ

セスの設計になっていると評価できる。 

 

（２）-ⅳ-（ｄ） 合意形成プロセスの広報の実施について 

 「市民ホールかわら版」というニュースレターを毎回発行している。この「かわら版」は、

Ａ3サイズで内容が充実しており、ワークショップ（ワーキング）の際に付箋に書かれた意見の

全てを掲載するという徹底振りである。この他、市の広報紙も活用し、市民参加の合意形成プ
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ロセスについて広報しており、評価できる取り組みと言える。付け加えると、市のWeb サイト

内の「市民ホール」ページの充実も特筆できる。本稿もこの Web サイト53の資料に負うところ

が大きい。関わった市民は述べ 1,000 人を超えるとされ、参加者にとっては自分たちが熱心に

取り組んだ証となり今後の励みになるだろうし、住民参加や合意形成の実務家や研究者にとっ

て貴重な資料になると思われる。 

 

（２）-ⅳ-（e） 住民意見の広聴の実施について 

 基本計画案について、パブリックコメントとシンポジウムの実施とともに、随時Web サイト

で意見を募集している取り組みは評価できる。最後に、仮説２の図に当てはめてみる。 

 

 

 

 

  

                                            
53 http://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/lifelong/citizens_hall/	 2018/06/01閲覧 

１）プロセスの設計、２）会議テーマの決定、３）市民検討委員会の選出、

４）専門委員会の選出、５）ファシリテーターの選出、６）会議が公正・

円滑に行われているか立ち会い、７）最終成果物案の提示と作成 

１）プロセスの設計 

２）市民検討委員会の司会、進行、議論の活発化への支援 

３）事務局に参画する 

ファシリテーター 

事務局 

行政を中心に構成 

図２ 『市民ホール管理計画検討会議』の例 

問題に関わる利害関係者をもれなく人選学識経

験者は公平にバランス良く人選 

報酬有り 

公募、報酬は無し 

特定の主張を行うための応募は避けてもらう 

 

※下線部は倉坂案との相違点 

管理運営計画ミニレクチャー 

意見交換 

 

市民検討委員会 
（1班 10人程度） 

 

個別課題のミニレクチャー 

課題について班毎に提言 

講 評 

 専門委員会 
（6名） 

 市民委員会の提言を

受けて合意形成のた

めの討議を行う 

第 1～4回まで（７～10月） 

 小グループに 

分かれて議論 
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 倉坂は、「ネオ円卓会議」について、「複雑で、広範な論点があり、意見が対立する課題」に

適用することが望ましいとしていたが、今回のような比較的規模が大きい複合施設については、

建築を中心としたハードと、管理運営といったソフトに分けられ、ハードでは立地に始まり規

模、配置計画やデザイン、諸室等の機能、機械設備の仕様等々が挙げられ、ソフトでは資金計

画や指定管理制度の導入の可否といった管理手法、想定する事業や市民参加のあり方等が挙げ

られる。この中で、対立点としては立地や規模や民間活力導入の是非、が考えられる。 

 また、この手法はプロセスの設計およびファシリテーションといったコンサルタントの委託

費が生じるが、このケースは事業規模が大きいため合意形成プロセスにかかる費用は全体の予

算に吸収されるだろう。先進事例の視察を含め、通常の会議と比較すると費用と手間を要する

手法だが、小田原市の市民ホールの計画立案に相応しいものであったと考える。 

 

（２）-ⅴ まとめ 

 この小田原市の市民ホール整備計画については、2009 年から本格的な検討に入ったものの、

途中、東日本大震災という大災害とオリンピック・パラリンピックの開催決定により建設需要

が増大し、資材・作業員の不足などによる建設費高騰に見舞われてしまった。不運ではあるが、

当初の設計案が幻になり、2億円もの設計費と多くの人の努力が無に帰した事については、説明

責任から逃れることはできない。そうした中で、市民説明会で市長みずから市民に説明し理解

を求めていた。「何年も待たされて年寄りは死んでしまう」「詐欺ホールだ」など辛辣な言葉を

浴びる場面もみられた。2017 年には完成しているはずが、市民参加で仕上がった案から縮小さ

れたあげく 2021 年まで完成が延びてしまったのだから、楽しみにしていた市民と、何よりも

関係各位はさぞ無念であっただろうが、約 20 億円もの予算超過では致し方なかったのだろう。 

 結果的に、設計の部分においては実現しなかった小田原市の住民合意形成プロセスではある

が、特筆すべきは市民のワークショップの開催回数と中身の充実ぶりである。とりわけ新ホー

ルの運営に携わることが想定される「市民ワーキング」というワークショップ形式の取り組み

は充実しており、先進施設の視察や専門家による勉強会、また各回のワークショップにはファ

シリテーターが配置され、専門家が毎回参加しレクチャーするというものであった。これは、

望ましい施設の在り方を市民参加で検討・意思決定するのみならず、事業実施後の担い手とし

て育てるという考え方に基づいており、より深い市民参加が実現している。 

 今回考察した『市民ホール基本計画検討委員会』の後継組織として、ハードとソフトに分化

し、建築設計者を決める『市民ホール設計者選定委員会』とソフトを担う『市民ホール管理運

営計画専門委員会・市民委員会』が設置された。 
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 ちなみに、この間に名称が市民ホールから『芸術文化創造センター』に替えられた。単なる

市民会館の建て替えではなく「芸術文化創造の拠点」になる施設をめざすので、「芸術文化創造

センター」が相応しい、ということである。計画の名称も『芸術文化創造センター管理運営計

画』と変更された。そして、設計者が決まり基本設計に取り組む際に、2013 年に再び市民委員

会が組織された。このときから、市民委員会は『市民ワーキング』になっている。 

  

 また、小田原市は、その後の事業参加も念頭に置いていると思われることは前述の通りであ

る。市民ワーキングの取り組みを経て策定された『芸術文化創造センター管理運営実施計画』

で、市民参加のあり方が謳われている。 

 小田原市の市民参加の考え方（管理運営実施計画より） 

（１）	市民参加の考え方 

①	 市民参加の目的 

 市民参加の目的については、「芸術文化創造センターは芸術文化の創造性を活かしたひとづく

り・まちづくりを実現するために、市民参加を積極的に取り入れた運営をおこなっていきます」 

として、以下、 

②	 市民参加の基本方針・方向性 

③	 市民参加の基本方針 

を定めている。 

 

（２）	市民参加の内容 

 具体的な市民参加の内容は、以下の通りである。 

 

市民の声 とりまとめ 提言 

市民委員会 

【主な検討課題】 

・市民参加 

・事業計画 

・運営 

専門委員会 市 管
理
運
営
計
画
案 

【主な検討課題】 

・市民参加 

・事業計画 

・運営 

・運営組織 

・収支計画 など 

管理運営計画策定 フィードバック 

「ワークショップかわら版」より抜粋 

市民ホール管理運営計画専門委員会・市民委員会 
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【市民参加の内容】（想定）同計画の表より 

分 類  内 容 実施事業 

事業への参加 鑑賞への参加 ・質の高い公演・展覧会を鑑賞する。 

・公演のチケットを購入し、鑑賞することで事業への支援（文化への

投資）となる。 

・芸術文化への興味を高め、市民が活動を始めたり、事業に参加した

りするきっかづくりとなる。 

・鑑賞事業の実施 

・「友の会」等へ参加することで事業や運営への間接的な支援につな

がる 

・「友の会」等の運営 

参加型事業へ

の参加 

・自主事業で行われるワークショップ、制作事業の参加者・出演者と

して参加 

・育成事業、参加事業の実施 

事業応援とし

て参加 

・自主事業に市民サポーターとして参加し、事業を支え、創造に携わ

る。 

・市民サポーター募集 

企画・制作への

参加 

・市民自らが、市民のニーズに沿った事業を企画・提案、実施を行う。 

・次世代の担い手育成や市民による事業への助言・支援などを行う 

・アートマネジメント講座開

催 

・市民企画提案事業の募集 

運営への参加 来館者対応へ

の参加 

・芸術文化創造センターの運営業務の一部に来館者を受け入れる立場

として市民が参加 

・講習や指導などを経て、技能・能力を高め、達成感を得る 

・各自が持つ専門知識や経験（外国語、簿記、書道、手話などの能力）

を活かす 

・もぎり等レセプショニスト 

・インフォメーション 

・託児 

広報宣伝活動

への参加 

・芸術文化創造センターと市民との間を取り持ち、市民ならではの広

報宣伝を行う 

・関係者インタビューや事業レポートなど情報の発信 

・広報宣伝のサポーター 

・市民レポーター 

アーカイブへ

の参加 

・広報スタッフと連携し、事業記録や市内の文化情報のアーカイブを

構築する 

・ビデオ、カメラ撮影、情報

アーカイブズ 

その他、運営へ

の参加 

・ロビーにおいて、季節の飾り付けや植栽、清掃など施設の維持管理

への参加 

・ロビー飾り付け 

評価への参加 アンケートへ

の参加 

・鑑賞や参加時にアンケートを通して事業を評価・提言を行う ・事業アンケート 

・利用時にアンケートを通して事業を評価、市民ニーズの発掘 

・施設を評価、提言していく 

・利用者アンケート 

評価委員会等

への参加 

・市民の代表として、行政や専門家とともに芸術文化創造センターの

運営や事業が適切に行われているかを評価し、提言を行う 

・評価委員会等 
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 この他、 

（３）	市民参加の活動計画 

（４）	創造スタッフ室 

などの事業を想定している。 

 これらは「今後」の計画であるが、すでに始められている文化における市民参加の内容とし

ては『小田原文化サポーター』があげられる。2009 年の建設検討期間を「助走期間」と位置付

け、新しい施設の完成直後から運営において市民に活躍してもらうために、ボランティア養成

を先行して開始した。現在進められている事業としては、「レセプショニスト」研修があり、当

初は専門家や職員が講師を務めたが、今では活動中の受講生の先輩も講師を務めている。また、

アートマネジメント講座（2011 年～）があり、この講座の受講生は、年一回、事業を企画・運

営・実施する。講師は財団（会館）職員が務める。 

 現在、『小田原文化サポーター』は約 35 名登録者がおり、５～60 代女性中心とのことである。

この他、市内の文化芸術を取材しWeb サイトで報告する『市民レポーター』という制度もある。

このように、開館前から動き出している事業もあり、市民参加に積極的に取り組んでいる姿勢

がうかがえる。 

 

 前述のように予算超過により設計がやり直しになり、再び名称も『市民ホール』に戻ったた

め、今後この管理運営計画について、どこまで骨組みが残されるのか不透明だが、このように

住民とともに考え住民を担い手として育成していくことを視野にいれたプロセスは、文化施設

の建設における住民合意形成プロセスの過程で住民の主体性が高まり、「私たちのホール」とい

う意識の醸成が図られ完成後の施設への愛着が増す。それに、計画策定や設計には一定程度の

期間を要するが、その期間のムダにせずに施設完成後の担い手育成に着手していることも評価

できる。新施設建設の際には参考にしたい手法である。以上をまとめると、 

①	 規模が大きく、論点が多岐に渡るために専門家と市民による会議を併設した。その効果とし

ては、応答的プロセスとなり主体性のある「深く・（比較的）広い」市民参加となっている。 

②	 施設建設後の市民参加も想定し、合意形成プロセスが担い手育成に資するものとなっている 

③	 一つ一つの会議体の期間は約半年～1年であり、妥当な期間の設定に見えるが、全体として

長期間にわたる検討となっており、評価が難しい。 

④	 ⅰ透明性の確保、は充実した資料およびWeb サイトから申し分なく、ⅱ時間と費用の妥当

性については、個々のプロセスは妥当なものだが全体としては時間を要し、状況が変化して

しまった、ⅲ手続きとルールの明確化もプロセスの入念な設計から十分といえる。ⅳ結果の

尊重、については、最終的に設計が白紙となったことで不運とはいえ良い点を付けることは

できないだろう。 
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第３章 自治体の文化政策における住民合意形成の望ましいプロセスについて 

1 節 自治体の文化政策における住民合意形成プロセスの効果 

 逗子市と小田原市の２つの事例を考察した。それぞれ条例と施設整備事業と、政策の領域は

異なる。それに合わせて、合意形成のプロセスにも違いが出ている。逗子市の事例は、一般的

な会議体による合意形成で、小田原市は専門家と市民とでそれぞれ会議体を組織し、応答的に

合意形成を重ねていった。また、市民の会議では、専門家の講演や現地視察が行われ、参加者

の知識と意欲が高められていく手法であり、実際の事業実施の際にも力を発揮してもらうこと

が期待できるプロセスであった。 

 以下、２つの事例を「５つの効果」のⅰ～ⅴにそって見ていきたい。 

 

ⅰ「多様な参加者からもたらされる情報により、個々人の知識が増えて当該政策が合理的であ

るか否か判断ができるようになる」 

「異なる意見をまとめる過程を通じて、参加者のコミュニケーション能力（異なる立場・批判

的な意見に対して改善策を提示し、一致点を模索する力）が向上すること、また、参加者同士

の信頼関係が生まれるという効果も期待される」 

についてである。これについては、小田原市のプロセスはこうした効果が出ていると言ってよ

いだろう。逗子市の事例においても、専門家の知見が参加者にもたらされた。これは、行政側

にも言える。専門家の側も、住民の生の声を聞き地域の実態を知る事となり、得るものはあっ

たと考えられる。 

 

ⅱ「様々な主体がアイディアを出し合うことで、全く新しい提案が生まれる可能性がある」 

 これについては十分に明らかにならなかった。これは、二つの事例の合意形成プロセスが、

アイディアを出すというよりも「条例素案」と「施設整備の計画案」という成果物を目標とし

ていたからだと思われる。プロセスに入る以前からかなり絞り込まれた中での意見交換であり、

「気づき」という事はあるだろうが、新しい仕組みなどが生まれた様子はうかがえなかった。

例えば「アイディアを出すことに主眼」を置いたプロセスであれば、もっとユニークなアイデ

ィアが出た可能性があるのではないか。近時、「アイディアソン」「ハッカソン」というイベ

ントが行われている。成果物に向けての合意形成をめざすのか、その手前でアイディアを出す

のが目的なのか。目的・目標次第でⅱの結果は異なると考える。 

 

ⅲ「合意形成プロセスを通じて参加者の自主性・当事者意識が高まり、政策への責任感が増す

とともに『政策（事業や施設）』に対する愛着が生じて、政策の継続への意識が強まる」 
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 これは、特に小田原市の事例で期待ができると考える。行政側にとっては、市民の声を反映

するだけでもメリットがあり、さらに担い手にまで進んでもらえれば一石二鳥、ということに

なる。『市民ホール管理運営計画検討委員会』で行われた、専門委員と市民検討委員会との意

見交換会の際に、市民委員に対して「今後かかわりますか」という質問が提示された。これに

対する回答として、「ぜひ」という声が上がっている。半年から一年の間に数回のワークショ

ップと現地視察を経て、市民委員の知識と意欲が高まっている。プロセスにおける貴重な経験

を、事業実施に活かすことを念頭に置いた合意形成プロセスの設計が望ましい。 

 

ⅳ「事業決定前に話合うことで、利害が明らかになり、事前に手を打つことができる」 

 これは、逗子市の事例に当てはまると思われる。文化協会の会長である副委員長は、条例制

定について後ろ向きな発言が目立った。このことは、出身母体である文化協会の考えを知るこ

ととなり、行政側が対策を取るところまで至ったのかは不明だが、少なくとも文化政策・文化

行政の担い手である文化協会の意向を事前に知ることができた。 

 

ⅴ「多様な意見を政策に反映することができ、行政の意思決定の民主性が高まる。また、密室

の政策決定ではなくオープンな場で話合うことで透明性が増し、住民の信頼が高まる」 

 この効果が一番大きいのではないだろうか。住民の信頼確保、政策の正統性を高める効果で

ある。逗子市の事例では、専門家の小林は常に市民の意向を気に掛けていた。自身が逗子市の

住民ではない、ということもあるだろうが、文化振興は住民と行政が適度な距離を保ちながら

住民主体で進めるもの、という信念があるからであろう。また、文化に対し取り立てて関心が

ない層にも理解を得なければ文化振興は先細りになる、という事もある。さらに、小林は若者

の声を聞きたいと繰り返していた。このことも、高齢者の声に偏りがちな文化政策を全ての年

代のものとするためで、前出の吉田の言葉を借りれば「市民を味方につける」ことが大切だと

いう事である。 

 逗子市、小田原市とも、プロセスの透明性は満たしていると考えるが、とりわけ小田原市の

プロセスは素晴らしいと思う。2009 年から、すべての会議の会議録がWeb サイト上に掲載さ

れている。配布された資料も同様である。こうした姿勢は、政策の信頼性を高め、ひいては正

統性につながると考える。 

 

2 節 ２章１節の仮説を再検討する 

（１）仮説１に「参加者情報の公開が必要」を加える 

 二つの事例の検討から、仮説を再検討する。 
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 仮説１は、人数がそれほど多くない、単一の会議体を想定したものである。この場合は、プ

ロセス自体はさほど複雑にはならず、逗子市では一般市民の参加もなかった。このような場合

は、専門のファシリテーターを置かずに、行政側の事務局が会議の補佐を行う形式は妥当であ

っただろう。逗子の事例は、条例という一見抽象的なものについての合意形成であり、一般的

な住民には馴染みがない概念であったかもしれない。そこを、専門家の小林真理がリードして、

参加者の理解は進んだと言える。また、話し合いの中で再三出されたのが「この条例は市民を

縛るものではなくて行政をしばるもの」という言葉である。なので、参加者あるいは市民にと

って嫌なものではなく、抵抗をしめすのは行政側であろう。だが、市民の発意に市長が応え、

条例制定をするという方針がはじめから決まっていたので、行政側としては自らを縛る条例で

あったとしても、基本的に受け入れる姿勢であったと言える。さらに、合意形成プロセスに入

る前に行政職員に向けた講習会を小林が講師となって実施しており、プロセスに入る際には条

例に対するイメージがある程度できていたと思われる。 

 副委員長を務めた委員が、最後まで「行政をしばる」一方で市民の活動を広げるような条例

に抵抗感を示していたのは、行政（首長）よりも市民に対する不信感があったからではないか、

ということは前述した。公選の首長が予算をつけて公選の議会が承認すれば、それが一番公平

公正なのだ、というのは一理あると感じる。確かに住民同士の諍いもあるだろう。そうした場

合は、首長や議会の決定が裁定の効果を発揮する。だが、首長がそのように考えるのならば、

そもそも合意形成プロセスを招集するはずもなく、住民の声を政策に反映する必要があると考

えるから招集するのである。 

 ただし、「誰の声を聞くか」を決めるのは首長であることに留意する必要がある。首長の意

向通りになる参加者を集めるだけなら、プロセスは住民参加の名を借りた行政の「アリバイづ

くり」となってしまう。参加者によって結論・判断は異なってくるのだから、やはり、もっと

も大事なのは参加者である。そして行政当局の「御用会議」の誹りをうけないためには情報公

開であろう。なぜその人達が合意形成の会議に参加しているのか、ということを明らかにする

ことである。筆者は、基本的には学者あるいはコンサルタントは職業的プライドをもって誠実

に職責を果たすと信じるが、学識者が「御用学者」なのかどうか、判断できるような情報を公

開することが必要だと考える。その前提として、なぜその政策が必要なのか、という事の説明

があるのは当然である。 

 そこで、委員の選考理由を明確にして説明することを要素の「参加者」に加えることとする。

結局、何人あつめようと、公募や無作為抽出だろうと代表性に限界があるのは明らかだ。であ

れば、どのような人が参加し、どのような議論をしているのか、情報公開を徹底することで対

応するほかないと考える。 
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 逗子市の小林のように、議論をリードすることを学識委員に期待するのであれば、まず合意

形成プロセスに入る前にシンポジウムなどを開催し、その人の意見を開陳してもらってからプ

ロセスを開始することも考えられる。これは、プロセスの信頼を高めるほか、政策への気運を

高める効果もあるだろう。 

 これを公募委員に当てはめることが適切かどうか、判断が難しい。だが、定員以上の応募が

あった場合は、選に漏れた人から問い合わせがあった時に可能な限り説明するべきだというこ

とを考えると、基本的には公募委員の選考理由も公開するべきであろう。 

 

（２） 仮説２「専門家・ステークホルダー会議に足りないものを市民会議で補う」 

仮説２については、２つの会議が併設する場合の要件を図示したもので、それぞれの会議体の

あり方は仮説１に準じることとする。ここで、逗子市のプロセスについて、図示してみる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

  

  

１）プロセスの設計、２）会議テーマの決定、３）委員の選定、４）、会議録の
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小林真理 
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図３ 『逗子市文化振興条例（仮称）検討委員会』の例 
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受けて合意形成のた
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分かれて議論 
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 逗子のフォーラムは、中間の段階で開催され、市民意見の聴取の場となった。フォーラムに

おける市民ワークショップを一つの会議体として見ると、仮説２．と重なるところがある。逗

子市は単一の会議体による合意形成プロセスであるが、このフォーラムのような応答性がある

プロセスを併せて実施することで、より広い市民参加になり、回数を重ねると仮説２．のよう

な形に近づいていく。 

 自治体の文化政策における合意形成とは、「ⅰ自治体行政と専門家・ステークホルダー間の合

意形成」と、「ⅱ専門家・ステークホルダーと（一般的な）住民との合意形成」という二つの構

図がある、ことは前述した。そして、後者を意識することが、数値で効果を明らかにすること

が難しい文化政策の場面では重要だと考える。これは、アーツマネジメントの役割であげた通

りである。幅広い住民に門戸をひらくような合意形成プロセスを加えることで民意を反映し、

政策の正統性を高める。換言すると、専門家・ステークホルダー会議に足りないものを市民会

議で補う。この形が文化政策における合意形成の基本形54になると考える。 

 

（３） 仮説３『５つの要件』について 

 自治体の文化政策における住民合意形成で求められる5つの要件として、 

１．プロセス主催者（行政側事務局）の姿勢について 

２．政策目標に沿った合意形成プロセスの参加者の選定について 

３．住民参加のあり方について 

４．合意形成プロセスの広報の実施のあり方について 

５．住民意見の広聴の実施のあり方について 

をあげた。これについては、二つの事例の検討からあらためて変更すべき箇所はないが、特に

強調すべき点としては、プロセス全体の透明性である。1．と２．については連動しており、1．

を満たしていれば２．は対応可能だと考える。3．については、とくに小田原市の事例から明ら

かなように、最初から狙いをもって設計しておくことが必要であろう。4．と５．については、

プロセス全体を通して、強く意識しておく必要があると考える。４．広報については、文化振

興に対して必ずしも肯定的でない人達を意識したもので、５．広聴については、会議に参加し

ない・できない人達を意識したものである。この二つが、合意形成プロセスに対する世間一般

の評価を得るために重要な部分であると考える。なぜなら、自治体の最終的な意思決定を担う

議会の最大の関心事は、一部の専門家や愛好家の意見ではなくて一般的な住民の意向であるか

                                            
54市民パネルについては、無作為抽出は行わないとしたが、ケースバイケースで導入することも考えられる。筆者の想

定する会議体の期間は半年〜1年程度、回数は５〜10回程度というもので、プロセス終了後も継続して事業に参加するよ

うな意欲ある公募者で構成されるべきだと考えているが、短期間・１日で終了するようなプロセス設計であれば、無作

為抽出で報酬を支払う方式を導入することも考えられる。	
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らだ。よって、合意形成プロセスの運営側は、この部分に対する高い意識を持つ必要があり、

できる限りの手を尽くすべきである。 

 

（４） ２つの事例から見えるもの～育成型の合意形成プロセス～ 

 以上、事例から仮説１～３について再確認した。自治体の文化政策における住民合意形成で

望ましいプロセスのあり方について一定程度、明らかすることが出来たと考える。二つの事例

の相違について、５つの要件からまとめたのが表3である。 

 逗子市は条例という抽象的・一般的な政策、小田原市は施設計画という具体的事業であり、

政策の性格の違いがプロセスの違いとなって現れていると考える。条例については、副委員長

を務めた市民委員が、条例の意義について最後まで納得しきれない様子であった。文化振興の

計画をつくることを定める条例であるが、計画をつくるわけではない。具体的な計画策定作業

であれば、もう少し具体策のイメージが出来るかもしれないが、最上流に位置する条例につい

ては、なかなかイメージが出来ないのも無理はない。そのような前提で、市民参加を限定的に

し、ステークホルダーによる会議体としたのではないかと推察する。 

 また、「市民参加の文化政策を」と言われる以前に、住民はそれぞれ多様な文化活動をおこ

なっており、既存の協会などはそれこそ「アーツアドミニストレーション」の担い手でもある。

さらに、条例ができたとしても、今直面している課題、例えば練習場所・活動場所が不足して

いる、といったことが直ちに解決される訳ではない。そのような反発はなかっただろうか。 

 そう考えると、条例の意義を理解してもらう場合、一番分かりやすいのは、やはり施設整備

との関連であろう。ホール建設は住民の関心も高い。中でも、文化活動をおこなっている住民

は待ち焦がれているだろう。新施設の建設によって、これまで以上に市民利用や鑑賞の機会が

充実する、という時こそが振興条例について市民の関心を集めることができるのではないか。

表３ ５つの要件から見た逗子市と小田原市の違い 

 逗子市 小田原市 

１．主催者の姿勢 目標に向かって一致 目標に向かって一致 

２．参加者の選定 
主要ステークホルダーが集う。市民

参加は限定的 

二つの会議体によって、より広い参加が

実現 

３．住民参加のあり方 プロセス終了後を想定していない 
参加者がプロセス終了後も担い手になる

ような「育成型」 

４．広報のあり方 概ね満たす（フォーラムの周知） 
紙媒体を会議毎に発行、Web サイトが充

実 

５．広聴のあり方 概ね満たす（フォーラムの開催） 二つの会議体により効果的になっている 
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また、施設が新設される場合は設置条例が制定されるので、その上位に位置する文化振興条例

を事前につくり、市全体の政策と施設の理念を整合させることもできる。 

 その意味では、逗子市の合意形成プロセスは、概ね評価できる取り組みであったものの、条

例だけでは市民の関心を高めることは限界があったと思われる。文化振興条例に先立って開館

した『文化プラザ』の完成のタイミングで振興条例を策定していれば、条例自体の関心を高め

ることができ、より広い市民参加の条例になった可能性があったのではないか。 

 一方の小田原市については、ホールという住民の関心が高い施設づくりに住民参加を想定し

た。これは「ホールづくりに参加する」という事は、参加する住民にとっては、多くの住民の

関心事に関われるという事自体が魅力的であったと推察する。また、具体的なミッションが明

確であり、合意形成プロセスも豊富な講師や視察の機会に恵まれており、意欲がある住民にと

って魅力的なものであったであろう。このように、参加したい→参加して良かった・多くの事

が学べた、と思わせるような取り組みが重要である。小田原市の取り組みは言わば「育成型」

である。この点が両市の最大の相違点と言える。小田原市の取り組みは住民の能力と意欲を引

き出すものであり、住民参加という文化政策の目標にかなう合意形成プロセスであったと評価

したい。条例制定は重要施策だが、施設など具体的な事業と併せたほうが住民参加という視点

から見ると、より効果的であるだろう。 

 

小括 

 仮説１「９つの要素」は標準的な単一の会議体の姿を表すものであり、事例検討の結果とし

て、要素「参加者」に「参加者情報の公開」を加えることとする。 

 そして、仮説２「文化におけるネオ円卓会議」のような専門家・ステークホルダーの会議体

と市民の会議体の二つが併存したプロセスになると、より広い住民参加となるので望ましい。

この二つの考え方から仮説３「５つの要件」を導いた。この５つの要件を満たすプロセスは、

「合意形成の効果ⅲ『政策の継続への意識が高まる』」ことにつながり、主体的な住民参加と

いう自治体運営の目標に資する。さらに、プロセスを世間一般へ訴求することが重要である。

その際は、十分な広報とともに、プロセス参加を通じて住民の知識が高まるような魅力的なプ

ロセスを用意することが大切だ。参加したい、参加して良かった、という「育成型」のもので

ある。これは合意形成プロセス参加者が、後の担い手になることにつながる。 

 以上から、５つの要件を満たすものが、「自治体の文化政策における住民合意形成」の望ま

しい姿だと考える。その際、具体的な政策の方が住民参加はやりやすく、条例など抽象的な政

策策定の際は具体策と併せておこなうことで、より効果的な住民参加となる。 
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終章 藤沢市への提言 

 本稿の目的は大きく二つあった。一つは、合意形成の先行研究を踏まえ、事例を検討し、自

治体の文化政策における住民合意形成について望ましい形を見出すことであり、これについて

は第 3 章で提示した。もう一つは、藤沢市に対して文化政策における合意形成について提言す

ることである。 

 そこで、この章では、第 3 章までの議論に基づき藤沢市の文化政策の課題をあげ、課題解決

のための政策提言を行うこととしたい。 

 

1 節 藤沢市の文化芸術振興の現状 

 藤沢市は人口 43 万人、国全体では人口が減少している中で僅かだが増えている状況だ。首都

圏に位置し、東京までの通勤圏内にありながらも湘南海岸に代表される自然が残る、気候温暖

な住みやすいまちである。市内には大手企業が立地し、企業と市民の担税力により自主財源比

率は 68.6％、財政力指数 1.0 を超える不交付団体で健全財政を維持している。しかし、今後は

税収の伸びが期待できない一方で扶助費が増大の一途となっていく。経常収支比率は 92％と財

政は硬直化している55。そのような状況でも高度経済成長期につくられた下水道施設や道路、学

校・公民館などの建築物が次々と老朽化し更新が待ったなしの状況で、公共施設の再整備に取

り組んでいるところである。市民病院の建て替え事業に 100 億円超、このほど 66 年ぶりに新

装なった市庁舎には約 188 億円の巨費を要した。 

 他方、市の代表的な文化施設である『市民会館』や、隣接するかつての中央図書館・現『南

図書館』も老朽化が著しく建て替えが検討されながらも踏み切れない状況が続いている。藤沢

市はかつて、冒頭であげた市民オペラのようなユニークな取り組みを全国に先駆けておこない、

慶応義塾大学をはじめとした大学の誘致や、市内４カ所の図書館と各公民館に図書室を設置し

て市内全域で有機的な図書館サービス網を構築するなど積極的に文化・文教政策に取り組み「文

化都市ふじさわ」と称えられた。しかし、市内には美術館もなく、文化施設に関して言えば人

口・財政規模を勘案すると今や県内他市に劣後しており、「文化都市」の栄光は過去のものにな

っていると感じる。 

 一般的に、市あるいは市長は政策に優先順位を付けているものであろう。それは選挙公約と

いう形で現れる。首長の選挙公約は総花的なものであるが、今は少子超高齢化対策が最重要課

題だ。具体的には、保育園の待機児童解消のための定員拡大と小児医療費の無償化対象の拡大

（小 6→中 3）である。施設整備では、雨水対策や老朽管対策などの下水道整備に多くの費用を

要し、消防の出張所整備をはじめとした防災機能の拡充が急がれる。そうした中で、文化政策

                                            
55人口 2018年 6月 1日現在、財政指標は平成 27（2015）年度決算数値 
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の分野では、市内 13 カ所に公民館があり、老朽化しているところから順次建て替える方針で

55 校ある市立小中学校も同様である。これらの施策は、市民要望が強く政治的に優先度が高く

なっている。 

 そして、そのような各分野の行政計画を予定通り実施するには、今後 5 年間の累計で約 545

億円もの財源不足になるという推計が出された56。既存事業の実施もままならない状況で、何か

新しいことをやろうとしても「財源がない」「人を増やせない」ので出来ない、という閉塞感が

漂っている。東京 2020 オリンピック・パラリンピックのセーリング競技の会場に江の島沖の

誘致が成功するなど明るい話題もあるが、「市の顔」になり得るものの必需的とは言えない文化

芸術までは「とてもじゃないが手が回らない」というのが市役所の考えではないか、というの

が筆者の見立てである。 

 

２節 藤沢市民オペラにみる「市民参加」の政策 

 ともあれ、自治体にとって「住民が自らまちづくりを行う＝住民自治の確立」は究極の目標

である。そうした住民参加によるまちづくりについては、藤沢市において以前から様々な取り

組みがおこなわれ、文化政策では『市民オペラ』の誕生とその後の展開が特筆される。 

 1960～70 年代に革新自治体が相次いで誕生し、福祉や環境ととともに文化政策に力が注が

れ、「文化の時代」ともいわれた。藤沢市においても革新市政のもとで積極的に文化振興が行わ

れ、なかでもプロフェッショナルの指揮者およびソリストと、アマチュアの市民合唱団・交響

楽団との混成形式の『市民オペラ』は全国に先駆けておこなわれたユニークなもので、市民が

芸術を享受するのみならず創造するという道を拓き、市内外から高く評価された57。 

 その『市民オペラ』のような大規模な催しが実施できた大きな理由として、総指揮を務めた

藤原歌劇団の福永陽一郎の存在が挙げられる。市民オペラ開始時の市長の葉山峻58が、それに先

立つ市議時代の 1959 年に、市民オーケストラをつくる運動に携わり、そのとき藤沢に居を構

えていた福永に指導を依頼し快諾を得た。このときの模様を福永は 

「私は友人にすすめられて藤沢に住むようになったんです。始めは正直いって市民意識はなか

った。寝に帰るだけのベッドタウンと思ってましたから。しかし、この市民オケが契機で藤沢

市民の自覚ができ、ここでやらなくちゃいけないと思うようになったのです59」 

「私どものオケは市民活動として単に自分の趣味を満足させるだけでなく、地域に文化を育て

ようという意識から生まれたんです。最初にそういう方針が決まっていたのが非常によかった」 

                                            
56藤沢市議会行政改革等特別委員会報告（2016 年 11 月 16 日）『中期財政フレーム』歳入・歳出見込みより	
571986 年「音楽之友社賞」、91 年「神奈川文化賞」、93 年「三菱信託音楽賞」「ジロー・オペラ特別賞」、2000 年「毎

日芸術特別賞」を受賞した。	
58葉山峻（1933〜2010）	 藤沢市長在任期間 6期（1972〜1996 年）、全国革新市長会会長、衆院議員を歴任した	
59葉山峻編著『都市文化論』日本評論社 1981〔148 頁〕	
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と語っている。現在の『藤沢市民交響楽団』のWebサイトには 

「創立指揮者の故福永陽一郎氏の熱心な指導により藤響の基礎が築かれて以来、単に音楽愛好

家のサークル活動という枠にとらわれず、藤沢市の芸術文化の高揚をめざして活動を続けてき

ている」 

とある。このように、文化には「住民」を、まちづくりの主体として自覚的な「市民」へと自

促す力があるのだと思う。これが、筆者が文化政策に着目した理由であり、序章で「文化政策

は主体的な市民参加と親和性が高い領域である」という議論があることも紹介した。 

 その市民オペラについては、近年では1億円（約半分が市からの補助金）まで膨らんだ事業費

が一部議員から問題視された。また、マンネリ化の指摘もあった。事業内容を芸術担当の参与

に任せきりにし、意思決定や収支が不透明だった面もあろう。そこで2012年4月に、『藤沢市文

化芸術検討委員会』を設置して市民オペラの改革について議論した。同委員会は2014年7月に

改革案を取りまとめ市へ提言した。見直し内容は、まず新たな芸術監督60を選任し、事業を3年

間で一つのサイクルとし、初年度はプロによる通常のオペラ公演、2年目は演出がない「演奏会

形式」による開催、３年目が本番の市民オペラ、である。あわせて実行委員会を組織し、事業

の透明性と実施後の評価につなげるように改革が行われた。新しい方式による市民オペラが

2016～2017年に上演され好評を博し、引き続き同じ監督のもと2018～202061シーズンがス

タートしたところである。 

 

３節 ２つの会議の提言 

（１） 『藤沢市文化芸術検討会』の提言 

 市民オペラの改革案を取りまとめた『文化芸術検討委員会』はその後も継続して設置され、

2016 年 7 月に『藤沢市の文化芸術の振興に向けて』という提言書を提出した。もともと市民

オペラの改革案を検討する会議だったためか、提言の多くが拠点施設である市民会館のあり方

に費やされている。さらに、建て替えにあたっては、現在藤沢市に存在しない「美術館」の機

能を加えることも検討するよう提言された。 

 そして、「文化芸術の振興に関する条例及び条例に基づく振興計画の策定の必要性」を謳って

いる。これは、文化芸術は 

・	 人間にとって欠かせないものである 

・	 地域への愛着、周辺ビジネスへの波及効果が期待できる社会的効用を持つ 

ので、市が文化芸術振興策にとりくむ必要性を述べ、条例で市の姿勢を明確にすることを提言

                                            
60新進気鋭のオペラ指揮者・園田隆一郎氏が就任	
61新シーズンは2018『椿姫』（藤原歌劇団）、2019『湖上の美人』（演奏会形式）、2020『ナブッコ』（市民オペラ本

番）という公演スケジュールが決定した。	
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している。条例の中身については、基本理念、市の役割、施策の方向と振興計画など基本事項

を定めることに加えて、具体策として条例に基づく振興計画についての「評価機関」として「振

興会議」を設置し、市長の諮問機関とすることを謳っている。これについては、第 2 章の逗子

市の事例について評価していた吉田隆之の議論62と重なるところである。逗子市ではこうした諮

問機関の設置を見なかった点を吉田は課題として挙げていたが、藤沢市の検討会議では、この

ような権限のある評価機関を想定していたことが特筆される。 

  

（２） 『藤沢市文化芸術振興計画等検討委員会』の提言に対する評価 

 しかし、結果的に藤沢市で文化芸術振興条例が制定されることはなかった。前述の『文化芸

術検討会』の後継組織である『文化芸術振興計画等
、
検討委員会』においては条例の検討はなさ

れなかった。第 1回の会議録を読むと、委員長は提言が活かされず不満な様子がうかがえるが、

それに対して市側は条例化については、藤沢市の『子どもをいじめから守る条例63』の制定時を

例にあげ、「シンポジウム等の市民の声を聞く機会、気運を盛り上げるための事業を数年間
、、、

かけ

て行う必要がある」ので、現状は文化芸術振興の単独の計画がないのでまず先に計画をつくり

たい、と押し切った64形である。 

 市民会館についても、美術館機能を加えることや規模についての具体的な提言もなくなった。

同委員会は、その後 4 回会議を重ねて提言書をまとめた。この振興計画の評価については、学

識委員として参加していた垣内恵美子の発言を紹介したい。 

「……非常にクールな、あまり熱情を感じないものになっているような気がします。（略）最近

いろいろな自治体の仕事に関わらせてもらっていますが、藤沢市はまだお金も人口もあるので

切羽詰まっていないのだと思います。いろいろな都市があり、そういうところでは中心市街地

の活性化のためにほかに打つ手がなく、フェスティバルをやるとか、文化施設を作って人が滞

留できるようにするとか、市長が首をかけて本気でやっているところもあります65」 

 と垣内は辛口の指摘をしている。外部の目にはこのように映るのであろうが、筆者も全く同

感である。このような意識で計画を策定しても、大きな成果は望めないのではないか。これに

ついては、前述した藤沢市の文化行政の最大の懸案である『市民会館』の建て替え方針が決ま

らないうちに確固たる方針を出しづらいという事情はあるにせよ、あまりにもの足りない。 

 

 
                                            
62吉田前掲注（48）〔63 頁〕	
63『藤沢市子どもをいじめから守る条例』平成 27 年 3 月 10 日	 条例第 34 号	
64第 1 回検討委員会会議録（2016 年 8 月 26 日）より。委員長は元文化庁長官の川村恒明氏。市内在住。	

「…計画のイメージがいまひとつよく分かりません。条例を制定して、その条例を具体化するための計画であれば分か

りやすいが……」これに対して部長から「文化芸術に特化した」計画を、という発言があり条例は沙汰止みとなった。	
65第 4 回検討委員会会議録（2017 年 3 月 29 日）より抜粋 
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４節 ４つの提言 

（１） 筆者の提言① 『文化芸術振興条例（仮）』の制定 

 まず、市の文化芸術振興に対する姿勢と、施策を展開する根拠を改めて示す必要があると考

える。第 2 章の逗子市の事例と『藤沢市文化芸術検討会』の提言にあるとおり、筆者も文化芸

術を振興するための条例が必要という立場である。藤沢市当局は条例を制定することに及び腰

であり、その理由を「気運を高めるために（数年間の）時間が必要」と述べていたが、これは

理由になっていない。気運が高まっているので条例をつくるのではなく、施策展開のためにつ

くるのであり、しかも、市が設置した市民参加の検討会からの提言でもあった。また、これま

で見た通り、気運を高めることは条例制定の際の合意形成・意思決定プロセスを通じて行える

し行わなければならない。条例制定後にも気運を高める取り組みは継続して行うことも必要だ

ろう。さらに言えば、市部長は『子どもをいじめから守る条例』を例示していたが、同条例の

検討は 1年間で 4回の会議開催（逗子市でも条例の検討期間は約 1年である）で、条例制定「後」

にシンポジウムや啓発事業を展開しているのが実態である。部長の発言は、気運を高める動き

について意図的に前後関係を省き、あたかも条例制定は数年かかると誤解させるようなもので

はないか。 

 逗子市の会議で強調されていたように、この種の条例は住民を拘束するというよりも自治体

行政に施策展開を義務付けるものである。藤沢市の消極姿勢は、条例に縛られることを嫌気し

ているからであろう。あるいは市長や部課長の任期を勘案しているのかもしれないが、計画策

定なら市民の間に気運を高める必要ながないというのも全くおかしな話である。文化の社会性

獲得のためのアーツマネジメント、という考え方に照らすと、文化の社会性を顧みない立場だ

と言わざるを得ない。このような考えは根本から改める必要があると指摘したい。 

 その上で、求められる条例は、小林真理が示した文化法の原則である 

①	 文化・芸術の自由の原則 

②	 地域主義・地方分権の原則 

③	 文化的多様性・民主主義の原則 

④	 参加の原則 

を踏まえ、吉田の示した国法に欠けていた 

ⅰ定義規定を置くこと、もしくは、対象領域の明示があること 

ⅱ文化法の基本原則の明示があること 

 ⅱ-１文化権について社会権的性格への配慮 

 ⅱ-２行政の文化内容への不介入、又は不干渉の規定 

ⅲ推進体制について、財政的措置の努力義務・審議会の設置に止まらない工夫があること 

ⅳ産業政策を始めとした他分野への活用、もしくは、都市政策の視点を、前文・条項で明確に
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有すること（総合行政） 

の４つの独自性を満たすものである。 

 逗子市は４つのうち３つを満たしていた、という評価となっていた。これは、ⅳが欠けてい

たためである。吉田は、逗子市のような中核市未満の都市は専門性も重要だが「代表制＝市民

や団体の意見反映」が問われるとし、政令指定都市では「都市文化政策に精通した専門家が必

要66」と述べている。そこで、藤沢市は人口や予算規模等から県南・湘南地域の中核的な都市で

あると言え、上記の４つの独自性に当てはめればⅳの「総合行政」への視点は欠かせない、と

考える。産業政策で言えば他市からも集客する施設やイベントの開催による観光業への波及、

都市政策だと人口増・維持や社会的包摂を見据えた「創造都市」を意識した文化政策が求めら

れると考える。そのような視点も、条例および計画に盛り込む必要があるだろう。 

 そこで重要になるのが、検討委員会のあり方である。政策目標を踏まえた検討委員会の人選

が重要で、吉田の指摘67にあるように、創造都市論の研究者といった「都市文化政策」の専門家

が条例検討に参加することが必要だと考える。この際、逗子市の事例等では、どうしても専門

家の発言の重みが増していたので、専門家会議と市民会議を分けたような会議形式を構築する

べきである。 

 ただし、第 3 章でみたとおり、条例だけでは抽象的ではある。確かに部長が言うとおり「気

運を高めてから条例づくり」ということが市民参加を想定するならばより効果があるだろう。

よって、次にのべる市民会館の建て替えの時が、条例制定のベストタイミングだと考える。こ

のことで、市民会館の運営理念と、市の文化政策全体との整合を図ることもできる。 

 

（２） 筆者の提言② 市民会館の建て替えについて 

 文化芸術振興は、「施設ありき」ではないだろうが、拠点施設がないと始まらないのも事実だ。

市の文化の拠点施設である市民会館は、1968 年開館の築 50 年の建物である。JR・小田急・江

ノ電の三線が乗り入れる市の玄関の藤沢駅から徒歩 10 分ほど離れているが中心市街地から至

近で便利な場所と言って差し支えなく、かえって駅前ではないので敷地もゆとりがあって良い

と感じる。前庭の広場ではストリートダンスやスケートボードに興じる若者もいて、都市らし

い光景を生みだしていると思う。筆者は、市民会館は藤沢市民に最も親しまれている施設だと

思っている。藤沢育ちであれば、市民会館におこなったことがない、という人はまずいないの

ではないか。なぜなら、市内中学校の合唱コンクールの会場に使われ、成人式の会場にもなる

からである。各種コンサートをはじめ市主催の催しや、各団体の総会・大会の会場として用い

られ、展示兼集会ホールとレストランが併設されていることから、パーティー会場としても頻

                                            
66吉田前掲注（８）〔69 頁〕	
67吉田前掲注（８）〔69 頁〕	
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繁に使われる。利用率も高く、大ホール（1380 席）で 70.2％、小ホール（434 席）は 93.9％
68で、展示集会ホールも 9割ほどとなっており、まさに市を代表する施設である。 

 しかし、会館当初は高水準な施設だったかもしれないが、県内他市に新しいホールができる

につれ見劣りするようになってきた。肝心のホールの座席をはじめ設備・躯体とも老朽化が進

んでおり、建て替えが検討されたが、前述したように市の財源不足が明らかになり計画が進ん

でいない。だが、今の状態であれば、特にオペラのような高いチケット代を払ってもらうのは

難しいと感じる。建て替えを求める利用者の声は筆者も聞くが、学校施設や消防施設の方が優

先度は高いという市民も少なくないだろう。政治決断と同時に、文化振興に対して市民の気運

を高めることが求められている。 

 これまで述べたように、市民会館は多くの市民が多様な使い方をしており、なくてはならな

い施設だと思っている。すなわち、まちのアイデンティティで、多くの市民が市民会館のあり

方を考えたいと思っているはずだ。筆者は、最もまちのアイデンティティに資する施設は「広

場」だと考える。あるいは、「自由の女神」や「東京タワー」のように、いつでも目に入る象徴

的な建築物である。そして、そういう建築にはオープンスペースがある。「公園」も同様だが、

誰もが・いつでも・無料で利用できる施設が、最も市民に利用され、親しまれる施設だろう。

会館前の広場は市民会館にとって欠かせない要素となっていると筆者は考えている。それに、

地価が高く開発圧力がかかる都市部にあって公共広場は貴重な「都市空間」であろう。 

 筆者は、もし広場を無くす、あるいはダンス禁止、といった運営方針が打ち出されたら断固

反対するだろう。施設の魅力は様々な角度から検討されるべきであり、本来の利用者ではない

かもしれないが、会館前の広場でダンスの練習に興じる若者の声も反映される、「私にとっての

市民会館」のような会議体を設置することを求めたい。市民会館の将来像について決着しない

と、音楽のみならず、演劇や美術、図書館といった市の文化政策全体の方向性が定まらないと

いう段階に来ていると考える。そして、そのような会議体は専門家と市民からなる『ネオ円卓

会議』のような双方向の住民合意形成プロセスが相応しい。 

 2012 年に「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」が制定され、公共ホールの法的基盤が整

った。これにより、従来の公共ホールに欠けていたとされる「理念と運営方針」が求められる

ようになっている。そして理念と運営は市民とともに作り上げていくことが望ましく、その例

として小田原市における「市民ホール整備事業」の合意形成プロセスを検討した。藤沢市にお

いても、小田原市と同様に仮説２．のような専門家と市民からなる会議体を設置し合意形成を

図ることを提案する。そして、その会議に参加した市民が中心となり、施設運営に関わるよう

な施設のあり方を構想し、合意形成プロセスを設計することを求めたい。現施設は、市民オペ

                                            
68平成 27（2015）年度決算数値 
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ラの 2018～2020 シーズンが終わるまでは使うことが決定しており、建て替え・大規模修繕い

ずれにせよ工事に着手するのは早くても 2021 年ということになる。時間は十分にあるので、

施設について、ハード面だけでなく運営に市民が参加するよう準備する時間はあるし、それこ

そ「気運を高める」時間はたっぷりとある。その間に、確固たる理念と運営方針を定め、運営

計画を構築することを提言する。 

 

（３） 筆者の提言③ 南図書館の建て替えについて 

（３）-ⅰ 南図書館の建て替え問題 

 次に、市民会館と同じ敷地内の『文化ゾーン』に立地している南図書館の建て替えに付いて

述べる。南図書館は、市民会館の建て替えに併せて再整備が構想されている。そこで藤沢市は、

公募市民も参加しての『これからの図書館検討委員会』を設置し、図書館利用の現状を分析す

るとともに南図書館の今後のあり方について検討することとした。2015 年 8 月～2017 年 2

月にかけて会議が行われ、うち 2 回は他市の図書館の視察もしている。こうした充実した合意

形成プロセスがおこなわれたが、特に周知もされず「静かに」会議は進んでいる。また、この

検討委員会の報告書は市図書館のWeb サイトにアップされているが、敢えてかどうか、見つけ

にくいのである。これは、会議の位置付けがはっきりしないからだと推察する。 

 というのも、まず同検討委員会の報告書には「宛名」がない。市長なのか、担当部なのか、

教育委員会なのか。また、設置要綱も「調査検討をおこなう」というだけであり、成果物も提

言書ではなく報告書である。しかも、この「報告」がその後市にどのような影響を与えたのか

もはっきりしない。結局は市民会館の方針が決まらない以上は隣接する南図書館の建て替えも

見通しが立たないため、図書館のあり方の検討の途中で建て替えの気運（市民でなく行政側の）

がしぼんでしまったからだと推察する。 

 

（３）-ⅱ 伊万里市に学ぶ市民参加と「全庁的」な取り組み  

 図書館については、各地で様々な取り組みが行われている。中でも、佐賀県伊万里市の伊万

里市民図書館は、住民参加の図書館として名高い。1986 年当時、伊万里市には図書館と言える

ものはなかった。そこで、「まともな図書館がないところでは子育てはできない」と、「図書館

づくりをすすめる会」が発足した。中心になったのは「母と子の読書会」の母親たちで、「まず

は図書館とは何か」を学ぶ事から始めた。近隣の福岡県苅田町立図書館を同会のメンバーが視

察し出来映えに感嘆していたところ、そこと同じ設計者が伊万里市の図書館を設計すると聞い

て「あの設計者なら全部まかせて大丈夫だ」と安心した。ところが設計者から「苅田と同じよ
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うなものではなく、伊万里ならではのものを一緒につくりましょう69」ともちかけられ、市民も

設計段階から関わることになった。1995 年の図書館開設後は、「～すすめる会」は発展的に解

消し、図書館「友の会」=「図書館フレンズいまり」として衣替えをした。合言葉は「協力と提

言」。図書館のサポーターとして協力は惜しまないが言うべきことは言うという意味で、年会費

は 1,000 円、市長も会員となっている。友の会の会員は 360 人を数え、市民に親しまれている

図書館である。 

 以上、伊万里市民図書館の市民参加についての概略だ。このような住民発意で図書館建設が

スタートし、その後も運営に関わり続けるというのは、住民自治の一つの理想であろう。小田

原市のホールも、このような形をめざしているのではないだろうか。藤沢市でも、伊万里市ほ

どではないかも知れないが立派に市民参加で図書館が運営されており、図書館ボランティアの

登録者数は 600 人を超えている。子どものための読み聞かせ『おはなし会』ボランティア、障

がい者や高齢者のための本の宅配ボランティア、点字図書館ボランティア、など多くの市民が

関わっている。今後も市民参加の図書館を堅持して欲しいと願う。いずれにせよ、藤沢市では

南図書館が懸案になっているとはいえ、しっかりした総合図書館があり市内 4館・11 図書室が

有機的に機能している。市民ボランティアの多彩な活動も行われて充実したものとなっており、

現状では市民によって図書館建設（建て替え）運動が起こるような状況ではないと感じる。よ

って、南図書館の建て替えは市民発意というよりも、まずは『これからの図書館検討会』のよ

うに専門家を中心に望ましい姿を提示することが求められると考える。 

 今、図書館は「住民の課題解決に資する」ために、「レファレンスサービス＝調べ物支援」に

力を注ぐことが求められている。これは、図書館司書としての専門性が要求される分野であり、

図書館は単なる貸本館ではないという事を図書館側ももっとアピールして欲しいと感じる。伊

万里市では、地域のことや地方自治関係の資料・書籍を揃えることを心がけ、市職員に図書館

を利用してもらい行政のレベルアップを期待している。また、議員向けにもお薦め本を紹介し、

レファレンスで議会審査に協力している。ここで少々長くなるが伊万里市議会における議員の

発言を紹介したい。この議員は球技場のトイレを問題視しているのだが、その一部である。 

 「先週、伊万里市民図書館のレファレンスサービスを受けてまいりました。トイレの機能と

か、公共トイレの本とか、トイレのことに関するサービスをお願いしますと伝えました。その

レファレンスの女性の方が、４時間後だったと思うんですけれども、用意できましたと言われ

ますので、すぐ市民図書館に駆けつけたら、何とトイレに関する本が 10 冊ありました。雑誌も

１冊、トイレに関する論文、これを３本御用意していただきました。この心意気に本当に胸を

                                            
69平松伸子・盛康子「市民のための図書館を生み・育てる」『月刊社会教育』2012 年 2 月号〔17 頁〕	
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打たれて、一般質問の準備とかあったんですけれども、全て目を通そうというところで、ざっ

とぱらぱらぱらぱらめくりながら、ずっと見ていました70」 

 別の議員の発言を見てみる。 

 「次に、第２の質問の地すべり対策に入ります。県の回答には納得がいかず、旧伊万里市史

や佐賀県政史を調べましたが、それだけでは不確実で、伊万里市民図書館や県立図書館にも出

かけ、親切なレファレンスの方の協力を得て、昭和 30 年ごろからの新聞を調べました71」 

 さらに『図書館づくりをすすめる会』で活動していた盛泰子は、活動が高じて市議会議員に

なり72、議長も務めた。このように、伊万里市民図書館は市長も熱心な「ファン」であると同時

に議会からも支持を得ている。こうして議会を味方に付けることは、文化政策にとって非常に

重要である。第 3章でも述べたとおり、議員は選挙されるために世間一般の評価を気にする・

気にせざるを得ないのは当然だ。文化芸術あるいは図書館は好事家のものという冷めた見方も

あるなかで、一部の人のためでなく市全体にとっても図書館は有益である、ということを、当

の議員が正式な場面で表明する意味は大きい。住民も、議員が質疑をレベルアップするために

図書館と連携を深めているのは頼もしいと感じるのではないか。そこで、藤沢市でも、議会や

市行政にも図書館を活用するよう図書館側から働きかけて欲しい。議員だけでなく行政職員73も

図書館の価値や機能を理解しているとは思えないからだ。 

 

 次に、南図書館についてである。建て替えが検討されている南図書館は市民会館よりも更に

古い 1963 年築で 56 年目に入っている。耐震性は低く、バリアフリー化はもはや不可能で建て

替えもやむを得ないであろう。『これからの図書館検討委員会』の報告も宙に浮いてしまってい

る格好ではあるが、これを生かさない手はない。そして、同委員会の委員は、発信力がある識

者が揃っているので、この方々によるシンポジウムを開催すること、これが提言②である。な

かでも、委員の一人は伊万里市民図書館を設計した方で、藤沢市民である。設計者としてはも

ちろん、利用者としても図書館に精通しているとのことなので、ぜひとも藤沢市民に向けて理

想の図書館についての考えを発信して頂きたいと思う。 

 そして、今までの藤沢市の図書館のように、今後も市民参加の運営を継続して欲しい。その

ためには、南図書館のあり方を考える際に、市民参加のあり方について基本方針と計画の方向

性を設計しておき、開館時にはスタートできるようにしておく必要があると考える。市民会館

                                            
702016 年（平成 28 年）６月定例会	 弘川貴紀議員の質問	 	
712016 年（平成 28 年）９月定例会	 坂本繁憲議員の質問	
72盛泰子共著「“協働”の図書館づくり」『図書館づくり運動』緑風出版 1997〔235 頁〕	

	 「……私は傍聴した市議会への不満が尾を引き、たまたま 93 年秋に降ってわいた補欠選挙に立候補し、バッチをつけ

る身になった」	
73行政職員から「図書館利用者の大半は一部のヘビーユーザーだ」「図書館司書は考えが硬直的で時代遅れ」という趣旨

の発言を聞くことがままある。 
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への提言でも述べたことであるが、施設が稼働し始めてからでは遅い。現状でも市民参加が行

われている藤沢市の図書館であるが、伊万里市の『友の会』のような組織、これはボランティ

ア組織の連絡会でもある。市民の組織を支える組織、とも言える。このような中間的な支援組

織があると、各ボランティア団体は事務の一部を中間支援組織に任せる事ができ、本来の活動

がスムーズになると考える。今のうちから、構築を始めておけば新規開館時からスタートが切

れる。そのような取り組みを進めていけば、やがて南図書館は伊万里市民図書館のような「ま

ちのアイデンティティ」になる、と期待する。 

 

（３）-ⅲ 提言③まとめ 

 以上、図書館への提言をまとめると 

図書館への提言ⅰ……図書館から、市行政および市議会に対して、図書館と連携することの有

効性について、積極的に働き掛ける 

図書館への提言ⅱ……『これからの図書館検討委員会』に参加していた有識者によるシンポジ

ウム等を開催し、図書館の充実について、市民の間で気運を高める 

図書館への提言ⅲ……『友の会』のような中間支援組織を発足する 

となる。 

 

（４） 提言④ 『政策研究室』の復活 

 ここで、再び『藤沢市文化芸術振興計画等検討委員会』で取り上げた垣内恵美子の発言を見

てみる。 

 「……非常にクールな、あまり熱情を感じないものになっているような気がします」 

 これが、藤沢市の文化政策に対する客観的な評価だと思う。そして、藤沢市の計画案につい

ての一連の発言の後、 

「市民目線で見たときにこれ（筆者注：同計画案）を推進することで自分たちにもいいことが

ある、というところを見せられないでしょうか」 

と問いかけた。これに対して、担当課長は 

「文化芸術を振興することでこんないいことがあるよということは、なかなか説明することが

できません。ついついお客が増えるとか、心の豊かさをといった自己満足に終わってしまって、

もう少し外部性というか、幅広く客観的に文化芸術の効果といったものを説明できればいいと

思います」 

と述べている。課長の正直な思いだろうと感じる。そして、今の藤沢市の文化政策に対する姿

勢を現しているだろう。序章で述べた、「文化や芸術は余剰財源（カネ）と余剰時間（ヒマ）の

産物であり、不要不急のものである」という固定観念が作用しているところでは、経済情勢が
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厳しくなると「予算削減対象でしかない74」という事かも知れない。 

 だが、財政難といっても、藤沢市は全国でも数少ない地方交付税不交付団体である。実質赤

字比率、公債費比率、将来負担比率など各財政指標も、経常収支比率を除けば健全さを示すも

のばかりである。要するに「やる気」の問題だ。あるいは、市長以下職員の文化芸術に対する

理解が不足しているか。ある職員は、「この課（文化芸術課）にくるまで、オペラなど見たこと

がなかった。市民オペラも、市を代表する文化、と言われてもピンと来なかった。多くの職員

は自分と同様ではないか。ところが、仕事で初めて見て、すっかり魅了された。現代アートも

何が良いのかと思っていたが、最近良さが分かってきた」と言っていた。文化芸術は趣味性が

高いので、市職員だからと言ってもあらゆるジャンルの文化芸術の経験があるはずはなく、そ

れが自然である。だが、市の職員すら見たことがないという市民オペラは、市を代表する文化

イベントだ、と言えるのかとも思ってしまう。 

 ともあれ、文化行政＝アーツアドミニストレーションにおける自治体職員一般に対する課題

として、鬼木和浩は、自治体職員は通常はゼネラリストとして養成されるところ、税務や福祉

等の一部業務では専門性の高い職員を配置することで、高度化する行政課題に対応してきた。

しかし 

 「文化行政の分野は歴史が比較的新しいため、文化行政に携わる職員が備えるべき『専門性』

の概念が明確に共有されておらず、文化行政の専門職員は養成されてこなかった」 

そして、 

 「文化にはオリジナリティ、差異化、個性という価値が求められ、行政側にも公平性だけで

はない判断基準が求められる。一定の重点配分、短期的な成果を求めない継続性、多様で重層

的な評価基準がなければ文化を育むことはできない。しかしながら、ゼネラリストとして養成

される自治体職員は、元々文化行政に対する認識のないまま採用されていることに加え、通常

三、四年で人事異動となり、特定分野におけるこのような専門性の蓄積は困難な状況にある」 

と言う。そこで、市の外郭団体である財団、藤沢市においては『公益社団法人みらい創造財団』

であるが、そのような外郭団体に専門性の蓄積が期待されるとしながらも、鬼木は財団につい

ては 

ⅰ財団は民間企業で言えば子会社にあたる存在で、財団組織としての意に反しても、あるいは

文化芸術の観点からは必ずしもプラスではないという場合であっても、自治体側が力関係で優

位に立ってしまうことで、不本意でも自治体担当者の申し出に従わざるを得ない場合が出てく

る。→財団の専門性の発揮の障壁、財団職員のモチベーションの低下 

ⅱ自治体職員はゼネラリストとして養成されているため、文化全般について非専門家であるこ

                                            
74小林・片山前掲注（２）〔92 頁〕 
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とを前提として業務を行う。自治体職員にとって当然の、公金支出の厳格さや説明責任の重要

性が財団に伝わらないこともある→自治体側の不満 

一方の財団職員は、文化芸術に無理解の行政職員と常に接することになり、コミュニケーショ

ン不全となる→財団側の不満 

 その結果、「ゼネラリストと専門家の分断を招きかねない」と指摘する。このように、財団は

文化行政の専門性を発揮するための組織でありながら「実質的に自治体の下部組織になってし

まうという構造的な課題75」があると述べている。これは藤沢市にも当てはまる指摘だと思われ

るが、藤沢市の職員配置の良い面もある。現在、藤沢市は文化芸術を統括する文化芸術課の課

長と市民会館長を兼ねている。音楽のみならず美術ほか全ての文化政策を統括する課長以下課

員の事務所は市民会館内に置かれており、音楽が中心になるものの毎日何らかの文化芸術イベ

ントに接していると言える。先に「文化の担当になるまで市民オペラを見たことがなかった」

という藤沢市の職員との会話を紹介したが、政策担当者が常に現場にいるという状態で、みる

みる専門性が蓄積されていく様子がうかがえる。いわば「現地現場主義」の良い面として、政

策立案者と利用者が近いところにおり、特に住民のニーズ・住民の声を捉えるという意味で優

位性がある配置だと言える。 

 一方で、鬼木の指摘の通り、やはり特殊・専門性は財団に劣るのも確かであろう。特にアー

ティスト等との関係構築は、数年で担当が変わる市職員と比較して財団に優位性があると考え

る。そうすると、両者の良さを合わせ持つような機関、例えば英国発祥の、行政の外部におか

れながらも公的資金を管理運営し助成金交付の対象の選定等の権限が付与された『アーツ・カ

ウンシル』のような組織を設置することが考えられる。しかしこれも、都道府県レベル、それ

も東京など大都市部に限られているのが現状で、藤沢市で実現するのは中長期的な課題だ。や

はり、当面は市の職員と財団で文化芸術振興の中心的役割を果たしていく他ないだろう。中で

も、やはり権限を持つ市職員の役割が重要である。 

 文化芸術政策は多様化している。昨年、文化芸術振興基本法が『文化芸術基本法』と改めら

れ、社会と経済に貢献する文化芸術、という考え方が色濃いものとなった。この事は「貢献し

ない、と判断された文化芸術が軽視されるのか」という批判も可能だが、文化芸術の社会性獲

得をめざすという意味で、筆者は現時点では肯定的に捉える。そのような、文化政策の変化と、

その先を見据えた検討をするために、市内部に文化政策の研究体制を構築してもらいたい。 

 具体的には、以前（2005 年度から 2008 年度まで）、企画部の中に「政策研究室」を設置し

ていた。神奈川大学の青木宗明教授のもと、6人の市職員が配置され政策課題の調査研究をおこ

なっていたのだ。職員向けに月一回のニュースレターを発行し、年 2回の研究誌を刊行する他、

                                            
75鬼木・小林前掲注（７）〔302 頁〕 
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随時フォーラムを開催していた。文化政策に限らず自治体内にこのような研究機関を置く意義

は小さくなかったと思うが、閉鎖され、その後同様の取り組みは行われていない。その結果が、

この節の冒頭の学識者と市課長の応答ではないのか。 

「文化芸術を振興することでこんないいことがあるよということは、なかなか説明することが

できません」 

 担当課の課長がこれでは困るのである。これから実施しようという政策について、説得的な

説明が出来なければならない。職員各位が自主的な勉強会を作って文化政策の研究をするとす

れば素晴らしいが、組織として・業務として、答えが見つかるまで考え抜く部署が必要だと考

える。そこで、筆者の藤沢市に対する提言は「政策研究室」の復活である。 

 

 上記４つの提言をまとめたものが以下である。 

 藤沢市の今後 5年間の累計で約 545 億円もの財源不足になるという推計が出され、既存事業

の実施もままならない状況で文化芸術振興の余裕はないように見える。しかし、『市民オペラ』

に見るように、文化には「住民」を、まちづくりの主体として自覚的な「市民」へと自促す力

があるので、施策を充実させるべきである。具体的には、 

①「文化芸術検討会」では文化振興条例が必要と提言されたが、計画策定にとどまり条例化は

図られなかった。しかし、文化振興の根拠と市の理念および方針が謳われる条例は必要で、制

定するべきである 

②拠点施設となる『市民会館』は老朽化しており建て替えが求められる。その際には、小田原

市のような合意形成プロセスで検討すること 

③図書館への提言ⅰ……図書館から、市行政および市議会に対して、図書館と連携することの

有効性について、積極的に働き掛ける 

 図書館への提言ⅱ……『これからの図書館検討委員会』に参加していた有識者によるシンポ

ジウム等を開催し、図書館の充実について、市民の間で気運を高める 

 図書館への提言ⅲ……『南図書館』の建て替えの合意形成についても、市民会館と同じよう

な手法で行うこと。また、『友の会』のような中間支援組織を発足すること 

④多様化する文化政策を市役所全体で共有するためと、「文化行政」の中核を担う自治体職員

の政策能力を高めるために、『政策研究室』を復活させること 

  



 86 

あとがき 

 

 以上、自治体の文化政策における住民合意形成について考察し、望ましいあり方についての

提言をおこなった。合意形成の理論については、本稿では 3 人の研究者の理論を元に、筆者の

方法論の構築を試みた。これは、関係者が一堂に会する「会議形式」を想定したものである。

進行ルールを定め、会議録を作成し、誰でも傍聴できる会議形式が公式な合意形成プロセスで

あるというのが筆者の前提である。 

 しかし、この手法には課題も多い。会議は基本的には役所の会議室などで行われるだろうが、

首都圏・とりわけ神奈川県は都内への通勤者が多く通勤時間が全国一長いと言われており、現

役世代が半年～1年間と長期間にわたる会議体に参加することには困難が伴う。なので、そうし

た現役世代・若い世代が参加しやすい合意形成プロセスも求められる。例えば、短期間で終わ

るようなプロセス、あるいは「アイディアソン」「ハッカソン」というイベント型の、「参加

してみたい」と思えるような楽しそうなプロセス、インターネットを用いて会議場へ出向かな

くとも議論に参加できるプロセス、などについては本稿では触れることができなかった。今後

の課題としたい。 

  

 また、本稿の最終章で、文化政策における合意形成のあり方を中心に、藤沢市に対して政策

提言をおこなった。その中で、条例制定について提言をしたが、議会自体が条例提案をおこな

うべきとも言え、市議である筆者が市行政に提言するのもおかしな話かもしれない。 

 実際、国では超党派の議員が『文化芸術振興議員連盟』を組織し、議論を重ねて『文化芸術

基本法』を議員提案して全会一致で可決している76。国会議員は衆参で707名、多士済々である。

一方の市議会は36名で、「普通のおじさん・おばさん」と言ってよいだろう（その良い面も多い）。

文化的経験についても、彼我の違いは残念ながら小さくないと思われるが、筆者と同時期に市

議を務めた人の中には、音大卒で定期的にリサイタルを開くほどの声楽家、私立女子校の元音

楽教師、美大卒で美術に造詣が深い議員がいた。だが各位から「さすが」と思える質疑がなか

ったわけではないが文化政策について際だった提案はなかったと記憶している。なぜだろうか。 

 それは、当の文化に携わる人々自身も、文化芸術政策は「エクセレンス（優良）主義」で、「ヒ

マとカネ」がある人＝ある種の特権的な人々のもの、という先入観があるからではないか。こ

うした先入観に行政も議会もとらわれているような気がしてならない。しかし、文化は人間に

とって欠かせないものという事とともに、まちづくりにおいても、大きな可能性を秘めている。

そのような、文化芸術の持つ力について、議会も認識を改めるべきであると自戒を込めて言わ

                                            
76『文化芸術基本法』（平成 13 年 12 月 7 日法律第 148 号	 改正	 平成 29 年 6 月 23 日法律第 73 号	
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せていただく。そして、市民に近い市議会議員こそ、市民と感覚が近いがゆえに市民に根ざし

た政策＝特権的な人々のためではない政策を生み出せるし、生み出さなければならない。そし

て、単に市民の意見をくみ取るのみならず、議員は市のオピニオンリーダーとしての役割も期

待されているはずだ。文化政策の意義について、市民の気運を高める役割も担わなければなら

ない。 

 

 そのためには議会自身も変わる必要がある。 

 そこで、藤沢市議会においては、議員による政策条例の提案がなされないことを問題視し、

議会改革検討会で「どうやったら政策立案が活発になるか」といった議論が行われている。図

書館については、昨年度から議会図書室の充実と積極的な活用をめざし、福岡市や広島県呉市

など先進事例の視察を議会改革検討会のメンバーで実施し、今年度から市図書館との連携が始

まっている。このように、議会も遅まきながら、政策立案機能の強化と図書館の意義について

再確認し、取り組んでいるところである。筆者は市議会の広報広聴委員会の委員長を務め、議

会改革検討会の座長も兼務している。議会改革については当事者中の当事者であり、市に注文

するだけでなく自らが政策立案機能の充実に積極的に取り組むべきである、と肝に銘じなけれ

ばならない。 

 市内経済界もホールをはじめとした『文化ゾーン』に注目しだしている。「集客」による「交

流」「賑わい」という見地からホール等に着目していると思われるが、いずれにせよ文化政策

に耳目が集まることは、文化芸術振興にとってプラスだと肯定的に受けとめたいとおもう。こ

のように、市民会館と南図書館が位置する『文化ゾーン』が政治的にも注目されるようになる

につれ、議会でもホールや美術館のあり方、図書館のあり方についての質問が散見されるよう

になってきた。今後、市民会館の建て替えが具体的になれば、文化政策への気運は一気に高ま

るだろう。この機をとらえて、文化振興条例の議員提案をめざすことも視野に入れ、超党派の

有志議員で「文化議連」を結成し勉強会を始めるのもいいかもしれない。筆者も市政の一翼を

担う者として、『文化都市』と言われた藤沢市の輝きを取り戻すために、議会活動の他、今後

も研究を続けていく所存である。 
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